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○事前評価の結果の政策への反映状況

＜新規事業に関する事業評価（事前評価）＞

概算要求への反映欄、機構・定員要求への反映欄の記号については、以下の通り。

〔概算要求への反映〕
評価結果を踏まえ、平成 年度予算概算要求への反映を行った場合には「○」を、そうでない場合には「－」を付した。19

〔機構・定員要求への反映〕
評価結果を踏まえ、機構・定員要求への反映を行った場合には「○」を、そうでない場合には「－」を付した。

政策評価の結果の政策への反映状況
番号 政策（事業）の名称 政策評価の結果の概要

機構・定員要評価結果の平成１９年度予算 概算要求
求 へ の 反 映概算要求等への反映状況 への反映

１ 在宅緩和ケア対策推進事業 本事業は、地域における在宅医療患者等に対する相談・支援、 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
（１－１－Ⅰ） 在宅緩和ケア等の普及活動を行う拠点として、在宅緩和ケア支援 （概算要求額： 百万円）253

センターを設置する等により、地域における患者等の支援を一層
推進することを目的とするものである。患者・家族が在宅医療を
希望する場合に、それを選択肢のひとつとすることができるよう
になることから、在宅医療患者及びその家族のＱＯＬの向上に資
することができるようになる。

２ へき地巡回診療ヘリ運営事業 本事業は、通常の交通手段では短期間で十分な巡回診療が難し 平成１９年度予算概算要求を行った。 ○ －
（１－１－Ⅰ） い外海離島群等における無医地区等に対し、ヘリコプターによる （概算要求額： 百万円）228

巡回診療を行うというものである。他地域と遮断されているへき
地・離島といった、特に交通が不便で十分な医療を受けることが
できない地域住民の状況、さらには十分に医師を確保できていな
い巡回診療実施病院の状況をかんがみると、巡回診療にヘリコプ
ターを活用することにより、無医地区等における巡回診療回数の
増加や診療科目ごとの専門的な診療が可能になることなどが期待
される。

３ 地域医療確保支援モデル事業 本事業は、都道府県が独自に創意工夫を凝らして実施する先駆 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
（１－１－Ⅱ） 的な取組で、へき地など地域医療の確保を図るために実施するモ （概算要求額： 百万円）100

デル事業に対する補助を行うものである。当該事業を実施するこ
とにより、各都道府県の参考となる先行事例を集めることができ
るとともに、他の都道府県においてもこうした先行事例を参考に
することができ、結果として、地域医療確保の推進につながるこ
とが見込まれる。

４ 小児救急電話相談事業 本事業は、地域の小児科医による夜間における小児患者の保護 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
（１－１－Ⅲ） 者等向けの電話相談体制を整備し、地域の小児救急医療体制の補 （概算要求額： 百万円）648

強を推進するという事業である。平成１６年度より開始した事業
であるが、Ｈ１７年度実績平均で、相談件数のうち約８７％がす
ぐに医療機関へ行く必要がないと判断されている。今後、未実施
県（１６県）全てにおいての実施、携帯電話への対応、深夜帯へ
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の対応などにより、病院への軽症患者集中の回避と小児救急患者
の適切な受診体制を構築等、より大きな効果を生むことが期待さ
れている。

５ 小児科・産科をはじめ急性期 本事業は、小児科・産科における医療資源の有効活用を図り、 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
の医療をチームで担う拠点病 医療提携を図った拠点病院の創設を促進し、地域住民に対する適 （概算要求額： 百万円）2,980
院づくり 切な医療の提供を行うため、医療連携を図った拠点病院づくりを
（１－１－Ⅲ） 行う地域を対象に、連携強化病院へ一定の機能を移転する連携病

、 、 （ 、院が 小児科・産科の病床を削減し 医療機能の変更 他科病床
他の診療機能等）などを行う場合に、その支援を図るための運営
費補助等を行う事業である。医療資源の集約化・重点化を推進す
ることで、小児科医・産科医の過酷な勤務状況の改善と医療の安
全性の確保が図られる。

６ 医療情報システムの相互運用 本事業は 医療機関内の標準化を進めるため 異なるベンダ メ 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －、 、 （ 19
性確保のための対向試験ツー ーカー等）間のシステムを実際に相互に接続して相手のシステム （概算要求額： 百万円）141
ル開発事業 と支障なく情報のやりとりができるかどうかの確認をする対向実
（１－３－Ⅰ） 験を行い、相互接続性が実証された評価結果を広く公表すること

により、コンポーネント化（部品化、要素化）された接続可能な
システムを医療機関が選択的に導入して最適なモデルを組み立て
ることを可能とし、さらには、医療情報システム等の普及と標準
化を同時に推進するものである。対向試験ツールの開発により、
異なるベンダ間の各部門系システムをコンポーネント化すること
ができ、医療機関の規模・機能に合致したシステムの導入が可能
になるなど医療機関内の各システムの普及を阻害する要因であっ
た導入費用の削減効果等が見込まれる。

７ 医療情報システムのための医 本事業は、相互に意味論的に関係づけたオントロジによる医療 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
療知識基盤データベース研究 知識基盤データベースを研究開発することにより、蓄積された医 （概算要求額： 百万円）186
開発事業 療データの解析可用性を飛躍的に向上させるものである。実践的
（１－３－Ⅰ） な医学知識の断片的記述を論理的に体系づけることが可能になれ

ば、日々の診療を通じて蓄積された医療情報を論理的体系的に活
用することが可能となり、もって医療の質の向上や疾病の原因の
究明など臨床研究等が推進される効果が期待されるのと同時に、
医療情報システムで使用される用語の標準化が図られる。

８ 病原体等管理体制整備事業 本事業は、特定病原体等の所有者・輸入者からの許可申請書か 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
（１－５－Ⅰ） ら認可までの審査過程において、認可発行状況の管理、立入検査 （概算要求額： 百万円）318

等の監督業務の支援、蓄積された情報の統計分析などを可能とす
る「病原体等管理システム」の整備を図るものである。万一の事
故・災害発生時における迅速な初動体制の確立を可能とするため
には、病原体等保管施設のデータを即時に検索、解析することが
必要となるが、病原体システムの導入により、届出・許可申請等
の状況に係るデータベースを構築し、病原体等の保管場所等を的
確に把握することにより、原因不明の感染症発生時においては、

、 、 、病原体等の保管状況 移動履歴 事故記録等の検索が可能となり
病原体等による感染症の発生・まん延防止が見込まれる。

９ アジア各国の国立感染症研究 本事業は、①アジア各国の国立感染症研究機関とのネットワー 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ ○19
機関の連携強化による事前対 クを形成し、感染症の患者及び病原体に関する情報の交換並びに （概算要求額： 百万円）137
応型病原体監視体制強化に関 当該情報の解析、②病原体検出法の標準化及び各国共通のマニュ
する研究 アル作成、③病原体の遺伝子配列の多様性の比較解析を利用した
（１－５－Ⅰ） 分子疫学的解析法の開発と標準化及びそれを用いた病原体情報の

解析とデータ集積、を行う。本事業の実施により、近隣諸国との
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ネットワークにより得られた情報が、対策立案のための貴重な科
学情報の一つになると考えられこと、また、感染症の患者及び病
原体に関する情報の交換やその解析により、国内及びアジア各国
における感染症対策が強化される効果が期待できる。

１０ 過重労働による健康障害防止 本事業は、総労働時間の長い業種・企業系列等の中から地域ご 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
のための自主的改善対策 とに企業集団を選定し、安全衛生管理の専門家による助言・指導 （概算要求額： 百万円）233
（３－１） により、企業における過重労働による健康障害防止のための自主

的な取組の推進を行うものである。本事業の実施により、個々の
企業において過重労働による健康障害防止のための取組みが行わ
れ、労働者の就業環境の改善が図られることが期待できる。

１１ 「働き方改革トータルプロジ 働き方の見直しにより長時間労働の是正に積極的に取り組む中 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
ェクト」の推進 小事業主に対し、( )中小企業労働時間適正化促進助成金の支給 （概算要求額： 百万円）1 1,066
（３－１） （ 特別条項付き時間外労働協定」を締結している常用労働者１「

００人以下の中小企業事業主が、総労働時間を削減するために、
「働き方改革プラン （実施期間１年間）を策定し、プランに盛」
り込まれた内容を実施した場合に、都道府県労働局を通じ助成金
を支給 、( )労働時間適正化事業（労働時間適正化について普及） 2
啓発を図るとともに、中小企業事業主が作成する「働き方改革プ
ラン」についての相談・助言を都道府県労働局で実施する ）を。
講ずるものである。本事業により、個々の企業において計画的に

、 、時間外労働の削減等の対策に取り組み 長時間労働の是正が進み
過労死防止や少子化対策の推進につながることが見込まれ、全て
の労働者が安心して働くことができる職場環境が整備されること
が期待できる。

１２ ハローワークにおける正社員 本事業は、求職者が正社員として就職する機会を増大させるた 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
就職増大対策の推進 め、①正社員雇用のメリット等の周知による正社員求人提出の促 （概算要求額： 百万円）1,169
（４－１－Ⅰ） 進、②求職者に対するセミナーや企業説明会等の実施によるマッ

チングの強化、③就職後の職場定着支援の実施、の取組みを行う
ものである。

本事業の実施により、正社員求人数の増加及び正社員求人の充
足率向上が見込まれる。

１３ マザーズハローワーク事業 本事業は、子育てをしながら早期の再就職を希望する者等に対 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
（４－１－Ⅰ） し、①担当者制によるきめ細かな職業相談・求人確保、②地方公 （概算要求額： 百万円）2,170

共団体等との連携による保育情報等の提供、③子ども連れでも利
用しやすい環境の整備、により就職支援を実施するものである。

本事業の実施により、より多くの子育て女性等の早期再就職が
期待される。

１４ 再チャレンジプランナーによ 本事業は、効果的な求職活動の進め方がわからない若年者や、 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
る中高年求職者等の就職支援 リストラ等による退職後、計画的かつ効果的な求職活動ができな （概算要求額： 百万円）3,272
事業（仮称） い中高年求職者等の就職を促進するため、再チャレンジプランナ
（４－１－Ⅰ） ーを主要なハローワークに配置し、計画的な求職活動を支援する

ものである。
本事業の実施により、より多くの若年者や中高年齢者等の早期

就職が図られる。

１５ 「７０歳まで働ける企業」推 本事業は、シンポジウム等により先進事例の提供や気運の醸成 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
進プロジェクト を図るとともに、７０歳までの高齢者の一層の雇用に向けた取組 （概算要求額： 百万円）937
（４－３－Ⅰ） み、高年齢者雇用確保措置の円滑な実施及びその充実を図るため

の取組みを一体的に行う事業を事業主団体に委託して実施するも
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のである。
本事業の実施により、７０歳まで働ける雇用機会の確保に向け

た環境整備を推進することが可能となるとともに、その基盤とな
る６０歳代前半層の安定した雇用の確保が一層促進される。

１６ ジョブカフェ等によるきめ細 本事業は、若者に対する就職支援機能の拡充を図るため、ジョ 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
やかな就職支援 ブカフェにおいて、都道府県、経済団体等地域関係者によって委 （概算要求額： 百万円（新規拡充部分 ）169 ）
（４－３－Ⅲ） 託実施されている地域連携事業において、若年労働者の職場定着

促進に関する支援及びジョブカフェ相互の連携強化に対する支援
を実施するものである。

本事業の実施により、若年労働者を対象とした継続就業の動機
付けに資する講習・相互交流会を通じて、新規学卒就職者の離職
率の低下、ジョブカフェ相互の連携強化により、効果的な就職支
援サービスを提供できることから、若年失業率の低下等、若年層
の雇用情勢の改善が見込まれる。

１７ ジョブクラブによる常用就職 本事業は、的確な求職活動を行えない年長フリーターに対し、 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
の支援 民間のノウハウを活用し これらの者が相互に交流する場を設け （概算要求額： 百万円）、 、 119
（４－３－Ⅲ） 適職の探索や就職活動方法の習得等を行い、主体的に就職活動が

展開できるように支援する「ジョブクラブ（就職クラブ 」方式）
の取組を実施することにより、年長フリーターの常用就職を支援
するものである。

本事業の実施により、若者が経験交流・グループワーク等の中
で、適職の探索や就職活動方法の習得が期待されることから、年
長フリーターの常用就職が促進される。

１８ 若年コミュニケーション能力 本事業は、若年者のうち、発達障害者等コミュニュケーション 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
要支援者就職プログラムの実 能力や対人関係に困難を抱えている者の就職を促進するため、こ （概算要求額： 百万円）208
施 うした障害があることを早期に発見し、発達障害等の専門支援機
（４－３－Ⅳ） 関に誘導する。また、ボーダーライン上の者や専門支援を希望し

ない者に対しては、ハローワーク等の一般相談窓口において、そ
の特性に応じた適切な支援を提供するものである。

本事業の実施により、その問題を早期に発見し、専門的な相談
等の提供体制を整備することは、本人の希望や特性に合った就職
が実現し、職業的自立の効果的・効率的な促進が見込まれる。

１９ 関係機関のチーム支援による 本事業は 障害者の福祉から一般雇用への移行を促進するため 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －、 、 19
福祉的就労から一般雇用への ハローワークが関係機関と連携して、障害者に対し一貫した個別 （概算要求額： 百万円）105
移行の促進 支援を行うとともに、障害者を対象としたワンストップ機能を強
（４－３－Ⅳ） 化し、雇用施策と福祉施策が連携した障害者支援を実施するもの

である。
本事業の実施により、関係機関が一体となって支援を行うこと

で、福祉施設等利用障害者の一般雇用が進み、福祉から雇用への
移行が促進される。

２０ 実践型人材養成システムの導 中小企業事業主団体等が当該構成事業主以外の中小企業事業主 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
入促進のための認定訓練助成 の雇用する労働者を実践型人材養成システムとして認定職業訓練 （概算要求額： 百万円）150
事業費補助金の拡充 を実施した場合に認定訓練助成事業費補助金の補助要件を緩和す
（５－１－Ⅳ） るとともに、中小企業事業主団体等や都道府県に対して実践型人

材養成システムの導入促進や普及定着を図るための経費を補助対
象とする。

これにより、認定職業訓練を活用した実践型人材養成システム
の導入が促進され、青少年の実践的な職業能力が開発・向上が図
られる。
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２１ 「実践型人材養成システム」 中小企業及び新規高卒予定者に対し 実践型人材養成システム 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －「 」 19
普及のための地域モデル事業 の普及を促すため、地域の事業主団体等に対して、中小企業向け （概算要求額： 百万円）206
（５－３－Ⅱ） 説明会の実施、訓練実施予定企業共通のモデルカリキュラムの開

発、合同面接会の実施、合同導入教育の実施、合同評価試験の実
施などを行う事業を委託する。

これにより 「実践型人材養成システム」の普及・定着が図ら、
れ、我が国の産業経済の基盤を支える人材の確保・育成、若者の
将来にわたる雇用の安定等が見込まれる。

２２ 企業実習先行型訓練システム 本事業は、当該訓練システムを活用した職業訓練の受託を希望 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
（仮称）の実施について する事業主を開拓し、年長フリーター等を対象とした委託訓練を （概算要求額： 百万円）980
（５－３－Ⅱ） 実施するものである。その際、訓練を受託した事業主が企業実習

を先行し、訓練生の能力について把握・評価を行ったうえで、必
要に応じた座学訓練や他の企業での実習等のフォローアップ訓練
を実施する仕組みを設ける。

本事業の実施により、事業主と訓練生の間のミスマッチの解消
につながり、年長フリーター等の能力に応じた就労が可能である
ことから、就職実績の向上が見込まれる。

２３ 年長フリーター等に対する 本事業は、年長フリーター等の非正規労働者向けの職業訓練コ 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
「再チャレンジコース」の開 ースを開発し、民間教育訓練機関等による委託訓練として、土日 （概算要求額： 百万円）993
発・実施について ・夜間を中心に実施するものである。
（５－３－Ⅱ） 本事業の実施により、年長フリーター等非正規労働者の、業界

で有用とされる効果的な職業能力開発が可能となり、就職実績の
向上が見込まれる。

２４ ２００７年ユニバーサル技能 年ユニバーサル技能五輪国際大会を開催する（財） 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －2007 2007 19
五輪国際大会を核とした技能 年ユニバーサル技能五輪国際大会日本組織委員会に対して、開催 （概算要求額： 百万円）1,000
の振興 経費の助成を行う。

、 、（５－４－Ⅰ） これにより 年大会に多くの若者や企業関係者が来場し2007
若者の製造業等への入職意識やものづくり技能習得意欲が増進さ
れるとともに、企業等におけるものづくり人材育成の取組が活発
化することが見込まれる。

２５ 短時間労働者均衡処遇推進助 本事業は、パートタイム労働者と正社員との均衡処遇への取組 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
成金事業 に意欲を持ちながらも資金的な制約により均衡処遇に向けた具体 （概算要求額： 百万円）1,241
（６－２－Ⅰ） 的な取組に踏み込めない事業主及び事業主団体に対して必要な財

政的支援を行うことによって、それぞれの企業の状況に応じた取
組を促すものである。本事業の実施により、パートタイム労働者
の均衡処遇が進み、短時間就業を希望する若年者、女性や高齢者
の就業可能性、経済的自立性を高め、社会の支え手を増やす効果
が期待できる。また、短時間就業の環境をよくすることで、仕事
と育児の両立可能性を向上させ、少子化を抑え、社会の活力を増
強する効果が期待できる。

２６ 育児・介護雇用安定等助成金 本事業は、企業規模が３００人未満の企業における職場風土の 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
（両立支援レベルアップ助成 改善を図ることを目的として 育児・介護雇用安定等助成金 両 （概算要求額： 百万円（新規拡充部分 ）、「 （ ）150
金） 立支援レベルアップ助成金 において 職場風土改善コース 仮）」 、「 （
（６－３－Ⅰ） 称 」を創設し、職場風土改善に計画的に取り組み、育児休業制）

度等を取得しやすい環境整備を行う事業主を支援することによ
り、労働者が仕事と家庭を両立して働き続けられる職場環境整備
を図るものである。本事業の実施により、 中小企業において、
育児休業等の両立支援制度の利用が促進され、労働者の職業生活
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と家庭生活の両立がしやすい職場環境が整備されることが見込ま
れる。

２７ 育児・介護雇用安定等助成金 本事業は、全国の都道府県労働局において、労働者の育児休業 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
の拡充（育児休業取得の促進 取得期間中に、事業主が独自に一定期間以上の経済的支援を行っ （概算要求額： 百万円）1,170
に係る支援の創設） た場合に、その取組を助成するものである。
（６－３－Ⅰ） 本事業の実施により、育児休業を所得しやすい雰囲気の醸成及

び育児休業取得に伴う収入減の問題の解消を通じて労働者の育児
休業の取得が促進されることにより、我が国の少子化に歯止めを
かける効果及び妊娠、出産、育児に伴う離職率を低下させ、労働
者の雇用を安定させる効果が見込まれる。

２８ 養育費相談・支援センター事 本事業は、夜間・休日を含め利用しやすく、簡易・迅速な養育 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
業 費取り決め調整を行う養育費相談・支援センター（仮称）を設置 （概算要求額： 百万円）152
（６－８－Ⅰ） し、家事調停制度や強制執行制度等の活用のサポート機能を強化

すること等により、養育費の取り決め率、受給率の大幅増を図る
ものである。本事業の実施により、母子家庭等の養育費に関する
取り決め率及び受給率が増加し、母子家庭等の自立を促進する効
果が期待される。

２９ 要保護世帯向け長期生活支援 本事業は、一定の居住用不動産を所有する高齢者世帯（既に保 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
資金貸付制度（セーフティネ 護を受給している世帯を含む ）であって、本貸付制度を利用す （概算要求額： 百万円）。 20,000
ット支援対策等事業費補助 ることにより生活保護制度の適用に至らない世帯の者に対し、当
金） 該不動産を担保に生活資金の貸付を行うものである。本貸付制度 ※ 上記金額はセーフティネット支援対策等事業費
（７－１－Ⅰ） の利用が拡大することにより、扶養義務を果たさない者に対する 補助金の額であり 「要保護世帯向け長期生活支援、

不動産相続が防止され、社会的不公平の是正に資するとともに、 資金貸付制度 （新規事業）に関する額は上記金額」
生活保護制度の適用に優先して、自助努力としての資産の活用が の内数。
図られ、生活保護費の抑制に資することが見込まれる。

３０ 工賃倍増計画支援事業費補助 障害福祉サービスを提供する事業所における障害者の工賃の水 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
金 準は低く、障害者が自立して生活するためには、工賃を引き上げ （概算要求額： 百万円）500
（８－１－Ⅰ） る必要がある。本事業は、都道府県ごとに工賃の倍増を図るため

（ ） 、の具体的な方策等を定めた５か年計画 工賃倍増計画 を策定し
同計画に基づき都道府県が実施する事業に対して、平成２１年度

、 。 、までの３年間 国が補助を行うものである 本事業の実施により
現行工賃水準の倍増に向けた取組が成果を上げることで、各地域
において自立した地域生活を送ることができる障害者が増加する
ものと見込まれるとともに、今後の福祉施設における施設経営の
改善につながるものである。

３１ 発達障害者支援開発事業 本事業は、発達障害者支援についての先駆的な取組を通じて支 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
（８－２－Ⅰ） 援の在り方について整理を行い、発達障害児（者）等への有効な （概算要求額： 百万円）577

支援手法を開発・確立するものである（発達障害児（者）等に対
する支援方策を地方公共団体（全20箇所）において、モデル事業
として実施し、それを評価・分析 。本事業の実施により、発達）

（ ） 、障害児 者 等に関する新たな施策の検討に必要な知見が得られ
かつ、都道府県・市町村等における発達障害児（者）等の支援手
法等のモデルを示すことが可能となる。その結果、発達障害児
（者）の乳幼児期から成人期までの各ライフステージに対応する

、 。一貫した支援手法等が 全国的に確立していくことが見込まれる

３２ がん検診実施体制強化モデル 本事業は、がんの早期発見・早期治療に向けた効果的な手法に 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
事業 ついて評価・検討するために、特定の市町村をモデル市町村とし （概算要求額： 百万円）185
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（９－３－Ⅰ） て選定し、がん検診受診後のフォローアップ等の精度管理に係る
事業に対し、国が補助を行うものである。がん検診受診後のフォ
ローアップ等の精度管理に係る事業をモデル市町村において適切
に実施することにより、精検受診率や精密検査の精度が向上し、
当該市町村におけるがんに起因する死亡数の減少が期待される。
当該市町村における取組は、全国展開のモデルとなりうる。

３３ マンモグラフィ検診従事者研 マンモグラフィ検診に従事する読影医師、撮影技師を養成する 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
修事業 ための研修事業に対して、国が補助を行うものである。本事業に （概算要求額： 百万円）157
（９－３－Ⅰ） より、マンモグラフィ検診に従事する読影医師、撮影技師の養成

数の増加及び資質の向上が図られ、マンモグラフィ検診の機会が
増加し、かつ、その精度が向上することで、乳がん検診の受診者

、 、 、数・受診率が増加し 乳がんの早期発見 早期治療が可能となり
乳がんに起因する死亡数の減少が見込まれる。

３４ 要介護認定適正化事業 本事業は、要介護認定に関して課題を有する市町村（保険者） 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
（９－４－Ⅰ） に対し技術的助言を行う「認定適正化専門員 （仮称）を認定調 （概算要求額： 百万円）」 202

査及び介護認定審査会の運営現場へ派遣することにより、全国一
律の基準の基づく客観的かつ公平・公正な審査判定を徹底し、要
介護認定の適正化を推進するものである。介護保険制度における
要介護認定は、給付の前提となるものであり、本事業の実施によ
り、全国一律の基準に基づく客観的かつ公平・公正な審査判定を
徹底し、要介護認定の適正化を推進することで、給付費の増加が
みられる現状においても、制度の信頼性を高めつつ、その持続可
能性を担保することが可能となる。

３５ 認知症対策等総合支援事業 本事業のうち、新規の事業である認知症地域資源ネットワーク 平成 年度予算概算要求を行った。 ○ －19
（９－４－Ⅱ） 構築事業、認知症対策推進会議運営事業及び認知症対応サービス （概算要求額： 百万円（新規拡充部分 ）769 ）

の質向上推進モデル事業については、認知症の方々を地域で支え
るため、認知症ケアの人材育成や正しい理解の普及を推進すると
ともに、地域包括支援センターを中心として、認知症関連の地域
資源のネットワーク化を推進するものである。本事業を推進して
いくことにより、認知症になっても安心して暮らすことのできる
地域づくりが図られるものである。

※ 新規事業に関する事業評価書（事前評価）については、平成１８年８月３１日付けで総務省あて送付している。
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＜個別公共事業に関する事業評価（事前評価）＞

事 業 名 政策評価の結果の概要 政策評価の結果の政策への反映状況

簡易水道等施設整備事業 必要性、効率性、有効性等の観点から総合的に評価するとと 地区を採択する。10
もに、費用対効果分析を行った。

評価の対象としたすべての事業において、必要性、効率性、
水道水源開発等施設整備事業 有効性等が認められるとともに、水道法及び事業実施要綱等で 地区を採択する。15

定められている事業採択の実施条件を満たしている。

計 地区を採択する。25

※ 個別公共事業に関する事業評価書（事前評価）については、平成１８年４月２６日付けで総務省あて送付している。
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＜研究事業に関する事業評価（事前評価）＞

事 業 名 政策評価の結果の概要 政策評価の結果の政策への反映状況

厚生労働科学研究費補助金による研究事 必要性 効率性 有効性等の観点から総合的に評価を行った 事業につき、平成 年度予算概算要求を行った。、 、 。 37 19
業 評価の対象としたすべての事業において、必要性、効率性、

有効性等が認められるとともに 「平成１９年度の科学技術に、
がん研究助成金 関する予算等の資源配分方針 （平成１８年６月１４日総合科 平成 年度予算概算要求を行った。」 19

） 。学技術会議決定 等で示されている評価の観点を満たしている
基礎研究推進事業費 平成 年度予算概算要求を行った。19

計 件につき、平成 年度予算概算要求を行った。39 19

※ 研究事業に関する事業評価書（事前評価）については、平成１８年８月３１日付けで総務省あて送付している。
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○事後評価の結果の政策への反映状況

＜実績評価（事後評価）＞

反映状況分類欄、機構・定員要求への反映欄の記号については、以下の通り。

〔反映状況分類〕
評価結果の平成１９度予算概算要求等への反映状況を以下のとおり分類した。

① 施策目標の終了・廃止を検討
② 施策目標内の一部の政策の縮小等の見直し（廃止、縮小、実施方法の改善）を検討した上で、引き続き実施
③ 引き続き実施
④ 施策目標内の一部の政策の拡充等の見直し（新規要求、拡充要求）を検討した上で、引き続き実施

〔機構・定員要求への反映〕
評価結果を踏まえ、機構・定員要求への反映を行った場合には「○」を、そうでない場合には「－」を付した。

政策評価の結果の政策への反映状況
施策目標 政策評価の結果の概要

機構・定員評価結果の平成 年度予算 反映状況19
要求への反映概算要求等への反映状況 分 類

１－１－Ⅳ 医療の質を向上させるた 医療法に基づく立入検査を毎年実施し、また、立入検査の 【概要】 ③ －
めに医療法に基づく基準を遵守させ 際、医療事故防止対策の取組強化が図られるよう都道府県等 評価結果を踏まえ、立入検査を引き続き実施するこ
ること に対して技術的助言を行っている。 とで、安全な医療の提供を推進するため、予算を継続

さらに、各都道府県と厚生労働省とが合同で実施する特定 して要求することとした。
機能病院の立入検査については、実施率が ％となってお100
り、安全管理のための体制確保について指導が徹底され、医 【具体例】
療の安全性を高めている。 （継続）

これらの取組を通じて、施策目標の達成に向けて進展があ ・医療施設指導等経費
ったものと評価できる。 平成 年度予算概算要求額 千円19 9,447

平成 年度予算額 千円18 9,447

１－４－Ⅰ 政策医療を着実に実施す 国立病院機構との全国的なネットワークを通じた政策医療 【概要】 ③ －
ること の着実な実施、研修会等を通じた地域の医療従事者の質の向 評価結果を踏まえ、引き続き政策医療を着実に実施

上及び政策医療の地域への普及、研究機能の重点的な整備等 するために予算を継続して要求することとした。
が効率的かつ効果的に図られ、平成 年度については、施策17
目標をほぼ達成したものと評価できる。 【具体例】

（継続）
・大型研究費

平成 年度予算概算要求額 百万円19 4,144
平成 年度予算額 百万円18 4,144

１－５－Ⅰ 結核等感染症の発生・ま 一部の感染症を除き、感染症については減少傾向にあり、 【概要】 ③ －
ん延の防止を図ること 適切な医療を提供するための指定感染症医療機関については 今後も当該施策を適切に実施するため、必要な予算

着実に増加している。 の確保に努めることとした。
また、予防接種については、研修会の開催等により予防接

種従事者の資質も向上しており、必要な医療体制等も着実に 【具体例】
確保されてきている。 （継続）

しかしながら、一部の増加傾向にある感染症、あるいは同 ・啓発普及事業
様の数値で推移している感染症を減少させるため、引き続き 平成 年度予算概算要求額 百万円19 13
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所要の施策を推進していく必要がある。 平成 年度予算額 百万円18 15

・予防接種従事者研究事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 7
平成 年度予算額 百万円18 8

１－５－Ⅱ 治療方法が確立ていない 難病医療拠点病院・協力病院は年々着実に増加し、また、 【概要】 ③ －
特殊の疾病等の予防・治療等を充実 難病情報センターへのアクセス件数についても、最近４カ年 評価結果を踏まえ、引き続き、難病医療拠点・協力
すること で約３倍に増加していることから、難病患者に対する受診機 病院の増加及び難病情報センターの機能充実を図るこ

会の増加及び国民への情報提供は効果的に行われており、施 ととした。また、難治性疾患に関する調査・研究の推
策目標は着実に実施されている。 進により治療法等の確立と普及を図るとともに、難病

しかしながら、難病患者は毎年増加・高齢化しており、難 相談・支援センター事業の充実により地域における難
病患者等の療養上の悩みや不安に適確に対応するため、引き 病患者の生活支援等の推進を図ることとした。
続き所要の施策を推進していく必要がある。

【具体例】
（継続）
・特定疾患治療研究事業

平成 年度予算概算要求額 百万円19 29,785
平成 年度予算額 百万円18 23,941

・難治性疾患克服研究事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 2,572
平成 年度予算額 百万円18 2,398

・難病相談・支援センター事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 259
平成 年度予算額 百万円18 181

１－５－Ⅲ ハンセン病対策の充実を ハンセン病対策の充実については、補償金の支給事務の迅 【概要】 ③ －
図ること 速化、資料館の拡充等の点において、概ね施策目標を達成し 政策評価の結果を踏まえ、ハンセン病に対する正し

ているものと評価できる。 い知識の普及啓発の一層の充実を図ることとした。
今後は、関係団体等との協議を踏まえつつ、普及啓発事業

を中心に必要な措置を講じていく。 【具体例】
（継続）
・ハンセン病補償金の支給事業

平成 年度予算概算要求額 百万円19 584
平成 年度予算額 百万円18 342

・中学生向けパンフレット作成費
平成 年度予算概算要求額 百万円19 28
平成 年度予算額 百万円18 28

・ハンセン病資料館を活用した普及啓発事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 252
平成 年度予算額 百万円18 179

１－５－Ⅳ エイズの発生・まん延の エイズ発生・まん延防止のための取組として、情報提供、 【概要】 ③ －
防止を図ること 知識の普及啓発、検査・相談体制の整備等の各種取組を推進 評価結果を踏まえ、ＨＩＶ・エイズに係る正しい知

し、着実に効果を上げてきた 識の普及啓発や保健所等おける検査・相談体制等の一
ところであり、感染の爆発的な拡大は防止することができて 層の充実を図ることとした。
いる。

その一方、ＨＩＶ感染者・エイズ患者の報告数が依然とし 【具体例】
て増加していることに鑑み、感染予防に向けた青少年及び同 （継続）
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性愛者等の特に重点的に対策を講ずべき層に対し 引き続き ・世界エイズデー啓発普及事業、 、
適切な予防教育及び普及啓発の実施を図ることが重要である 平成 年度予算概算要求額 百万円。 19 37

平成 年度予算額 百万円18 37

・同性愛者等予防啓発事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 23
平成 年度予算額 百万円18 12

・青少年エイズ対策事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 11
平成 年度予算額 百万円18 11

１－５－Ⅴ 適正な臓器移植の推進等 臓器移植については、臓器提供意思表示カード・シールの 【概要】 ③ －
を図ること 配布枚数が平成 年９月に累積配布枚数が１億枚を突破した 引き続き現行の施策を実施するとともに、臓器移植17

ことを機に、デザインの更新や２枚キャンペーンといった新 ・造血幹細胞移植の普及について運用上の課題に対応
たな取組が開始されており、また、造血幹細胞移植について することなどにより、国民の移植医療に対する信頼を
は、新 確保しながら、普及の一層の充実を図ることとした。
規骨髄提供希望登録者数及び保存さい帯血公開個数が増加し
ていることから、普及に一定の効果があったと認められる。 【具体例】

今後とも、引き続き現行の普及啓発活動を推進し、国民の （継続）
移植医療に対する信頼の確保と移植医療の普及に努めること ・臓器移植対策事業費
が必要である。 平成 年度予算概算要求額 百万円19 555

平成 年度予算額 百万円18 521

・骨髄移植対策事業費
平成 年度予算概算要求額 百万円19 533
平成 年度予算額 百万円18 485

・骨髄データバンク登録費
平成 年度予算概算要求額 百万円19 731
平成 年度予算額 百万円18 678

・さい帯血移植対策事業費
平成 年度予算概算要求額 百万円19 631
平成 年度予算額 百万円18 625

１－５－Ⅵ 原子爆弾被爆者等を援護 原爆症の認定については、平成１７年度は前年度と比較し 【概要】 ③ －
すること て認定処理件数が 件に増える一方で 平均処理期間は 引き続き本施策を実施することとした。230 222、

日と短縮されており、また、健康診断受診率は約 割という8
高水準を維持していることから、原子爆弾被爆者の援護に効 【具体例】
果があったと評価できる。 （継続）

今後も引き続き現行の施策を推進し、原子爆弾被爆者の援 ・疾病・障害認定審査会に必要な経費（うち原爆分）
護に努めていくことが必要と考えられる。 平成 年度予算概算要求額 千円19 2,743

平成 年度予算額 千円18 2,969

・原爆障害対策費
平成 年度予算概算要求額 百万円18 150,831
平成 年度予算額 百万円19 152,327

１－６－Ⅰ 有効性・安全性の高い新 独立行政法人医薬品医療機器総合機構の職員に対する研修 【概要】 ④ －
医薬品・医療機器の迅速な承認手続 等により、審査体制の充実・強化、効率化が図られている。 今後も当該施策を適切に実施するため、必要な予算
を進めること また、優先審査適用品目として選定されたものについては、 の確保に努めることとした （当該施策は、新医薬品。

すべて優先的に迅速な承認審査が行われた。さらに新医薬品 ・医療機器の優先審査を進めること、標準的事務処理
については、承認審査事務がおおむね標準事務処理期間内で 期間内に処理すること、リスクの低いものについて基
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処理されているなど、医薬品等の医療現場への早期提供等に 準を定めて策定する第三者認証制度等の対象とするこ
貢献している。 とを目的としており、これらに必要と考えられる審査

19なお、審査体制については、必ずしも十分な要員が確保さ 体制の強化 審査要員の拡充等 については 平成（ ） 、
れたとはいえないことから、引き続き、審査担当者の確保に 年度においても引き続き行う予定である 。。）
努める等、審査体制の強化を図ることが重要である。

また 第三者認証制度の活用の推進による効率化等により 【具体例】、 、
施策目標の達成に向けた取組が重要である。 （新規要求）

・治験実施状況調査事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 59

・一般用医薬品リスク評価対策費
平成 年度予算概算要求額 百万円19 15

・東アジア医薬品規制調査対策費
平成 年度予算概算要求額 百万円19 6

１－６－Ⅱ 医薬品・医療機器の品質 製造所 薬局等への立入検査及び不良品の回収については 【概要】 ③ －、 、
確保の徹底を図るとともに、医薬品 平成１７年度においても一定の実績を上げており、医薬品・ 評価結果を踏まえ、今後も医薬品等の品質、安全性
等の情報提供に努めること 医療機器の品質確保の推進に寄与していると評価できる。 を確保るため、必要な予算を要求することとした。

また、医薬品等の安全性確保に向け、医薬品等の情報提供
の重要性が増大していることから、的確な伝達手段として、 【具体例】
インターネットを介し、迅速かつ効率的に国民、医療関係者 （継続）
等に情報提供を実施することができた。 ・消費者・医療関係者情報提供業務経費

平成 年度予算概算要求額 百万円19 67
平成 年度予算額 百万円18 68

・医薬品等安全性情報提供費
平成 年度予算概算要求 百万円19 21
平成 年度予算額 百万円18 21

・医薬品等監視指導費
平成 年度予算概算要求額 百万円19 10
平成 年度予算額 百万円18 8

１－６－Ⅲ 医薬分業を推進すること 平成１６年度における医薬分業率が、前年度に比べ全国平 【概要】 ④ －
均で２．２％上昇していることから、医薬分業が着実に推進 評価結果を踏まえ、医薬分業の一層の推進を図るた
されていると評価することができる。 め、地域の実情に即したモデルとなる分業計画等を策

なお、地域単位での医薬分業については、平成１９年度以 定することとした。
降に調査実施予定の、地域ごとの医薬分業に係る計画の整備
率等も踏まえつつ、地域格差が是正されるよう適切な対応を 【具体例】
行っていく予定である。 （新規要求）

・医薬分業計画等策定事業
平成 年度予算概算要求 百万円19 12

（継続）
・医薬分業啓発普及

平成 年度予算概算要求額 百万円19 4.7
平成 年度予算額 百万円18 4.7

・医薬分業推進指導者講習会
平成 年度予算概算要求額 百万円19 0.4
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平成 年度予算額 百万円18 0.4

１－７－Ⅰ 血液製剤の国内自給の推 計画的な原料血漿の確保、血液製剤の適正使用の推進等に 【概要】 ③ －
進を図ること より、献血血液による血液製剤の国内自給率は向上している 評価結果を踏まえ、引き続き血液製剤の国内自給の

が、多くの血漿分画製剤について未だ相当量を輸入に依存し 推進をすることとし、効果的な献血推進方策を実施す
ている。そのため、今後とも、血液製剤の中長期的な需給見 るために継続して予算を要求することとした。
通しに基づき、関係機関の協力を得て原料血漿の計画的な確
保を図るとともに、一層の適正使用を進めること等により、 【具体例】
国内自給を推進することとしている。 （継続）

・献血受入確保施設設備整備
平成19年度予算概算要求額 240百万円
平成18年度予算額 240百万円

・献血構造改革推進事業
平成19年度予算概算要求額 96百万円
平成18年度予算額 64百万円

・血漿分画製剤製造・供給体制等対策事業
平成19年度予算概算要求額 2百万円
平成18年度予算額 2百万円

１－７－Ⅱ 血液製剤の使用適正化を 血液製剤使用状況調査の結果を踏まえた使用指針を策定す 【概要】 ③ －
推進すること るとともに 血液製剤の適正使用の推進に係る先進的事例 例 評価結果を踏まえ、引き続き血液製剤の使用状況調、 （

えば、複数の医療機関の関係者から構成される合同輸血療法 査を実施するとともに、先進的取組についての調査研
委員会において、各医療機関における血液製剤の使用実態等 究を行い、一層の使用適正化を推進することとし、継
の比較評価や各医療機関における課題の検討等を実施するこ 続して予算を要求することとした。

、 ） 、とにより 適正使用の一層の推進が図られた事例 を調査し
これに基づき具体的強化方策を都道府県へ提示する等、適正 【具体例】
使用の取組について指導することより、血液製剤の適正使用 （継続）
は進んできており、血液製剤の国内自給率は上昇傾向にある ・血液製剤使用状況等調査事業
（実績評価書１-７-Ⅰ参照）ことから、施策目標の達成に向 平成19年度予算概算要求額 17百万円
けて進展があったと評価できる。 平成18年度予算額 17百万円

・血液製剤使用適正化方策調査研究事業
平成19年度予算概算要求額 8百万円
平成18年度予算額 8百万円

１－７－Ⅲ 血液製剤の安全性の向上 血液製剤の安全性確保のため、血液型検査、抗原・抗体検 【概要】 ③ －
を図ること 査、生化学検査及び核酸増幅検査を実施し、輸血による感染 評価結果を踏まえ、引き続き血液製剤のより一層の

の可能性は大幅に減少した。 安全の向上及び安定供給の確保を図る観点から、健康
また、採血事業者、製造業者等による血液製剤の安全性の な献血者の確保を図るための取組を行うため、継続し

向上についてより一層の充実が図られるとともに、医療機関 て予算を要求することとした。
についても、血液製剤の適正使用の推進及び安全管理に必要
な体制整備が図られていることから、施策目標の達成に向け 【具体例】
て進展があったものと評価できる。 （継続）

・献血者健康増進事業
平成19年度予算概算要求額 270百万円
平成18年度予算額 274百万円

・複数回献血協力者確保事業
平成19年度予算概算要求額 73百万円
平成18年度予算額 73百万円
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・問診技術向上研修事業
平成19年度予算概算要求額 3百万円
平成18年度予算額 3百万円

１－８－Ⅰ 希少疾病ワクチン・抗毒 ワクチン・抗毒素の国家買上げ及び備蓄並びに、インフル 【概要】 ④ －
素及びインフルエンザワクチンの安 エンザワクチンの需給調査及び需要予測については、施策目 評価結果を踏まえ、
定供給を図ること 標達成のための手段として機能している。 １．希少疾病に対するワクチン・抗毒素の安定供給を

新型インフルエンザワクチン製造株の作製については、今 確保するための買上経費
後も行う必要がある。 ２．インフルエンザワクチンの需要調査及び需要予測

また、作製した株については、免疫や接種方法の観点から について検討するインフルエンザワクチン需要検討
検討を行い、その結果を今後のワクチン作製に反映させる等 会の開催経費
の取組を実施しているところである。 ３．新型インフルエンザワクチン製造株の開発、製造

及び検査に係る経費
を継続して要求することとした。

、 、また 新型インフルエンザワクチンを生産するため
組織培養を用いた技術的な手法により生産する技術基
盤の整備に係る経費を新規で要求することとした。

【具体例】
（新規要求）
・新型インフルエンザワクチン新生産技術振興基盤

整備事業
平成19年度予算概算要求額 22百万円

（継続）
・重要医薬品供給確保事業

平成19年度予算概算要求額 764百万円
平成18年度予算額 756百万円

・ワクチン安定供給確保対策事業
平成19年度予算概算要求額 18百万円
平成18年度予算額 19百万円

１－９－Ⅰ 医薬品・医療機器の製造 （独）医薬基盤研究所の設立による研究開発の支援、大規 【概要】 ②・④ －
業や販売業等の振興を図ること 模治験ネットワークの構築による治験環境の充実など、医薬 評価結果を踏まえ、治験環境整備に係る予算の新規

品・医療機器産業ビジョンに盛り込まれた政府の支援策であ 要求、医薬品等産業振興費の拡充などを行った。
るアクション・プランの成果が上がっている部分があり、産
業界の関係者を参集して開催した懇談会の場においても、同 【具体例】
プランの進捗状況について、全般的に一定の評価を受けてい （縮小）
ることから 施策目標の達成に向けて進展しているといえる ・医療機器政策推進費、 。

しかし、医薬品・医療機器産業において、国際的に魅力の 平成 年度予算概算要求額 百万円19 2.7
ある治験環境の充実が完全には実現されていないなど、一部 平成 年度予算額 百万円18 3.8
において施策目標が十分に達成されていないという指摘もあ
ることから、今後とも現行施策を推進し、施策目標の達成に （拡充要求）
向けた取組みを講じる必要がある。 ・医薬品等産業振興費

平成 年度予算概算要求額 百万円19 85
平成 年度予算額 百万円18 77

（新規要求）
・治験拠点病院活性化事業費

平成 年度予算概算要求額 百万円19 1,000

１－９－Ⅱ 医薬品・医療機器の流通 不公正な競争の事案数については、実質的には低い件数で 【概要】 ④ ○
改善を図ること 推移しているといえる。 評価結果を踏まえ、長期にわたる取引価格の未妥結
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医薬品のコード標準化においては、コード標準化検討委員 ・仮納入に関して、その是正を図るため、医療機関・
会において、特定生物由来製品のトレーサビリティーを可能 薬局と卸売事業者に改善指導を行うための経費を要求
とするコード体系が了承されたことから、施策目標の達成に することとした。
向けて進展があったものといえる。

医療機器のコード標準化においては、ＪＡＮコード取得率 【具体例】
やデータベース登録率の向上が図られてきており、施策目標 （新規要求）
の達成に向けて進展があったものといえる。 ・未妥結・仮納入対策事業

未妥結・仮納入の問題については、平成１８年３月 「医薬 平成 年度予算概算要求額 百万円、 19 2.8
品に係る取引価格の未妥結及び仮納入の是正について」を関
係各団体等に通知。今後、価格妥結状況の調査を定期的に行
い、薬価調査の信頼を損ねると考えられる場合には改善指導
を行うものである。今後は、特に医療機関等に対する改善指
導の件数や妥結率の推移等についても注視していく必要があ
る。

また、医薬品等の流通業界に対する情報収集や情報発信を
引き続き行っていく必要がある。

１－９－Ⅲ バイオ技術、ナノ技術等 の養成等の臨床研究の推進に向けた基盤整備事業等の 【概要】 ③ －CRC
の先端技術を活用し、画期的な医薬 実施により、画期的医薬品等の実用化に向けた取組が進むと 評価結果を踏まえ、バイオ技術、ナノ技術等の先端
品、医療機器等の研究開発を推進す ともに、ゲノム関連研究等のライフサイエンス分野の研究開 技術を活用し、画期的な医薬品、医療用具等の研究開
ること 発へ効率的に資源配分がなされており、その結果、治験届提 発を推進するために、予算を継続して要求することと

出数は平成 年以降増加傾向にある。 した。13
また、ＣＲＣ養成のための研修や、治験推進協議会及び研

修会等の取組を進めた結果、臨床研究の推進に向けた基盤整 【具体例】
備が進み、総合機構の立ち上げという特殊要因があった平成 （継続）
１６年度以外は新医薬品・医療機器の承認取得件数について ・独立行政法人医薬基盤研究所運営費交付金事業
も高い水準が維持されていることから、施策目標の達成に向 平成 年度予算概算要求額 百万円19 8,968

(運営費交付金予算要求額 百万円の内数)けて進展があったものと評価できる。 11,333
平成 年度予算額 百万円18 8,986

(運営費交付金予算額 百万円の内数)11,443

１－９－Ⅳ 患者数が少なく、研究開 稀少疾患患者や小児等を対象とした医薬品・医療機器の開 【概要】 ④ －
発が進みにくい稀少疾病用新薬や成 発については、企業の自主的努力だけでは進まないという問 評価結果を踏まえ、現状の施策を強化・充実するこ
人に比較して適用薬剤が少ない小児 題があり、国が支援を行うことは不可欠である。このような とにより、研究開発を一層推進するため、拡充要求を
・未熟児に適した剤型等の研究開発 中で希少疾病用医薬品研究開発補助等の施策により、実際に 行うこととした。
を推進すること 希少疾病用医薬品・医療機器の承認取得数は平成 年度にお17

いて増加しており、患者の生命を救うことや の向上に 【具体例】QOL
一定の貢献があることから、施策目標の達成に向け進展があ （拡充要求）
った。 ・臨床試験推進研究費（厚生労働科学研究費）

平成 年度予算概算要求額 百万円19 1 ,081
平成 年度予算額 百万円18 159

（継続）
・独立行政法人医薬基盤研究所運営費交付金事業

平成 年度予算概算要求額 百万円19 8,968
(運営費交付金予算要求額 百万円のうち数)11,333

平成 年度予算額 百万円18 8,986
(運営費交付金予算額 百万円のうち数)11,443

１－１０－Ⅰ 患者の多様なニーズや 近年、医療と密接に関連した民間事業者のサービスの活用 【概要】 ② －
医療機関経営上のニーズに対応した については、その事業者数も毎年増加していることから、事 評価結果を踏まえ、医療関連サービス事業等に係る
医療関連サービスの適切な提供を促 業者間の競争を通じて多様な医療関連サービスが効率的に提 予算要求の縮小を図ることとした。
進すること 供されていると考えられ、また、各種業務委託を行っている

施設数も例年増加していることから、施策目標の達成に向け 【具体例】
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て進展があったと評価できる。 （縮小）
さらに、滅菌消毒専門部会において、滅菌消毒業務の委託 ・医療関連サービス対策費

に関する報告書が取りまとめられ、本報告書を踏まえ、省令 平成 年度予算概算要求額 百万円19 3.7
及び医政局長通知等の改正を行い、安全で安心なサービスの 平成 年度予算額 百万円18 3.9
提供を図るための必要な措置を講じたところである。

今後とも、医療機関や患者のニーズの多様化等に対応しつ
つ、医療機関が医療関連サービスを安心して委託できるよう
な基準作りなどを行うために、医療関係サービス事業者に対
する情報収集や情報発信に引き続き取り組む必要がある。

１－１２－Ⅰ 地域住民の健康の保持 地域住民に身近な保健サービスを提供するため、市町村保 【概要】 ④ －
・増進及び地域住民が安心して暮ら 健センターの整備が進められるとともに、地域保健従事者の 多様化する健康危機事例への的確な対応や、新たに
せる保健医療体制の確保を図ること 人材の育成・確保についても、保健師未設置又は１人設置市 対応すべき課題等の研修を実施するとともに、有事

町村数は年々減少し、また、研修も毎年１６０人程度の受講 に備えた効果的な訓練等の実施を推進するための必
実績があるなど、地域における保健活動の基盤整備が図られ 要な技術的支援を行い、地域における健康危機管理
ている。 体制の強化を図ることとしている。

また、健康危機管理手引き書を作成した自治体は年々増加 さらに、地域住民のニーズに即した市町村保健活動
し、研修受講者数についても年々増加しており、地域におけ を展開し、地域における健康課題を把握し住民の主体
る健康危機管理体制の整備も推進されている。 的な取組の支援に加え、新たな健康課題や増加する虐

よって、地域保健対策の推進は着実かつ適正に実施されて 待等の取組などについて、関係機関との連携を図るな
いると評価できる。 ど、市町村保健活動の提供体制の確保及び強化を図る

こととしている。

【具体例】
（継続）
・健康危機管理体制整備推進費（地域健康危機管理実

地訓練）
平成 年度予算概算要求額 百万円19 6
平成 年度予算額 百万円18 6

・健康危機管理体制整備推進費（健康危機管理保健所
長等研修）
平成 年度予算概算要求額 百万円19 3
平成 年度予算額 百万円18 3

（拡充要求）
・市町村保健活動体制強化費

平成 年度予算概算要求額 百万円19 21
平成 年度予算額 百万円18 13

１－１３－Ⅰ 健康危機が発生した際 健康危機管理調整会議等は、省内における健康危機に関す 【概要】 ③ －
に迅速かつ適切に対応するための体 る迅速な情報交換を図り、緊急の事態に対して的確に対応す 健康危機管理調整会議等については、省内における
制を整備すること ることを目的として設置されたものであり、定期の開催によ 健康危機に関する迅速な情報交換及び緊急の事態に対

り関係部局における情報の共有等を日常的に図るとともに、 する的確な対応を一体的に講じるという重要な役割を
緊急時の開催により一体的・効率的に対応しており、健康危 果たしている現状を踏まえ、引き続き実施することと
機管理業務の円滑な実施のために重要な役割を果たしている した。。
このため、今後とも上記会議等を引き続き実施していく必要
がある。

２－１－Ⅰ 食中毒等食品による衛生 総合衛生管理製造過程の承認取得率の向上、 検査の着 【概要】 ③ －BSE
上の危害の発生を減らし、食品の安 実な実施など、食品の安全性の確保に関し、着実に成果を上 食品の種類や食品製造加工施設の規模等に応じた、
全性の確保を図ること げており、実績目標も概ね達成されており、施策目標の達成 効率的・効果的な衛生管理手法を検討し、新たに我が
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に向け大きな進展があったものと評価できる。 国に最適な食品衛生管理の体制の整備を図るととも
なお、全体としてみれば、改善の方向に向かっている一方 に、大規模・広域食中毒対策や大量調理施設における

で、大量調理施設を原因とする食中毒の増加や大量調理施設 衛生管理手法の導入の推進などの個別課題について
における高度な衛生管理手法の導入の推進などについては、 は、一定の成果を上げていることから、継続して各施
一層の対策強化が必要であると考えられる。また、総合衛生 策に取り組むこととした。また、 対策についてBSE
管理製造過程について、業種によっては承認取得率が停滞し も、これまでの実績を踏まえ継続して取り組むことと
ており 個別の取得率向上に向けた取組が必要と考えられる した。、 。

【具体例】
（継続）
・ 対策費BSE

平成 年度予算概算要求額 百万円19 68
平成 年度予算額 百万円18 69

・食品等安全対策費
平成 年度予算概算要求額 百万円19 10
平成 年度予算額 百万円18 10

・食品高度衛生管理方式適正推進費
平成 年度予算概算要求額 百万円19 7
平成 年度予算額 百万円18 7

・食品衛生管理高度化検討費
平成 年度予算概算要求額 百万円19 5
平成 年度予算概算要求額 百万円18 5

（実施方法の改善）
大量調理施設における食中毒事件数の減少、総合衛

生管理製造過程の承認取得率の向上、ＢＳＥ検査の着
実な実施など、食品の安全性の確保に関し着実に成果
を上げていることから、現在の政策方針を継続すると
ともに、より一層我が国に適する食品衛生管理体制の
検討を図ることとする。

２－１－Ⅱ 国民の健康を守るため、 モニタリング検査の達成率については着実に上がっており 【概要】 ④ －、
輸入食品の安全性の確保を図ること また、モニタリング検査を通じて、輸入者に対する指導を効 年度毎に策定される輸入食品監視指導計画に基づき

果的に行っている。 実施される輸入食品等のモニタリング検査は、過去の
遺伝子組換え食品の新たな国際食品の規格等についても、 違反状況、届出件数、届出重量等を基に危害度を分析

策定に向けた取組を開始しており、平成１８年７月に行われ し、検査実施必要件数等について年度毎に見直しを実
た第２９回コーデックス総会において新規作業として承認さ 施している。
れるなど、着実に検討が進められているところである。 また、遺伝子組換え食品の安全性に関する国際規格

このように、輸入食品の安全性の確保という施策目標の達 の策定において我が国が中心的な役割を果たすことを
成に向けて進展があったものと評価できる。 目指し 「バイオテクノロジー応用食品の安全性に関、

する国際会議費」を引き続き要求することとした。

【具体例】
（拡充要求）
・輸入食品検査費

平成 年度予算概算要求額 百万円19 1,559
平成 年度予算額 百万円18 1,382

（継続）
・バイオテクノロジー応用食品の安全性に関する国

際会議費
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平成 年度予算概算要求額 百万円19 58
平成 年度予算額 百万円18 58

（実施方法の改善）
輸入食品の安全性確保を図るため、今後とも過去の

違反状況、届出件数、届出重量等を基に危害度を分析
し、必要な検査実施件数、検査方法等について検討し
ていく。

２－１－Ⅲ 食品添加物の規格基準や 食品の安全性を確保する観点から、現在、既存添加物 品 【概要】 ④ ○61
残留農薬基準の整備等を通じ、食品 目の新規格案を作成し、既存添加物の規格総数を 品目と 食品の安全性を確保する観点から、既存添加物の規120
の安全性の確保を図ること いう目標を上回る 品目とするため、告示改正に向けた所 格基準を進めていくことは重要であるとの評価を踏ま133

要の作業を進めているところである。 え 「食品添加物規格策定費」を継続要求することと、
農薬の残留規制については、ポジティブリスト制度が平成 した。
年 月 日から施行されているところであり 今後とも 農薬については、平成 年５月に施行されたポジ18 5 29 18、 、

より一層の周知徹底を図るとともに、効率的な試験法整備等 ティブリスト制度について、より一層の周知徹底を図
を継続的に進める必要がある。 るとともに、効率的な試験法整備等を進めるとの評価

を踏まえ、本制度の円滑な運用を推進するため 「農、
薬等ポジティブリスト制度推進事業費」を拡充要求す
ることとした。

【具体例】
（拡充要求）
・農薬等ポジティブリスト制度推進事業費

平成 年度予算概算要求額 百万円19 619
平成 年度予算額 百万円18 480

（継続）
・食品添加物規格策定費

平成 年度予算概算要求額 百万円19 8
平成 年度予算額 百万円18 8

（予算以外への反映）
平成 年度以降の業務量の増加に対応するため 残19 「

留農薬等対策専門官」を定員要求することとした。

（実施方法の改善）
食品の安全性の確保を図るために、今後ともより一

層の既存添加物の規格設定、残留農薬基準の整備等を
行っていく。

２－１－Ⅳ いわゆる健康食品等につ 平成 年度の健康増進法の改正（健康の保持増進効果等に 【概要】 ③ －15
いて、広告・表示の適正化を図り、 係る虚偽誇大広告等を禁止）以降、その適正な運用を図るた 平成 年度に健康の保持増進効果等に係る虚偽誇15
適切な情報の下で消費者がこれを選 めに指導を重ねてきたところであるが、平成 年度において 大広告等を禁止する法改正を行い、これらの適正な運17
択できるようにすること も、健康増進法の規定に基づく勧告を要するような悪質な違 用を図るために事業者に対して行った指導の実績に照

反事例はなく、制度が事業者間に普及し広告等の適正化が図 らすと、健康の保持増進効果について表示の適正化が
られた結果であると考えられる。 図られており、今後も適正化の推進が期待される。

健康被害事例の報告件数については 平成 年度は平成 当該指導事例をもとに、監視指導のノウハウを蓄積、 17 16
、 、 、年度よりも減少しており、広告・表示の適正化を推進する仕 していくとともに パンフレット 事例集等を作成し

組み並びに現実に健康被害が生じてしまった場合の情報収集 事業者への指導のみならず消費者への普及啓発を積極
及び報告体制について実効性を増してきていると考えられる 的に図っていくこととする。。

したがって、平成 年度においても施策目標の推進に向け17
一定の進展があったと評価できる。 【具体例】

（継続）
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・誇大広告等不適正表示監視等指導事業
平成 年度予算概算要求額 ９百万円19
平成 年度予算額 ９百万円18

（実施方法の改善）
引き続き保健機能食品制度の普及啓発に努めるとと

もに、いわゆる健康食品による健康被害対策として、
健康被害事例及び安全性、効果等に関する情報提供を
消費者等に対し行うなど、健康食品による被害の防止
策を講じていくこととする。

２－２－Ⅰ 国民 特に青少年に対し 薬物乱用防止キャラバンカーの学校等への派遣回数は前年 【概要】 ③ －、 、
薬物乱用の危険性を啓発し、薬物乱 度を上回り、また 「ダメ。ゼッタイ 」普及運動等の国民的 引き続き多様な媒体等を活用した薬物乱用防止の広、 。
用を未然に防止すること な啓発運動の実施や多様な媒体を活用した広報啓発活動等に 報を行うことにより 、青少年に対する啓発活動を充、

より、平成１７年の未成年者の大麻事犯による検挙人員が減 実し、薬物乱用の未然防止に取り組んでいくこととし
少し、これまで講じてきた啓発活動に一定の効果がみられた た。
ものと考えられる。 また、違法ドラッグの使用実態を調査することによ

、 。しかしながら、未成年者の覚せい剤事犯における検挙人員 り 今後の乱用防止の啓発活動につなげることとした
が５年ぶりに増加したほか、ＭＤＭＡ等合成麻薬、違法ドラ
ッグなどが青少年を中心に乱用が拡大していることから、今 【具体例】
後とも、青少年に対する啓発活動を一層充実し、薬物乱用の （継続）
未然防止に取り組む必要がある。 ・覚せい剤防止特別対策

平成 年度予算概算要求額 百万円19 124
平成 年度予算額 百万円18 108

・麻薬・覚せい剤乱用防止国民運動事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 19
平成 年度予算額 百万円18 18

・児童保護者啓発事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 18
平成 年度予算額 百万円18 18

２－２－Ⅱ 国内及び水際において、 平成１７年度は、全国で約１２３㎏の覚せい剤の他、過去 【概要】 ④ －
麻薬等の薬物事犯に対する取締りを ４番目となる約８８６㎏の大麻や、過去最高となる約５７万 我が国の薬物乱用状況は依然として深刻な状況にあ
徹底するとともに 違法ドラッグ い ７千錠のＭＤＭＡ等合成麻薬を押収するとともに、約１万６ り、薬物事犯の摘発等に向けた捜査体制等の強化や広、 （
わゆる脱法ドラッグ）対策を進める 千人を検挙している（関係省庁の合計 。厚生労働省は、関係 域化する薬物事犯に迅速に対処することが必要である）
こと 機関との合同捜査等により摘発に積極的に貢献し成果を挙げ ことを踏まえ、機動的、効率的な捜査等を実施するた

ることができたことから、施策目標の達成に向けて進展があ めに必要な整備を行うこととした。
ったものと評価できる。

しかしながら、薬物事犯が深刻な状況であることに変わり 【具体例】
がないことから、今後とも取締体制の充実強化を進めること （新規要求）
が必要である。 ・指定薬物標準品合成及び分析法開発等事業

また、違法ドラッグ対策については、インターネット上の 平成 年度予算概算要求額 百万円19 32
広告に対する警告を４４件実施する等、施策目標の達成に向
け進展があったものと評価できる 今後は 都道府県も含め （拡充要求）。 、 、
引き続き監視・指導体制を充実させ、取締りを強化する必要 ・違法ドラッグ買上・分析等事業
がある。 平成 年度予算概算要求額 百万円19 35

平成 年度予算額 百万円18 32

（継続）
・麻薬取締活動推進費

平成 年度予算概算要求額 百万円19 553
平成 年度予算額 百万円18 541
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２－２－Ⅲ 薬物依存・中毒者の治療 精神保健福祉センターでの薬物相談窓口事業を始めてから 【概要】 ③ －、
と社会復帰を支援すること 過去５年間の覚せい剤事犯における再犯者数の推移をみると 薬物依存・中毒者の社会復帰の支援によって再乱用

減少傾向にあることなどから、施策目標の達成に向けて進展 の防止をするとともに、その家族等への支援の充実す
があったものと評価できる。 ることとした。

、 、しかし 薬物依存・中毒者に対する相談・指導については
多数の相談が寄せられている現状を鑑みると、家庭、地域が 【具体例】
抱える状況が深刻であると類推できるので、相談窓口業務を （継続）
今後とも充実させていくとともに、相談窓口のより一層の周 ・再乱用防止対策事業
知を図る必要がある。また、薬物依存・中毒者の社会復帰に 平成 年度予算概算要求額 百万円19 8
ついては、個人、家族等を支援していく必要もあり、関係機 平成 年度予算額 百万円18 7

。関がこれまで以上に緊密に連携して対処していく必要がある
・覚せい剤等薬物乱用防止推進事業

平成 年度予算概算要求額 百万円19 3
平成 年度予算額 百万円18 3

２－３－Ⅰ 安全で質が高い水道の確 水質基準適合率はここ数年９９．９％以上という高い水準 【概要】 ③ －
保を図ること を維持しており、また、異臭味被害率は平成１４年度を除き 評価結果を踏まえ、異臭味被害、化学物質等による

０．３％程度の水準で推移しており、安全で質が高い水道水 水源汚染等を防止し、より安全で安心して飲用できる
の供給に一定の効果があったと評価できる。今後も引き続き 水道水を供給するため、引き続き高度浄水施設整備事
現行の施策を推進し、安全で質が高い水道水の供給の確保に 業等を推進。
努めることが必要である。

【具体例】
（継続）
・高度浄水施設整備費

平成 年度予算概算要求額 百万円19 11,505
平成 年度予算額 百万円18 8,850

２－３－Ⅱ 災害に強い水道の整備な 広域化の推進による経営基盤の強化、耐震管路延長の増加 【概要】 ④ －
ど水道水の安定供給を図ること 等水道水の安定供給のための基盤整備が進んでいると評価で 評価結果を踏まえ、地震等災害においても国民生活

きる。今後も引き続き現行の施策を推進し、災害に強い水道 に必要な水道水を供給できるよう、配水池や浄水場等
の整備など水道水の安定供給を図ることが必要である。 の耐震補強事業を新たに創設。また、耐震性が非常に

低い石綿セメント管の更新事業について、現行の補助
要件の一部を緩和。

【具体例】
（継続）
・水道広域化施設整備費

平成 年度予算概算要求額 百万円19 24,026
平成 年度予算額 百万円18 24,026

（拡充要求）
・ライフライン機能強化等事業費

平成 年度予算概算要求額 百万円19 12,597
平成 年度予算額 百万円18 6,840

２－３－Ⅲ 未普及地域における水道 水道未普及人口は年々減少しており、水道未普及地域の減 【概要】 ③ －
水の整備を図ること 少に効果があった。今後も引き続き現行の施策を推進し、水 評価結果を踏まえ、安全な水道水をどこでも誰でも

道未普及地域の解消に努めていく必要がある 利用できるよう、引き続き水道未普及地域解消事業を
推進。

【具体例】
（継続）
・簡易水道等施設整備費

平成 年度予算概算要求額 百万円19 33,621
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平成 年度予算額 百万円18 28,896

２－４－Ⅰ 毒物・劇物の適正な管理 立入検査については、過去の立入検査の頻度や違反状況等 【概要】 ③ －
を推進すること も考慮に入れて実施されている。さらに、違反が発見された 立入検査の重要性にかんがみ、毒物・劇物の適正な

施設については、その後改善が行われたことを確認すること 管理を推進するために、都道府県を通じた啓発と、立
で、立入検査による改善効果がさらに高まる。これらにより 入検査を継続し、違反事項を改善指導等を継続してい
事業場等における毒物・劇物の適正な管理の推進に向けて進 くこととした。
展があったといえる。

【具体例】
（継続）
・毒物劇物取締法施行費

平成 年度予算概算要求額 百万円19 12
平成 年度予算額 百万円18 12

２－４－Ⅱ 化学物質の毒性について 平成 年度は既存化学物質の国際安全点検第四次計画の初 【概要】 ③ －17
評価し、適正な管理を推進するため 年度であるが、点検実施数は年間目標数を上回っており、目 実績評価を踏まえ、引き続き化学物質の毒性につい
の規制を実施すること 標を達成している。 て評価し、適正な管理を推進していくこととした。

既存化学物質の監視化学物質への指定については、平成１
７年度は１７物質について第二種監視化学物質への指定の答 【具体例】
申を受けているところであり、１６年度と比較すると少ない （継続）
が、１５年度を上回っている。 ・高生産既存化学物質国際安全性点検実施費

また、経済産業省が過去に実施した試験等により第一種監 平成 年度予算概算要求額 百万円19 329
視化学物質に該当すると既に判明していた物質が、平成１６ 平成 年度予算額 百万円18 329
年度の制度新設の際に一度に指定されたため、平成１６年度
は２２物質と多数の物質が指定されていたところである。平 ・化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律施行
成１７年においては、３物質指定されている。 費

したがって、２つの実績目標を勘案すると総合して達成に 平成 年度予算概算要求額 百万円19 90
向けて進展があったと考えられる。 平成 年度予算額 百万円18 90

２－４－Ⅲ 家庭用品の安全性を確保 マニュアル作成の手引きの策定を進めるとともに、関係団 【概要】 ③ －
すること 体に対する周知を行うことにより、施策目標の進展に向け効 事業者自身の安全確保レベルの向上を支援するた

、 「 」果があった。 め 商品群ごとの 安全確保マニュアル作成の手引き
を策定することは、家庭用品による健康被害の未然防
止対策として有効であるとされたことを踏まえ、今後
も新たに必要な商品群について「安全確保マニュアル
作成の手引き」の策定を継続していくこととした。

【具体例】
（継続）
・家庭用品健康被害防止対策事業費

平成 年度予算概算要求額 百万円19 4
平成 年度予算額 百万円18 4

２－５－Ⅰ 生活衛生関係営業におけ 生活衛生関係営業において、各種施策が一定の実績を上げ 【概要】 ③ －
る衛生水準の確保及び振興を図るこ ており、また、国民の身体に影響を及ぼす可能性がある問題 引き続き現行の施策を推進し、生活衛生水準の確保
と として報告されている事例は軽微なものにとどまっているこ により一層の生活衛生関係営業の振興を図る。

とから、各種施策は生活衛生水準の維持向上及び生活衛生関
係営業の振興を図る上で一定の効果を上げていると考えてい 【具体例】
る。 （継続）

・標準営業約款推進事業費
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平成 年度予算概算要求額 百万円19 2.8
平成 年度予算額 百万円18 2.7

２－５－Ⅱ 建築物衛生の改善及び向 評価指標としている不適合率については、顕著な減少こそ 【概要】 ③ －
上等を図ること 見られないものの、目立った増加はなく低水準で推移してい 引き続き現行の施策を推進し、不適合率の更なる減

る。 少に努め、建築物衛生の改善及び向上等を図る。
不適合が判明した特定建築物については、都道府県等にお

いて個々に指導等を実施することから、建築物衛生の改善及
び向上等を推進していると評価できる。

今後も引き続き状況調査を実施し、建築物衛生の改善及び
向上等に努めていくことが必要とされる。

３－１－Ⅰ 法定労働条件の確保・改 定期監督、申告処理、司法処分等の実施を通じて労働条件 【概要】 ③ －
善を図ること の確保・改善が適切に進められている。しかしながら、依然 評価結果を踏まえ、引き続き法定労働条件の確保・

として賃金不払残業や過重労働等の労働条件上の問題も多く 改善を図ることにした。
存在しているため、今後とも引き続きこれらの問題を解消し
ていく必要がある。

３－１－Ⅱ 年間総実労働時間 事業主等による労働時間短縮に向けた取組を促進するため 【概要】 ④ －1,800
時間の達成・定着 の支援を行うこと等により、年間総実労働時間は前年度と同 施策目標である年間総実労働時間 時間は概ね1,800

様（ 時間）であったものの、所定内労働時間は 時 達成されたところである。一方で、働き方の多様化1,834 1,682
間と前年度と比較して 時間減少しており、目標の達成に向 が進展する中で、労働時間分布の長短二極化が進展3
けて進展があった。 しており、こうした課題に対応するため、労働時間

等の設定を労働者の健康と生活に配慮するとともに
多様な働き方へ対応するための労働時間等設定改善
法が平成 年 月 日より施行されたところであ18 4 1
り、今後は同法に基づき、労使の自主的な取組を通
じた所定外労働の削減や、年次有給休暇の取得促進
等を進めることとする。

３－２－Ⅰ 事業場における安全衛生 労働災害による死亡者数については、平成 年に 人 【概要】 ③ －10 2,000
水準の一層の向上を図ること を割って以降順次減少しつつあり 平成 年は死亡者数 評価結果を踏まえ、引き続き事業場における安全衛、 17 1,514

人へと減少しており、また、第 次災防計画期間中における 生水準の一層の向上を図ることとした。10
労働災害の総件数についても、休業４日以上の死傷者数は平
成 年の 人から平成 年の 人へと減少して 【具体例】16 122,804 17 120,354
いる。このように、これらの計画に基づく労働災害防止対策 （継続）
は一定の効果を上げているところであり、目標の達成に向け ・安全衛生情報センター運営委託費
て進展があった。 平成 年度予算概算要求額 百万円19 562

平成 年度予算額 百万円18 618

・小規模事業場等団体安全衛生活動援助事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 831
平成 年度予算額 百万円18 890

・地域産業保健センターの整備事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 2,409
平成 年度予算額 百万円18 2,460

・小規模事業場産業保健活動支援促進事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 168
平成 年度予算額 百万円18 207
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３－２－Ⅱ 産業安全水準の一層の向 建設業における労働災害による死傷者数については、第 【概要】 ③ －10
上を図ること 次災防計画期間中においても減少傾向にあること、また、同 評価結果を踏まえ、引き続き産業安全水準の一層の

期間の交通労働災害による死亡者数も減少していることから 向上を図ることとした。、
これらの分野における労働災害防止対策は一定の効果を上げ
ている。しかしながら、労働災害による死亡者数は、業種別 【具体例】
では建設業が依然として最も多く全体の約 分の を占めて （継続）3 1
おり、また、事故の起因物別では交通労働災害が最も多く全 ・建設業における総合的労働災害防止対策の推進
体の約 割を占めている状況である。さらに、産業安全対策 平成 年度予算概算要求額 百万円3 19 660
の推進を図るに当たっては、建設業における死亡災害の主な 平成 年度予算額 百万円18 742
原因である墜落災害に対する防止対策を一層推進するなど、
労働災害が多発している分野における労働災害防止対策を推 ・中小地場総合工事業者等における総合的な労働災害
進していくことは適切である。 防止対策の推進

平成 年度予算概算要求額 百万円19 192
平成 年度予算額 百万円18 194

・交通労働災害防止対策推進事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 69
平成 年度予算額 百万円18 69

３－２－Ⅲ 労働衛生対策の推進を図 業務上疾病者数は途中多少の増減はありつつも減少傾向に 【概要】 ③ －
ること あり、これまで着実に講じてきた労働衛生対策は、長期的に 評価結果を踏まえ、引き続き労働衛生対策の推進を

見れば一定の成果を上げてきたものであると評価できる。 図ることとした。
また、第１０次災防計画において新たに重点対象分野に加

わったメンタルヘルス対策、過重労働による健康障害防止対 【具体例】
策については、重点対策として着実に実施しており、また、 （継続）
平成１７年度の労働安全衛生法改正等によりこれらの対策の ・労働者の健康の保持増進対策事業
評価を図るなど施策目標の達成に向けて進展があった。 平成 年度予算概算要求額 百万円19 1,345

今後とも職業性疾病対策については、状況を踏まえて必要 平成 年度予算額 百万円18 1,338
な見直しを行いつつ積極的に推進するとともに、過重労働に
よる健康障害や精神障害として労災認定される件数も高い水 ・化学物質管理の支援体制の整備事業
準で推移していることから、過重労働対策、メンタルヘルス 平成 年度予算概算要求額 百万円19 271
対策のさらなる徹底を図る必要がある。 平成 年度予算額 百万円18 291

また、平成１７年度は、石綿ばく露防止等に関する相談窓
口の設置を行うほか、石綿業務に従事していた労働者に対す ・交通労働災害防止対策推進事業
る健康診断の実施要請、健康相談窓口の設置等を行い、今後 平成 年度予算概算要求額 百万円19 222
の被害を未然に防止するための対応及び国民の有する不安へ 平成 年度予算額 百万円18 290
の対応について推進が図られた。さらに、石綿ばく露防止対
策について、今後、建築物の解体作業等における対策の充実
等を図り、作業者等へのばく露防止に資するものとする。

３－３－Ⅰ 労災保険の安定的かつ適 適正な保険料率を設定し、労災保険財政の安定的な運営を 【概要】 ③ －
正な運営を行うことにより、被災労 図るとともに、被災労働者等の保護のため、労災保険給付の 評価結果を踏まえ、引き続き労災保険の安定的かつ
働者等の保護を図ること 適正な業務処理の徹底を図っているところであり、目標達成 適正な運営を行うことにより、被災労働者等の保護を

に向けて進展があった。 図ることとした。

【具体例】
（継続）
・療養（補償）給付の事業

平成 年度予算概算要求額 百万円19 227,193
平成 年度予算額 百万円18 236,074

・遺族（補償）年金給付の事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 202,956
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平成 年度予算額 百万円18 194,849

・障害（補償）年金給付の事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 152,736
平成 年度予算額 百万円18 153,145

３－３－Ⅱ 被災労働者及びその家族 被災労働者及びその家族の援護として必要な者に対し労災 【概要】 ③ －
の援護を図り、被災労働者の円滑な 就学援護費の支給等を、被災労働者の円滑な社会復帰の促進 評価結果を踏まえ、引き続き被災労働者及びその家
社会復帰を促進すること として必要な者に対しアフターケアの実施等を適切に行って 族の援護を図り、被災労働者の円滑な社会復帰を促進

いるところであり、目標達成に向けて進展があった。 することとした。

【具体例】
（継続）
・労災就学援護費支給の事業

平成 年度予算概算要求額 百万円19 2,704
平成 年度予算額 百万円18 2,747

・義肢等補装具支給の事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 2,483
平成 年度予算額 百万円18 2,139

・アフターケア実施の事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 3,398
平成 年度予算額 百万円18 3,481

３－４－Ⅰ 勤労者の財産形成の促進 財形貯蓄残高については、金利の低下等の外生的要因によ 【概要】 ② －
を図ること り減少傾向が見られるが、財形融資残高については、平成１ 特別会計改革の観点から、労働保険特別会計からの

１年度の制度改善に伴う貸付利率の低下及び広報活動等によ 補助金を廃止した上、引き続き施策を実施する予定。
る制度の周知が図られたことにより、平成１４年度から連続
して増加しており、施策目標の達成に向け進展があった。 【具体例】

（廃止）
・勤労者財産形成促進事業費

平成 年度予算概算要求額 百万円19 87
（※助成金の経過措置に係る経費のみ要求）

平成 年度予算額 百万円18 1,316

３－４－Ⅱ 中小企業における退職金 近年の経済社会情勢の変化に伴い退職金制度を見直す動き 【概要】 ③ －
制度の普及促進を図ること も見られるものの、未だ多くの企業が退職金制度を設けてお 中小企業における退職金制度の普及促進に進展があ

り、退職後の所得確保等その果たす役割は依然として大きい ったとする評価結果ではあるが、中小企業における退
ものがあるが、３０～９９人規模の企業における退職金制度 職金制度の普及率は大企業に比べ依然低い状況にある
の普及率は１，０００人以上規模の企業の普及率と比べると ことから、引き続き中小企業における退職金制度の普
依然低い状況である。このような状況の中で、雇用動向調査 及促進を図ることとした。
によれば、中小企業労働者数はほとんど変わっていないにも
かかわらず、中小企業退職金共済制度の被共済者数は昨年度 【具体例】
（約 千人）と比較して増加していることから（約 （継続）5,295 5,475
千人 、目標達成に向けて進展があったといえる。 ・中小企業退職金共済事業費）

平成 年度予算概算要求額 百万円19 11,653
平成 年度予算額 百万円18 11,926

３－４－Ⅲ 自由時間の充実等勤労者 平成１７年度は、勤労者マルチライフ支援事業の第 期 【概要】 ② －2 2
生活の充実を図ること 年目であり、各事業実施地域において広報活動や体験プログ ○ 勤労者のボランティア活動への参加について

ラムを積極的に実施したことにより、事業の参加者から高い 勤労者のボランティア活動への参加に向けた基盤
評価を得た。また、中小企業勤労者福祉サービスセンターの 整備を実施する「勤労者マルチライフ支援事業」に
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、 。会員数は増加傾向にあった。さらに、概ね２年に１回という ついては 平成 年度限りで廃止することとした18
労働金庫に対する検査実施率の定着等により、リスク管理債
権が低い状況を維持することができている等、その健全性が ○ 中小企業勤労者福祉サービスセンターについて

「 」 、確保されている。これらのことを総合的に勘案すると、施策 中小企業勤労者総合福祉推進事業 については
目標の達成に向けて進展があったと評価できる。 市区町村に対する管理費等の新規補助については平

成18年度限りで廃止することとするが、平成18年度
までに補助を開始した市区町村に対する補助は、経
過措置として最長で平成22年度まで実施することと
した。また、市区町村に対する新規補助の廃止に伴
い、都道府県に対する設立指導等の補助も、平成18
年度限りで廃止することとした。

○ 労働金庫について
評価結果を踏まえ、これまでの取組みを継続し推

進すべく予算要求を反映させた。

【具体例】
（廃止）
・勤労者マルチライフ支援事業

平成 年度予算額 百万円18 294

・中小企業勤労者総合福祉推進事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 1,369

（廃止に伴う経過措置分）
平成 年度予算額 百万円18 1,541

（継続）
・労働金庫検査対策

平成 年度予算概算要求額 百万円19 12
平成 年度予算額 百万円18 12

３－６－Ⅰ 円滑な政労使コミュニケ 産業労働政策や各種の労働問題について、政労使間の対話 【概要】 ③ －
ーションの促進を図ること を促進し、時々の政策課題に関し政労使の共通認識の形成を より効果的、効率的な政労使コミュニケーションを

図るため政労使コミュニケーションを促進する場を設けるこ 促進するため、産業労働懇話会を引き続き開催するこ
とは必要と考えられる。 ととした。

平成１７年度においては、産業労働懇話会の開催により、
喫緊の政策課題である産業安全及び団塊の世代をめぐる諸問
題について幅広く意見交換が行われ、円滑な政労使コミュニ
ケーションの促進が図られたものと考える。

３－６－Ⅱ 集団的労使関係のルール 労働者の労働条件の維持・向上は、労使関係を安定させ、 【概要】 ③ －
の確立及び普及等を図ること 社会経済の発展の基礎となるものである。争議行為による損 組織再編（会社分割、合併及び事業譲渡）をする会

失日数は減少傾向にあること、また、労働契約承継法の関連 社等の増加に伴う労使紛争について、国内外の実態を
法令及び指針が周知広報により、遵守され、適正に運用され 的確に把握することとした。
ていることから、目標の達成に向けて進展があったものと考
えるが、新たな就業形態等への対応など、なお改善の余地が
ある。

３－６－Ⅲ 集団的労使紛争の迅速か 中央労働委員会の不当労働行為審査制度及び労働争議の調 【概要】 ③ －
つ適切な解決を図ること 整制度は、集団的労使紛争の解決に寄与し、労使関係の安定 中央労働委員会は、常勤公益委員２名を配置し、公

化に有効に機能していると考えられる。一方、不当労働行為 益委員各５名による三部会制のもと、事件の処理の迅
審査制度については、特定の事件において審査が遅延してい 速化・的確化を図っている。
ること、取消訴訟における命令の取消率について改善が見ら また、事件ごとについて審査の計画を策定するなど
れるもののまだ高い水準にあることなどの問題があったとこ して計画的な審査の実施に努めており、これらにより
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ろである。 不当労働行為審査の一層の迅速化・的確化を図ってい
このような状況を踏まえ、審査の迅速化及び的確化を図る る。

ため、労働委員会における審査の手続及び体制の整備等を内
容とした「労働組合法の一部を改正する法律」が平成１７年
１月１日から施行された。平成１７年の審査実績を見ると、
同法に基づく部会制の採用、計画的な審査の実施等によって
事件処理に目覚ましい成果が見られたが、同法を踏まえた審
査の迅速化・的確化に向けた取組を今後とも継続していくこ
とが必要である。

３－７－Ⅰ 個別労働関係紛争の解決 民事上の個別労働関係紛争は、最終的には民事裁判で解決 【概要】 ③ －
の促進を図ること されるべきものであるが、多くの手間、期間、費用等がかか 施策目標についてはおおむね達成できているが、今

ることとなる。簡易、迅速、無料を旨とする個別労働紛争解 後も増加することが懸念される個別労働紛争の解決に
決制度は紛争の解決に大きく寄与しているものと考えられる ついて、ＡＤＲとしての特性の一つである迅速性を維。

民事上の個別労働紛争相談件数、助言・指導申出受付件数 持し、国民のニーズに応えられるよう、現状の施策を
及びあっせん申請受理件数ともに増加しており、個別労働紛 着実に推進していく。
争解決制度が紛争解決の手段として有効であること、また、
それぞれの制度の特性を生かした迅速かつ適正な処理を行っ 【具体例】
ており、運用が効率的になされていることから、目標達成に （継続）
向けて進展があったと考える。 ・個別労働紛争対策の推進事業

平成 年度予算概算要求額 百万円19 1,389
平成 年度予算額 百万円18 1,270

３－８－Ⅰ 労働保険の適用促進及び 労働保険の適用促進及び労働保険料の適正徴収を図るため 【概要】 ③ －
労働保険料の適正徴収を図ること に行っている労働保険適用促進月間（毎年１０月）における 評価結果を踏まえ、労働保険の未手続事業場の解消

労働保険制度の周知広報活動及び平成１７年度より取り組ん のため、適用促進業務について一層の効率的かつ効果
でいる未手続事業一掃対策による未手続事業場の計画的な解 的な実施を図ることとした。
消、労働保険料算定基礎調査、最終的には財産の差押えを視
野に入れた滞納整理等は有効かつ効率的な方法であり、目標 【具体例】
達成に向けて一定の進展があったといえる。 （継続）

しかしながら、労働保険の適用促進については、これまで ・保険料算定基礎調査費
すでに存在している未手続事業に加え、毎年相当数設立され 平成 年度予算概算要求額 百万円19 190
る新規事業のうち労働保険についての認識不足等による新た 平成 年度予算額 百万円18 242
な未手続事業の発生などにより、依然として相当数の未手続
事業が存在していることから、関係機関との連携による未手 ・滞納整理費
続事業の的確な把握や職権による成立手続の実施等により、 平成 年度予算概算要求額 百万円19 182
未手続事業の更なる解消を推進する必要がある。 平成 年度予算額 百万円18 185

・未加入事業場適用促進費
平成 年度予算概算要求額 百万円19 458
平成 年度予算額 百万円18 444

・労働保険加入促進業務委託費
平成 年度予算概算要求額 百万円19 886
平成 年度予算額 百万円18 898

４－１－Ⅰ 公共職業安定機関におけ 平成１７年度に実施された各施策については、実績評価書 【概要】 ②・④ －
る需給調整機能を強化すること のとおり、おおむね良好に機能しており、多くの項目におい 評価結果を踏まえ、下記のとおり概算要求等へ反映

て掲げた数値目標を達成したところであり、全体としても施 することとした。
策目標の達成に向けて進展があったと言える。

なお、平成１８年度においても、一層適切な目標設定を行 【具体例】
い達成に向け、着実に事業を推進していく。 （拡充要求）

・再チャレンジプランナーによる中高年求職者等の就
職支援事業（ 年度名称： 再就職プランナー」に18 「
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よる早期再就職支援事業）
平成 年度予算概算要求額 百万円19 3,272
平成 年度予算額 百万円18 2,334

（廃止）
・業種職種間ミスマッチ事業

平成 年度予算額 百万円18 1,214

（縮小）
・失業給付受給者等就職援助対策

平成 年度予算概算要求額 百万円19 6,533
平成 年度予算額 百万円18 8,031

４－１－Ⅲ 官民の連携により労働力 しごと情報ネットの参加機関数及び求人情報件数がともに 【概要】 ③ －
需給調整機能を強化すること 大幅に増加し、また、しごと情報ネットへの１日当たりのア 評価結果を踏まえ、下記のとおり概算要求等へ反映

クセス件数も増加していることにかんがみると、しごと情報 することとした。
ネットにより求人情報等へのアクセスの円滑化が図られたと
判断でき、官民の連携により労働力需給調整機能を強化する 【具体例】
という施策目標の達成に向けて進展があったと考えられる。 （継続）

・しごと情報ネット運営費
平成 年度予算概算要求額 百万円19 499
平成 年度予算額 百万円18 551

４－２－Ⅰ 中小企業、新規・成長分 中小企業労働力確保法に基づく助成金については、中小企 【概要】 ④ －
野企業等における雇用機会を創出す 業における雇用機会の創出、雇用管理改善の達成に向けて進 評価結果を踏まえ、下記のとおり概算要求等へ反映
るとともに労働力の確保等を図るこ 展があったと考えられる。一部の助成金で実績があがってい することとした。
と ないことから、中小企業の実態にそった支援とするべく、見

直しの検討を行うとともに、適正な予算要求額とする必要が 【具体例】
ある。 （制度の見直し）

中小企業の経営基盤の強化に資する人材ニーズを求人情報 中小企業の人材確保や職場定着に直接資する雇用
として「しごと情報ネット」に登録し、求職者に情報提供す 管理改善相談に重点化
ることについては、中小企業の経営基盤の強化に資する人材 ・中小企業人材確保推進事業助成金
確保の促進に向けて進展があったと考えられる。 平成 年度予算概算要求額 百万円19 1,554

パートバンクに雇用・労務相談コーナーを設置し、事業主 平成 年度予算額 百万円18 2,058
に雇用管理の改善に係る相談・援助を行うことについては、
パートタイム労働者の雇用管理の改善の進展に効果があった （継続）
と考えるが、利用実績が低いことから事業の見直しを視野に ・介護基盤人材確保助成金
入れて検討を行う必要がある。 平成 年度予算概算要求額 百万円19 4,221

新規・成長分野雇用創出特別奨励金については、制度創設 平成 年度予算額 百万円18 6,295
以来１５万人近くの支給実績があり、新規・成長分野企業等
における雇用機会の創出に向けて進展があったと考えられる ・自立支援就業支援助成金事業。

介護労働者法に基づく助成措置等については、介護関連企 （受給資格者創業支援助成金）
業等における雇用機会の創出及び雇用管理の改善の達成に向 平成 年度予算概算要求額 百万円19 2,778
けて進展があったと考えられる。 平成 年度予算額 百万円18 4,002

緊急雇用創出特別奨励金については、中高年齢者の非自発
的離職者等の雇用機会の創出に向けて進展があったと考えら
れる。

４－２－Ⅲ 事業活動の縮小を余儀な 本助成金は、景気の変動や産業構造の変化等により一時的な 【概要】 ③ －
くされた企業における雇用の維持・ 事業活動の縮小を余儀なくされた企業における失業者の発生 評価結果を踏まえ、下記のとおり概算要求等へ反映
安定を図ること を予防するという目標に対して有効かつ効率的に達成してい することとした。

るといえる。
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【具体例】
（継続）
・雇用調整助成金事業

平成 年度予算概算要求額 百万円19 3,673
平成 年度予算額 百万円18 10,194
※ 要対人員、単価の見直し

４－２－Ⅳ 円滑な労働移動を促進す 実施された各施策については、おおむね円滑な労働移動の促 【概要】 ② －
ること 進に一定の役割を果たしており、施策目標の達成に向けて進 評価結果を踏まえ、下記のとおり概算要求等へ反映

展があったと考えられる。 することとした。
労働移動支援助成金については、再就職援助計画対象労働

者が減少している中で、平成１７年度実績は平成１６年度実 【具体例】
績を２割程度上回っているものの、全体的にはその活用が十 （縮小）
分でないことから、本助成金については、労働移動支援のニ ・労働移動支援施策
ーズを把握しつつ、より一層活用が図られる実効ある制度と 平成 年度予算概算要求額 百万円19 598
なるよう、支援内容の充実強化を図るべく所要の見直しを行 平成 年度予算額 百万円18 1,162
うとともに、適正な予算額とする。

しごと情報ネットの参加機関数及び求人情報件数がともに （継続）
大幅に増加し、また、しごと情報ネットへの１日当たりのア ・ハローワークインターネットサービス事業
クセス件数も増加していることにかんがみると、しごと情報 平成 年度予算概算要求額 百万円19 580
ネットにより求人情報等へのアクセスの円滑化が図られたと 平成 年度予算額 百万円18 532
判断でき、官民の連携により労働力需給調整機能を強化する
という施策目標の達成に向けて進展があったと考えられる。 ・しごと情報ネット運営費

平成 年度予算概算要求額 百万円19 499
平成 年度予算額 百万円18 551

４－２－Ⅴ 産業の特性に応じた雇用 雇用管理研修等受講者数等は、近年、建設業を巡る情勢を 【概要】 ③ －
の安定を図ること 反映して減少傾向にあるが、各種研修及び助成制度が、建設 評価結果を踏まえ、下記のとおり概算要求等へ反映

労働者の雇用の改善、能力の開発及び向上並びに福祉の増進 することとした。
に果たしてきた役割は大きく、
今後とも的確にニーズを把握し 利用者にとって使いやすく 【具体例】、 、
効果的な助成措置として充実していくことが必要である。 （継続）

派遣元責任者による港湾労働者派遣事業の適切な運営及び ・雇用改善推進事業助成金
雇用管理者による港湾労働者の雇用の改善等により、港湾運 平成 年度予算概算要求額 百万円19 1,326
送における良質な労働力を確保できた結果、常用港湾労働者 平成 年度予算額 百万円18 1,417
の就労割合、雇用管理者研修の受講者からの評価も高く、港
湾労働者の福祉の増進が図られたものとなっている。 ・林業雇用改善推進事業

林業事業体共同説明会や職業講習会・就職ガイダンスの効 平成 年度予算概算要求額 百万円19 503
率的な実施により、林業労働力の確保が図られた。雇用管理 平成 年度予算額 百万円18 504
改善セミナーの実施回数が増加する等により、多くの林業事
業体での雇用管理改善が推進された。 ・農林業等就職促進支援事業

農林業等への多様な就業促進に関しては、農林業等への就 平成 年度予算概算要求額 百万円19 90
業等を希望する者に対して、幅広く有効な情報を提供してき 平成 年度予算額 百万円18 97
たところであり、達成に向けて一定の進展がみられた。

４－３－Ⅰ 高齢者の雇用就業を促進 事業主に対する指導・援助の実施等、多くの項目で評価指 【概要】 ②・④ －
すること 標の数値が上がっているところであり、施策目標達成に向け 評価結果を踏まえ、下記のとおり概算要求等へ反映

て進展があったと考える。 することとした。

【具体例】
（新規要求）
・ ７０歳まで働ける企業」推進プロジェクト「

平成 年度予算概算要求額 百万円19 937
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・６５歳定年制度奨励金（仮称）
平成 年度予算概算要求額 百万円19 1,382

（廃止）
・継続雇用定着促進助成金

平成 年度予算概算要求額 百万円19 31,452
（廃止に伴う経過措置分）

平成 年度予算額 百万円18 45,174

４－３－Ⅱ 障害者の雇用を促進する 障害者の厳しい雇用状況が続く中で、各施策を着実に推進 【概要】 ④ －
こと した結果、就職件数が大幅に増加し過去最高となるなど、障 評価結果を踏まえ、下記のとおり概算要求等へ反映

害者の雇用の促進という施策目標に向けて進展があったと考 することとした。
える。

【具体例】
（拡充要求）
・障害者就業・生活支援センター事業

平成 年度予算概算要求額 百万円19 1,476
平成 年度予算額 百万円18 1,028

・障害者試行雇用事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 987
平成 年度予算額 百万円18 900

４－３－Ⅲ 若年者の雇用を促進する 高校生、大学生等ともに、昨年度を上回る就職内定率とな 【概要】 ②・④ －
こと るとともに、フリーターについては２年連続で減少し、トラ 評価結果を踏まえ各種見直しを行い、下記のとおり

イアル雇用終了者の約８割の常用雇用が実現される等、施策 概算要求等へ反映することとした。
目標は達成に向けて進展があったと考えている。

また、職業意識啓発に係る施策については、多くの学生生 【具体例】
徒の参加が得られており、若年者の当該施策に対する期待は （拡充要求）
大きいことから、引き続き、学校等関係者との連携の下、新 ・ジョブカフェ等によるきめ細やかな就職支援
規学卒者の就職支援や在学中の早い段階からの職業意識形成 平成 年度予算概算要求額 百万円19 2,761
支援等の充実を図り、就職時の適職選択、就職後の定着を図 平成 年度予算額 百万円18 2,575
ることが重要である。

なお、平成１８年度においても具体的な目標を掲げたとこ （積算方法の見直し）
ろであり、目標達成に向け着実に事業を推進していく。 ・若年者試行雇用事業の推進

適正な予算額とするための予算積算方法の見直し
平成 年度予算概算要求額 百万円19 6,888
平成 年度予算額 百万円18 9,900

（実施方法の改善）
ヤングワークプラザにおける就職支援について、ヤ

ングワークプラザを、希望職種が明確になっていない
フリーターに対する個別就職支援の専門機関として位
置づけるなど、見直しを行う。

４－３－Ⅳ 外国人労働者の就労環境 外国人労働者や事業主のニーズに応じた支援を費用対効果 【概要】 ③ －
の整備を図ること も考慮の上、効率的に実施していることから、外国人労働者 評価結果を踏まえ、下記のとおり概算要求等へ反映

の就労環境の整備を図るという施策目標達成に向けて進展が することとした。
あったと考えられる。

ただし、外国人労働者が増加・多様化する中での外国人求 【具体例】
職者等や事業主に対する支援の在り方については、今後も検 （継続）
討していく必要がある。 ・外国人労働者雇用対策費

平成 年度予算概算要求額 百万円19 530
平成 年度予算 百万円18 630
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４－３－Ⅴ 就職困難者等の雇用の安 実施された各施策については、おおむね良好に機能してお 【概要】 ③ －
定・促進を図ること り、施策目標の達成に向けて進展があった。 評価結果を踏まえ、下記のとおり概算要求等へ反映

ホームレス等トライアル雇用事業については、ホームレス することとした。
、 、等の就業ニーズにあった求人の確保が十分でなかったと考え なお ホームレス等トライアル雇用事業については

られることから、引き続きホームレス就業開拓推進員を活用 平成 年度において 実績を踏まえた予算額とし 平18 、 （
した、制度周知、啓発活動及びホームレス等の就業ニーズに 成 年度予算額 百万円 、平成 年度において17 219 19）
応じた求人開拓を積極的に行う必要がある。また、実績と予 も更に適切な予算計上を図った。
算上の数値が乖離していることから、適切な予算計上に留意
する必要がある。 【具体例】

雇用再生集中支援事業については、延長期間の１年目であ （継続）
る平成１７年度において、不良債権処理就業支援特別奨励金 ・ホームレス等試行雇用事業
の支給が前年度の２倍近くとなるなど、行政需要の増大に応 平成 年度概算要求額 百万円19 29
えているところであり、おおむね良好に機能している。 平成 年度予算額 百万円18 30

・日雇労働者等技能講習事業
平成 年度概算要求額 百万円19 646
平成 年度予算額 百万円18 646

・母子家庭の母等トライアル雇用事業
平成 年度概算要求額 百万円19 68
平成 年度予算額 百万円18 75

・特定求職者雇用開発助成金事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 29,814
平成 年度予算額 百万円18 35,377

４－４－Ⅰ 雇用保険制度の安定的か 平成１５年５月の制度改正の効果等により、平成１７年度 【概要】 ③ －
つ適正な運営及び求職活動を容易に の受給者実人員（ 千人（年度月平均 ）は平成１５年度の 評価結果を踏まえ、引き続き雇用のセーフティーネ628 ）
するための保障等を図ること 受給者実人員（ 千人（年度月平均 ）よりも減少し、基本 ットとして財政の安定を図るよう、制度の着実な運営839 ）

手当支給額も１５年度より減少する見込みである このため に努めるとともに、法令等に基づきその適正な給付に。 、
失業等給付関係について、収入が支出を上回り、積立金残高 努めることとする。
が増加する見込みである。 なお、現在、行政改革推進法等を踏まえ、制度の見

また、三事業についても、ＰＤＣＡサイクルによる目標管 直しを行っているところである。
理等により事業の見直しを実施したこと等により、収入が支
出を上回る見込みであり、雇用安定資金残高が増加する見込
みである。

以上より、セーフティネットとしての財政の安定という目
標は達成したものと判断される。

また、失業等給付について、法律、通達に基づき適正、円
滑に給付が行われた。

以上により、施策目標をほぼ達成したものと考える。

５－１－Ⅰ キャリア形成支援システ キャリア形成支援コーナー等においては、労働者が主体的 【概要】 ②・④ －
ムを整備すること なキャリア形成を行うことができるよう、引き続き支援を実 評価結果を踏まえ、キャリア形成促進助成金につい

施していく。 て、一部、拡充を行うとともに、利用実績の乏しい支
キャリア形成促進助成金については、事業主を通じた労働 援策の廃止を行うなど必要な見直しを行った。

者個々人のキャリア形成の促進が図られ、目標の達成に向け
て進展があった。 【具体例】

能力要件明確化アドバイザーについては、密接な連携によ （拡充要求・縮小）
り効果的な職業訓練を実施しており、早期再就職の促進に効 ・キャリア形成促進助成金
果があったものと考えられる。 平成 年度予算概算要求額 百万円19 5,793

以上により、施策目標の達成に向けて進展は見られた。 平成 年度予算額 百万円18 6,865
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５－１－Ⅱ 職業能力開発に関する情 私のしごと館の各事業のサービス利用者の延べ人数が、開 【概要】 ② －
報の収集、整理及び提供の体制を充 館以降順調に伸びており、適切な運営が図られていることか 私のしごと館については評価結果を踏まえ、引き続
実強化すること ら、若年者を中心に職業意識の形成が図られ、施策目標の達 き目標達成に向けて推進することとした。

成に向けて進展があった。 ただし、人材ニーズ情報等の職業能力開発情報の総
また、人材ニーズ情報、職業に関する基本的な情報、教育 合的、体系的提供については、非常に有効であるとの

訓練コース等の情報、能力評価に関する情報等を、インター 評価であったものの、真に必要な事業に限定するとし
ネット上で提供していることから、場所を問わず、また、時 た雇用保険三事業見直しの中で廃止すべきとされたこ
間や労働者個人のニーズにあわせ、効率的に提供できている とにより廃止した。
ことから、非常に有効であると考えられる。

施策の目標の達成に向け進展はあったと考えられる。 【具体例】
（継続）
・私のしごと館の運営

運営費交付金による事業であるため、事業ごとの内
訳はない。

（廃止）
・総合的職業能力開発情報システム

平成 年度予算額 百万円18 124

５－１－Ⅲ 職業能力評価システムを 職業能力評価制度の構築については、目標の達成に向けて 【概要】 ②・④ －
整備すること 進展があったと評価できる。 評価結果を踏まえ、施策目標内の一部の政策の縮小

技能検定は 職種について実施しており、国が行う職業 及び拡充の見直しを検討した上で、引き続き実施する137
能力評価の重要なインフラとしてその効果は大きい。 こととした。

これら つの施策により、職業能力評価システムの整備に2
ついては、目標の達成に向けて進展があったと評価できる。 【具体例】

（拡充要求・縮小）
・幅広い職種を対象とした職務分析に基づいた包括的

な職業能力評価制度等の整備事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 213
平成 年度予算額 百万円18 232

（継続）
・技能検定等推進費

平成 年度予算概算要求額 百万円19 58
平成 年度予算額 百万円18 59

５－１－Ⅳ 職業能力開発に必要な多 教育訓練給付制度、キャリア形成促進助成金や認定職業訓 【概要】 ②・④ －
様な職業訓練・教育訓練の機会の確 練については、職業能力開発に必要な多様な職業訓練・教育 評価結果を踏まえ、キャリア形成促進助成金につい
保を図ること 訓練の機会の確保に進展があったものと考えられる。 て、一部、拡充を行うなど必要な見直しを行った。

地域人材ニーズの把握、職業訓練機会の提供については、
離職者訓練、学卒訓練及び在職者訓練についても高い就職率 【具体例】
や満足度となっており有効性が認められる。また、求職者の （拡充要求・縮小）
希望に応じ、効率的かつ多様な公共職業訓練を実施している ・キャリア形成促進助成金
ことから、離職者の再就職促進に寄与していると言える。 平成 年度予算概算要求額 百万円19 5,793

以上の諸手段により、施策目標の達成に向けて進展は見ら 平成 年度予算額 百万円18 6,865
れたところであり、引き続き目標達成に向けて着実に推進し
ていく。 （継続）

・教育訓練講座受講環境整備事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 254
平成 年度予算額 百万円18 267

・認定職業訓練助成事業費
平成 年度予算概算要求額 百万円19 1,208
平成 年度予算額 百万円18 1,670
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５－２－Ⅰ ＩＴ分野における職業能 ＩＴ化に対応した総合的な職業能力の開発については既に 平成 年度は予算要求を行わない。 ① －19
力開発を推進すること 多数の受講実績を上げているが、今後においても訓練内容の

レベルアップを図る等、なお一層の充実を図ることとする。

５－２－Ⅱ 介護分野、環境分野その 新規・成長分野を中心とした職業訓練コースの設定・実施 【概要】 ② －
他の新規・成長分野における職業能 については、地域の人材育成ニーズを踏まえ適正に行われて 評価結果を踏まえ、介護分野、環境分野その他の新
力開発を推進すること いることから、今後においても、地域の人材育成のニーズ等 規成長分野における職業能力開発の推進については、

を踏まえ、より一層就職に資する訓練の実施を図ることとす 各分野におけるニーズの動向等を踏まえ、事業の実施
る。 ついての効率化を図りつつ、引き続き実施することと

ホームヘルパーの養成等については、介護分野における制 した。
度改正や介護分野の養成ニーズの動向等を踏まえ事業の実施
についての効率化を図ることとする。 【具体例】

なお、その際、民間教育訓練機関の積極的な活用について （縮小）
も配慮を行っている。 ・離職者等の再就職に資する総合的な職業能力開発

プログラムの展開
平成 年度予算概算要求額 百万円19 13,731
平成 年度予算額 百万円18 19,445

（継続）
・介護労働者能力開発事業

平成 年度予算概算要求額 百万円19 1,172
平成 年度予算額 百万円18 1,278

５－２－Ⅲ ホワイトカラーの職業能 ホワイトカラーに係る先端的な職業訓練コースの開発・展 【概要】 ② －
力開発を促進すること 開については、適切に実施されており、今後とも産業界のニ 評価結果を踏まえ、ホワイトカラーの職業能力開発

ーズの変化に的確に対応し、訓練コースの開発に反映させて を促進することについては、一部、事業を見直した上
いくこととする。 で引き続き実施することとした。

また、職業能力習得制度はホワイトカラー労働者の自発的
な職業能力開発に一定の効果があることから、引き続き実施 【具体例】
する。 （縮小）

なお、現在、講座の認定基準に適合する教育訓練を厚生労 ・職業能力習得支援制度の推進事業
働大臣が認定しているが、認定講座も既に社会的に定着して 平成 年度予算概算要求額 百万円19 475
いることや能力評価機能の強化に対するニーズが高まってい 平成 年度予算額 百万円18 505
ることから、今後、厚生労働大臣の認定講座は廃止し、専門
知識・能力の体系化及び能力評価に特化することにより、一
層の活用促進を図ることとする。

５－３－Ⅰ 離転職者の再就職を促進 離転職者の再就職を促進するための職業能力開発について 【概要】 ② －
するための職業能力開発を推進する は、離転職者の再就職を促進するための効果的な職業能力開 評価結果を踏まえ、離転職者の再就職を促進するた
こと 発を実施できたものと考えられる。 めの職業能力開発を推進することについては、引き続

き事業を実施することとした。

【具体例】
（縮小）
・離職者等の再就職に資する総合的な職業能力開発プ

ログラムの展開
平成 年度予算概算要求額 百万円19 13,731
平成 年度予算額 百万円18 19,445

５－３－Ⅱ 若年者の職業能力開発を 職業能力開発大学校等における専門的な訓練の実施につい 【概要】 ②・④ －
推進すること ては、施策目標の達成に向け進展があったと考えている。 評価結果を踏まえ、若年者の職業能力開発を推進す

ヤングジョブスポットについては、フリーター等の若者の ることについては、引き続き事業を実施することとし
キャリア形成支援における一定の機能を果たしているものと た。
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考える。また、引き続きフリーター等の若者の職業的自立支
援を行っていくため、今後関係機関との連携をより一層図っ 【具体例】
ていくこととし、適切な評価を実施していく。 （縮小）

私のしごと館の各事業のサービス利用者の延べ人数が開館 ・日本版デュアルシステムの推進
以降順調に伸びており 適切な運営が図られていることから 平成 年度予算概算要求額 百万円、 、 19 6,698
若年者を中心に職業意識の形成が図られ、施策目標の達成に 平成 年度予算額 百万円18 8,712
向けて進展があった。

日本版デュアルシステムについては、短期課程については ・就職基礎能力速成講座の実施
約 ％が就職するなど施策目標の達成に向けて進展があった 平成19年度予算概算要求額 104百万円70
と考えられる。 平成18年度予算額 125百万円

就職基礎能力速成講座については、現在、社会問題化して
いるフリーター等に対し就職基礎能力を修得させるため、１ （拡充要求）
０日間程度の短期間で実施しており 平成 年度においては ・若者自立塾、 、17
受講者数が ， 人、就職率が ． ％であり、施策目標の 平成 年度予算概算要求額 百万円3 255 40 5 19 1,742
達成に向け進展があったと考えられる。 平成 年度予算額 百万円18 1,067

「若者自立塾」事業については、卒塾後間もない者も含め
卒塾者の ％を就労等へ導いており、一定の成果を上げて50.2
いるものと考える。

５－３－Ⅴ 障害者等特別な配慮を必 障害者については、平成１６年度を上回る対象者に対して 【概要】 ②・④ －
要とする人たちへの対応を推進する 職業訓練を実施したことから、障害者に対する多様な職業訓 評価結果を踏まえ、障害者等特別な配慮を必要とす
こと 練の機会の確保を図ることができたといえる。また、就職率 る人たちについては、一部、事業を見直した上で引き

についても前年度と比較して上がっていることから、訓練機 続き実施することとした。
会の拡大のみならず、訓練内容の充実も図られていたといえ
る。 【具体例】

就職困難者に対しては、雇用の安定を実現するセーフティ （縮小）
ネットとして、対象者類型毎に時下の情勢に対応した雇用対 ・一般校を活用した障害者職業能力開発事業
策を全国一定水準で講じることが必要である。 平成 年度予算概算要求額 百万円19 518

また、少子高齢化の進展や福祉財政の逼迫に伴い「 平成 年度予算 百万円Welfare 18 643
」が重要課題となっている中で、母子家庭の母等の職to work

業的自立を促す職業訓練が有効に機能することが必要である （拡充要求）。
こうした中、アイヌ地区住民等就職困難者、炭鉱離職者、 ・障害者の態様に応じた多様な委託訓練

母子家庭の母及び生活保護受給者に対しては、各対象者の類 平成 年度予算概算要求額 百万円19 1,572
型毎に必要な対策を講じ、一定の効果を上げていると評価す 平成 年度予算 百万円18 1,481
る。

（継続）
・母子家庭の母等の職業的自立促進事業

平成 年度予算概算要求額 百万円19 719
平成 年度予算額 百万円18 777

５－３－Ⅵ 勤労青少年が有為な社会 今後一層 経済のグローバル化 国際化が進むことにより 【概要】 ① －、 、 、
人、職業人として成長しその責任を 国際的視野を持つ人材が必要とされることから、若い時期に 評価結果を踏まえ、青少年国際交流促進事業は、平
果たすように支援すること 広い視野と国際感覚を養成し国際化時代にふさわしい社会人 成 年度をもって終了することとした。、 17

職業人を育成していくことが大きな課題である。そのため、
ワーキング・ホリデー制度の利用者に対する支援及び同制度
の活用の促進は、若年者の国際感覚と自主性を培う手段とし
て有効であり、若年者が有為な社会人、職業人として責任を
果たすための支援として若年者の福祉に重点を置いた施策を
展開し成果を上げている。

今後、より的確に、施策目標を達成するためには、若年者
個人に対し適切な能力開発を支援していくための取組が重要
である。このため、今後は若年者のキャリア形成に重点をお
いた、海外体験を通じたキャリア形成支援事業を実施してい
く予定である。
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５－３－Ⅶ 国際化に対応した職業能 事業活動の国際化は今後もますます進展する傾向にあり、 【概要】 ②・④ －
力開発を推進すること 生産部門の海外への流出による産業・雇用の空洞化等も一部 評価結果にあるように、企業活動の国際化の進展を

では懸念されていることから、雇用政策等との整合性を図る 背景として、我が国企業の海外への事業展開は今後も
ことに留意する必要があるが、国際化に対応した職業能力開 益々活発になることが見込まれている中で、中小企業
発の重要性は今後より一層重要になってくるものと考えられ を中心に国内外で国際業務を担うことが出来る実践力
る。 のある人材の育成が我が国の喫緊の課題となってい

海外派遣前に、国際的な事業展開に即した実践的な職業能 る。
力開発の機会を提供しており、とりわけ中小企業等において また、近年の変化の激しい経済社会の中で、働く者
国際的な事業展開を担う人材の育成に大きく貢献している。 の就業能力を向上し、雇用可能性を高めるため、海外

とりわけ、情報提供事業については、インターネット等の 派遣予定労働者の体系的かつ継続的な職業キャリアの
情報通信技術を最大限活用した情報収集、分析及び発信並び 形成を支援することが出来るよう、施策目標内の事業
に質の向上に力を入れており、かつ、有益な情報の効率的な の一部について拡充及び縮小等の見直しをした上で、
提供をより一層進めることによって、国際的な事業展開を担 引き続き実施する。
う人材の育成に大きく貢献しているものである。

【具体例】
（拡充要求・縮小）
・グローバル人材育成支援事業

平成 年度概算要求額 百万円19 819
平成 年度予算額 百万円18 989

５－４－Ⅰ ものづくり振興に係る環境 各種啓発事業、顕彰制度、技能競技大会の開催等、様々な 【概要】 ③ －
を整備すること 手法により、社会全体のものづくり技能に対する価値の再認 評価結果を踏まえ、下記のとおり概算要求等へ反映

識、技能者の技能水準の向上、若年技能者の裾野の拡大に寄 することとした。
与している。

【具体例】
（継続）
・ものづくり立国の推進・技能啓発等推進事業

平成 年度予算概算要求 百万円19 907
平成 年度予算額 百万円18 1,101

６－１－Ⅱ 職場におけるセクシュア 事業主のセクシュアルハラスメント防止対策への一定の理 【概要】 ②・④ －
ルハラスメント防止対策が徹底され 解、取組は進んできており、男女雇用機会均等法第２１条違 評価結果を踏まえ、事業内容を見直した上で、実効
ていること 反のあった企業についても、法の不知による違反は減少し、 あるセクシュアルハラスメント防止対策を徹底してい

かつ違反に対する是正指導についてもそのほとんどが是正さ くための事業を適切に行うこととした。
れている。また、報告徴収ヒアリング票を活用し、的確な実
態把握及び必要な助言、指導等を効率的に行っており、目標 【具体例】
達成に向けて一定の進展があったといえる。 （拡充要求）

・職場におけるセクシュアルハラスメントに関する防
止対策の推進事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 59
平成 年度予算額 百万円18 48

（縮小）
・企業におけるセクシュアルハラスメント防止セミナ

ーの開催事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 29
平成 年度予算額 百万円18 76
（平成 年度は「企業におけるセクシュアルハラ18

スメント防止の取組に対する援助事業 ）」

６－２－Ⅰ パートタイム労働を魅力 短時間雇用管理者の選任推奨による短時間雇用管理者数は 【概要】 ④ －、
ある就業形態とすること 前年度に比して、 人近くの増加となっている。また、パ 評価結果を踏まえて、新たな事業主団体向け助成金900

ートタイム労働法の周知のための説明会等については、引き を創設するとともに、これまでの短時間労働者雇用管
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続き積極的に開催しており、政策目標の達成に向けて進展が 理改善等助成金を重点化した新たな事業主向け助成金
あった。 を創設することとした。

【具体例】
（拡充要求）
・短時間労働者均衡処遇推進助成金（※）

平成 年度予算概算要求額 百万円19 731
平成 年度予算額 百万円18 446
※ 短時間労働者雇用管理改善等助成金から助成金

名の変更（平成 年度 。19 ）

・パートタイム労働者の雇用管理改善に関する指導、
法の施行状況の把握
平成 年度予算概算要求額 百万円19 40
平成 年度予算額 百万円18 21

６－２－Ⅱ 在宅ワークを魅力ある就 相談件数、セミナー受講者数については前年度と比較して 【概要】 ④ －
業形態とすること 増加しており目標を達成しているものの、在宅ワーカースキ 評価結果を踏まえ、下記のとおり概算要求等へ反映

ルアップシステムへのアクセス件数については前年度に比較 することとした。
して減少し目標に達することができなかったことから、今後
はシステムについての広報等を充実させる必要がある。 【具体例】

（拡充要求）
・在宅就業者支援事業

平成 年度予算概算要求額 百万円19 62
平成 年度予算額 百万円18 53

６－６－Ⅰ 虐待を受けた子ども等へ 児童相談所の体制の充実、児童養護施設や情緒障害児短期 【概要】 ④ －
の支援を図ること 治療施設における心理療法の実施、施設の小規模化、里親委 評価結果を踏まえ、拡充して予算要求を行うことと

託の推進等の虐待を受けた児童の受入れの体制整備等は、児 した。
童虐待の発生予防、早期発見・早期対応、子どもの保護・自
立支援に資する取組であり 一定の成果を示している また 【具体例】、 。 、
今般の児童福祉法の改正（平成１６年成立、１７年施行）に （拡充要求）
より、児童虐待に関する相談を住民に身近な市町村が相談窓 ・次世代育成支援対策交付金
口になるよう体制整備を図るとともに、市町村における保護 平成 年度予算概算要求額 百万円の内数19 13,930
が必要な児童を支援するネットワークの運営に関する規定を 平成 年度予算額 百万円の内数18 11,801
整備するなど、児童虐待の早期発見・早期対応などの強化に ※ 特定事業として「生後４か月までの全戸訪問」
努めている。こうしたことから、目標達成に向けて進展があ を創設。
ったものと考える。しかしながら、虐待に関する相談件数は
依然として増加傾向を示しており、改正法の着実な実施を含 ・児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業
め、発生の予防から早期発見・早期対応、虐待を受けた児童 平成 年度予算概算要求額 百万円の内数19 2,035
の保護や社会的自立の支援に至るまでの、切れ目のない総合 平成 年度予算額 百万円の内数18 1,783
的な支援体制の整備が不可欠であると考える。 ※ 「児童虐待防止対策支援事業」の対象事業とし

て 「市町村体制強化支援事業」追加、
※ 「身元保証人確保対策事業」を創設

６－６－Ⅱ 配偶者からの暴力の被害 婦人相談所等における夫等の暴力の相談件数及び一時保護 【概要】 ④ －
者の適切な保護・支援を図ること 件数は増加しているものの、婦人相談所等の職員への専門研 評価結果を踏まえ、配偶者からの暴力防止に関する

修の実施や福祉事務所などの関係機関が相互に連携、調整を 相談、被害者の保護、自立支援等の一層の充実を図る
行うためのネットワークの整備の進展などにより、ＤＶ被害 ため、婦人保護施設の心理療法担当職員の常勤化や、
者の適切な保護及び自立に向けた支援の充実が図られており 婦人相談所一時保護所における同伴児童に対するケア、
目標達成に向け進展があった。 体制の充実を図る等の拡充要求を行うこととした。

【具体例】
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（拡充要求）
・婦人保護費（配偶者からの暴力（ﾄﾞﾒｽﾃｨｯｸ･ﾊﾞｲｵﾚ

ﾝｽ）への対策関係予算）
平成 年度予算概算要求額 百万円19 2,117
平成 年度予算額 百万円18 2,087

６－８－Ⅰ 母子家庭の生活の安定を 児童扶養手当受給者は、母子家庭の増加に伴い増えている 【概要】 ③ －
図ること が、平成１５年度から母子家庭等の自立に向け、生活支援、 評価結果を踏まえ、継続して予算要求を行うことと

就業支援、養育費の確保、経済的支援など総合的な取組を推 した。
進しており、児童扶養手当は、母子家庭等の自立に向けた経
済的支援の一つとして大きな役割を果たしており、目標達成 【具体例】
に向けて進展があった。 （継続）

・児童扶養手当給付費
平成 年度予算概算要求額 百万円19 155,845
平成 年度予算額 百万円18 154,593

６－８－Ⅱ 母子家庭の母等の自立の 母子家庭等就業・自立支援センターにおいて、個々の家庭 【概要】 ④ －
ための就業支援を図ること の事情に応じた一貫した就業サービスを提供し、一定の就業 評価結果を踏まえ、母子家庭等就業・自立支援セン

実績を上げている。また、高等技能訓練促進費事業において ター事業において、継続して予算要求するとともに、
は、資格取得者の増加がある。さらに、母子自立支援プログ 新たに養育費にかかる相談員を設置する等の拡充要求
ラム策定事業は 初年度はモデル的に実施したものであるが を行うこととした。、 、
一定の就業実績を上げている。
以上により、目標達成に向けて進展があった。 【具体例】

（拡充要求）
・母子家庭等対策総合支援事業

平成 年度予算概算要求額 百万円の内数19 2,146
平成 年度予算額 百万円の内数18 1,884

７－１－Ⅰ 生活困窮者の自立を適切 実施機関が関係機関との連携を図ることにより、実施機関 【概要】 ④ －
に助長すること 管内の被保護者の実態を踏まえ、被保護者の抱える多様な課 評価結果を踏まえ、福祉事務所等が自立支援プログ

題に対応できる幅広い自立支援プログラムを整備し、また国 ラムの策定実施を推進するための実施体制を整備する
としてその導入を促進した結果、導入初年度である平成１７ ために必要な額、また、生活保護を受給している長期
年度において、一定の参加者数、目標達成者数、プログラム 入院患者で、医師から入院が不要と判断された者に対
数を確保した。一方、生活保護を受給している長期入院患者 して、退院後の受け入れ先の確保についての援助等を
の居宅又は施設への移行の促進についても、同様に適切な取 行うために必要な経費について要求している。
組が行われた結果、医師から入院が不要と判断された長期入
院患者のうち当該移行者の割合が、一定の水準を維持してい 【具体例】
る。 （拡充要求）

これらにより 「生活困窮者の自立を適切に助長すること」 ・自立支援プログラム策定実施推進事業、
という施策目標の達成に向けて進展があった。 平成19年度予算要求額 20,000百万円の内数

平成18年度予算額 15,000百万円の内数
※ 上記金額はセーフティーネット支援対策等事業費

補助金の額であり、自立支援プログラム策定実施推
進事業に関する額は上記金額の内数。

（継続）
・生活保護適正実施推進事業
平成19年度予算要求額 20,000百万円の内数
平成18年度予算額 15,000百万円の内数
※ 上記金額はセーフティーネット支援対策等事業費

補助金の額であり、生活保護適正実施推進事業に関
する額は上記金額の内数。

７－１－Ⅱ 災害に際し応急的に必要 平成１７年度において災害救助法が適用された災害につい 【概要】 ③ －
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な救助を行うこと ては、都道府県と密に連絡を取り合い、助言を行うことによ 全体としての災害の発生状況を予測することは困難
って適用の判断を早めるとともに、避難所も適切に設置・運 であるが、評価結果を踏まえ、今後とも適切な応急救
営が行われており、適切な応急救助が実施され、施策目標の 助を実施するため、必要な一定の予算確保に努めるこ
達成に向けて進展があった。 ととした。

７－２－Ⅰ ボランティア活動等住民 生活の拠点である地域において互いに助け合い 支え合い 【概要】 ③ －、 、
参加による地域福祉活動を促進し、 それぞれの地域で誰もが安心で充実した生活を送るという地 地域福祉推進のためには、住民の自主的、自発的な
地域福祉を推進すること 域福祉の推進のためには、住民自身によるボランティア活動 福祉活動への参加が重要であり、なかでもボランティ

等の地域福祉活動への参加が重要である。当該施策目標の達 ア活動は、重要な役割を担っていることを踏まえ、今
成に向けて、全国ボランティア活動振興センター運営事業、 後もボランティア活動の振興を図っていくこととし
ボランティア振興事業を実施し、住民に対する広報啓発、ボ た。
ランティア活動への参加の機会の提供等、住民が地域福祉活
動に参加するための基盤整備を行った結果、ボランティア数 【具体例】
は増加しており また多くのボランティアが参加するＮＰＯ （継続）、 、
住民参加型福祉サービス団体等も増加していることから、平 ・ボランティア振興事業
成１６年度においては、当該施策目標を達成したといえる。 平成 年度予算概算要求額 百万円の内数19 20,000

平成 年度予算額 百万円の内数18 15,000
※ 上記金額はセーフティネット支援対策等事業費補

助金の額であり 「ボランティア振興事業」に関す、
る額は上記金額の内数。

・全国ボランティア活動振興センター運営事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 40
平成 年度予算額 百万円18 40

７－２－Ⅱ ホームレスの自立を促進 ホームレス自立支援センターの整備が進み、個々の実情に 【概要】 ③ －
すること 応じて職業相談・紹介や生活指導等の援助が行われた結果、 現行の施策は目標達成に有効なものであり、この施

ホームレス自立支援センター退所者のうち、就労及び福祉等 策を引き続き実施していくこととする。
の措置により退所した者の数が一定の水準を維持しているこ
とから 「ホームレスの自立を促進すること」という施策目標 【具体例】、
の達成に向けて進展があった。 （継続）

しかしながら、ホームレスの数については、平成１５年３ ・ホームレス自立支援事業
月の全国調査により約２万５千人が確認されたところであり 平成 年度予算概算要求額 百万円の内数、 19 20,000
その後、各自治体が独自に行った調査でも、全体として減少 平成 年度予算額 百万円の内数18 15,000
傾向にあると考えられるものの、依然として多数のホームレ ※ 上記金額はセーフティネット支援対策等事業費補
スが存在していることから、自立支援のための施策を更に推 助金の額であり 「ホームレス自立支援事業」に関、
進していく必要がある。 する額は上記金額の内数。

・ホームレス総合相談事業
平成 年度予算概算要求額 百万円の内数19 20,000
平成 年度予算額 百万円の内数18 15,000

※ 上記金額はセーフティネット支援対策等事業費補
助金の額であり 「ホームレス総合相談事業」に関、
する額は上記金額の内数。

・ホームレス緊急一時宿泊事業
平成 年度予算概算要求額 百万円の内数19 20,000
平成 年度予算額 百万円の内数18 15,000

※ 上記金額はセーフティネット支援対策等事業費補
助金の額であり 「ホームレス緊急一時宿泊事業」、
に関する額は上記金額の内数。

７－３－Ⅰ 社会福祉に関する事業に 介護保険制度の見直しや障害者自立支援法の制定等に伴い 【概要】 ④ －、
従事する人材の養成確保を推進する 従前にも増して良質な福祉サービスを提供できる質の高い福 質の高い福祉人材の育成・確保が求められているこ
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ことにより、より質の高い福祉サー 祉人材の育成・確保が求められている。 とから、養成施設の新たな指定や修学資金補助制度等
ビスの提供がなされる基盤を整備す これらのニーズに応えるため、社会福祉士及び介護福祉士 によって福祉人材の確保を推進する。また、福利厚生
ること の養成施設の新規指定、修学資金貸付制度の運営、介護教員 センターについては健康支援事業等を推進するなど、

養成講習会の受講の必修化、国家試験の改善等の取組を行っ 引き続き社会福祉事業従事者に対する福利厚生の充実
た結果、社会福祉士及び介護福祉士の登録者数はそれぞれ前 を図り加入者促進のための取組を実施する。
年度を上回るなど、順調に増加している。

一方、福祉人材の定着促進のための福利厚生の充実につい 【具体例】
ては、福利厚生センター加入者数が一定の水準を維持してい (継続)
る。 ・福祉人材確保推進事業

これらにより 「社会福祉に関する事業に従事する人材の養 平成 年度予算概算要求額 百万円の内数、 19 20,000
成確保を推進することにより、より質の高い福祉サービスの 平成 年度予算額 百万円の内数18 15,000
提供がなされる基盤を整備すること」という施策目標の達成 ※ 上記金額はセーフティネット支援対策等事業費
に向けて進展があった。 補助金の額であり 「福祉人材確保推進事業」に、

関する額は上記金額の内数。

・中央福祉人材センター運営事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 59
平成 年度予算額 百万円18 59

・福利厚生センター運営事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 163
平成 年度予算額 百万円18 163

(新規要求)
・介護実習内容高度化モデル事業

平成 年度予算概算要求額 百万円19 47

７－３－Ⅱ 利用者の選択を可能にす 苦情解決事業については、運営適正化委員会における苦情 【概要】 ③ －
るための情報提供や判断能力が不十 受付件数が増加し、その認知度が高まるとともに、苦情受付 苦情解決事業については、より効果的で適切な苦情
分な者に対する援助を行うことによ 件数に占める解決件数の割合が９割以上と高い水準を維持す 解決の促進を図るため、第三者委員を対象とした専門
り、福祉サービスの利用者の保護を るなど 利用者保護の一環として適切な運営が行われている 研修会や、運営適正化委員会事務局相談員を対象とし、 。
図ること 第三者評価事業については、平成１６年５月７日に「福祉 た全国会議を引き続き実施する。

サービス第三者評価事業に関する指針について（通知 」を発 第三者評価事業については、評価事業普及協議会や）
出し 各都道府県等における実施体制の整備を促すとともに 評価基準等委員会を設置するほか、評価調査者指導者、 、
平成１５年度から第三者評価機関育成支援事業などを推進し 養成研修を引き続き実施する。
た結果、受審件数が増加している。

これらにより 「利用者の選択を可能にするための情報提供 【具体例】、
や判断能力が不十分な者に対する援助を行うことにより、福 （継続）
祉サービスの利用者の保護を図ること」という施策目標の達 ・運営適正化委員会における苦情解決事業
成に向けて進展があった。 平成１９年度予算概算要求額 百万円の内数20,000

平成１８年度予算額 百万円の内数15,000
※ 上記金額はセーフティーネット支援対策等事業

費補助金の額であり 「運営適正化委員会におけ、
る苦情解決事業」に関する額は上記金額の内数

・福祉サービスの第三者評価事業
平成１９年度予算概算要求額 百万円10
平成１８年度予算額 百万円8

７－４－Ⅰ 戦傷病者、戦没者遺族等 戦傷病者、戦没者遺族等に対する援護は、戦傷病者戦没者 【概要】 ③ －
に対して、援護年金の支給、療養の 遺族等援護法等に基づき迅速かつ適切に実施されており、ま 現行の施策は、目標達成に有効なものであり、この
給付等の援護を行うこと た、昭和館においても戦中・戦後の労苦を広く国民に継承し 施策を引き続き実施していくこととする。

ていることから、施策目標の達成に向けて進展があった。
【具体例】
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（継続）
・遺族等年金事業

平成 年度予算概算要求額 百万円19 44,180
平成 年度予算額 百万円18 47,036

・戦傷病者特別援護事業
平成 年予算概算要求額 百万円19 1,338
平成 年度予算額 百万円18 1,420

・昭和館運営事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 582
平成 年度予算額 百万円18 583

７－４－Ⅱ 戦没者の遺骨の収集等を 戦没者の遺骨収集の迅速かつ適切な実施や、慰霊巡拝、慰 【概要】 ③ －
行うことにより、戦没者遺族を慰藉 霊友好親善事業の着実な実施、慰霊碑の建立に係る現地政府 現行の施策は、目標達成に有効なものであり、この
すること との協議等により、戦没者遺族の慰藉という施策目標の達成 施策を引き続き実施していくこととする。

に向けて進展があった。
【具体例】
（継続）
・遺骨収集関連事業

平成 年度予算概算要求額 百万円19 242
平成 年度予算額 百万円18 244

・慰霊巡拝事業
平成 年予算概算要求額 百万円19 101
平成 年度予算額 百万円18 125

・ＤＮＡ鑑定事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 80
平成 年度予算額 百万円18 51

７－４－Ⅲ 中国残留邦人等の円滑な 中国残留邦人等に対する帰国援護、受入れ、定着・自立援 【概要】 ②・④ －
帰国を促進するとともに、永住帰国 護の適切な実施により 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進 現行の施策は、目標達成に有効なものであり、この、 、
者の自立を支援すること 永住帰国者の自立支援という施策目標の達成に向けて進展が 施策を引き続き実施していくこととし、その中で事業

あった。 の重点化を図る

【具体例】
（拡充要求）
・支援・交流センター事業

平成 年度予算概算要求額 百万円19 512
平成 年度予算額 百万円18 366

（縮小）
・定着促進センター及び自立研修センター事業

平成 年予算概算要求額 百万円19 555
平成 年度予算額 百万円18 668

（継続）
・帰国援護事業

平成 年度予算概算要求額 百万円19 172
平成 年度予算額 百万円18 196

７－４－Ⅳ 旧陸海軍に関する人事資 旧陸海軍に関する人事資料を適切に整備保管し、また、恩 【概要】 ③ －
料を適切に整備保管すること 給請求書について、３ヶ月以内に進達した割合（書類不備等 現行の施策は、目標達成に有効なものであり、この
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による返戻分を除く）が１００％を維持するなど、恩給の進 施策を引き続き実施していくこととする。
達業務が迅速かつ適切に行われており、旧陸海軍に関する人
事資料の適切な整備保管という施策目標の達成に向けて進展 【具体例】
があった。 （継続）

・人事関係資料整備事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 142
平成 年度予算額 百万円18 130

・ソ連抑留関係者資料整備事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 35
平成 年度予算額 百万円18 35

・旧軍関係諸規則の整備事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 15
平成 年度予算額 百万円18 15

８－１－Ⅰ 障害者の住まいや活動の 新障害者プランを踏まえ、国庫補助を通じてグループホー 【概要】 ③ －
場を整備すること ム、福祉ホーム及び授産施設の整備を効果的かつ効率的に実 評価結果を踏まえ、引き続き、地方公共団体の計画

施することにより、それぞれの整備量の目標値を着実に達成 等に基づき必要な体制整備の推進を図るため、要求を
しつつあり 「障害者の住まいや活動の場を確保すること」と 行うとともに、事業の統合を行うこととした。、
いう施策目標の達成に向けて進展があった。

ノーマライゼーションの理念の下、在宅サービスの整備を 【具体例】
図ることが重要となっており、グループホーム、福祉ホーム （継続）
及び授産施設について、障害者自立支援法に基づく施設・事 ・介護給付・訓練等給付費
業体系の再編等も視野に入れつつ、今後とも地域における計 平成 年度予算概算要求額 百万円19 441,140
画的な整備を進めていくことが必要である。 ※ 平成 年度予算要求では身体障害者通所授産18

施設、知的障害者通所授産施設等について、障害
者自立支援法の一部が 月 日施行であったた10 1
め、平成 年 月～ 月分の施設訓練等支援費18 3 9
として個別に予算要求されていたが、平成 年19
度予算概算要求では上記事業に統合された。

・地域生活支援事業費
平成 年度予算概算要求額 百万円の内数19 40,000
※ 平成 年度予算要求における障害者地域生活18

10 1推進事業費は 障害者自立支援法の一部が 月、
日施行であったことによる平成 年 月～ 月18 3 9
分であり、平成 年度予算概算要求では上記事19
業に統合された。

８－２－Ⅱ 施設・在宅両面にわたる 新障害者プランを踏まえ、国庫補助を通じてホームヘルパ 【概要】 ③ －
介護等のサービスが適切に提供され ーの確保並びにデイサービス及びショートステイの整備を効 政策評価の結果を踏まえ、引き続き、地方公共団体
る体制を整備すること 果的かつ効率的に実施することにより、それぞれの整備量の の計画等に基づき必要な体制整備の推進を図るため、

目標値を達成しており 「施設・在宅両面にわたる介護等のサ 要求を行うとともに、事業の統合を行うこととした。、
ービスが適切に提供される体制を整備すること」という施策
目標は概ね達成している。 【具体例】

ノーマライゼーションの理念の下、在宅サービスの整備を （継続）
図ることが重要となっており、障害者自立支援法に基づく施 ・介護給付・訓練等給付費
設・事業体系の再編等も視野に入れつつ、今後ともできる限 平成 年度予算概算要求額 百万円19 441,140
り在宅サービスの整備を推進することとしている。

・地域生活支援事業費
平成 年度予算概算要求額 百万円の内数19 40,000

８－３－Ⅰ 障害者が必要とする情報 障害者に対する情報提供については、多様化する障害者の 【概要】 ④ －
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や福祉用具等を十分に入手できる体制 ニーズに応え、様々な媒体を活用し、引き続き障害者の情報 今後とも、障害者のニーズを的確に捉えながら、当
、 、を整備すること 入手の機会やコミュニケーション手段の拡大を図っているほ 該施策を推進していくため 拡充要求を行うとともに

か、都道府県・市町村における前年度と同程度の手話通訳者 事業の見直しを行うこととした。
等の養成により、手話通訳の普及が効果的かつ効率的に行わ
れている。また、福祉用具については、障害者の自立促進、 【具体例】
介護者の負担軽減に資する福祉用具開発を効果的かつ効率的 （拡充要求）
に実施している。これらにより 「障害者が必要とする情報や ・手話通訳者養成・研修事業、
福祉用具等を十分に入手できる体制を整備すること 、ひいて 平成 年度予算概算要求額」 19
は「障害者の自己実現や社会参加を通じた生活の質の向上を 地域生活支援事業 百万円の内数40,000
進めること」という施策目標の達成に向けて進展があった。 平成 年度予算額18

障害者地域生活推進事業 百万円の内数4,500
地域生活支援事業 百万円の内数20,000

・手話奉仕員養成・研修事業
平成 年度予算概算要求額19

地域生活支援事業 百万円の内数40,000
平成 年度予算額18

障害者地域生活推進事業 百万円の内数4,500
地域生活支援事業 百万円の内数20,000

（継続）
・字幕入り映像ライブラリー等製作貸出事業

平成 年度予算概算要求額 百万円19 20
平成 年度予算額 百万円18 20

・点字図書製作貸出事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 63
平成 年度予算額 百万円18 63

・声の図書事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 29
平成 年度予算額 百万円18 29

・障害者情報ネットワーク運営事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 35
平成 年度予算額 百万円18 35

・福祉機器開発普及等事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 15
平成 年度予算額 百万円18 15

（実施方法の改善）
手話通訳者養成・研修事及び手話奉仕員養成・研修

事業について、地域生活支援事業の拡充要求を行うこ
ととした。

「ビデオカセットライブラリー等製作貸出事業」を
「字幕入り映像ライブラリー等製作貸出事業」に変更
し、ＤＶＤ等の映像媒体による対応を可能とした。

８－３－Ⅲ 障害者のスポーツ、芸術 障害者スポーツの普及を推進するため、国庫補助等を通じ 【概要】 ④ －
・文化活動を支援すること て障害者スポーツ大会の開催及び障害者スポーツ指導者の養 障害者スポーツ及び芸術・文化活動の振興に進展が

成に係る事業を効果的かつ効率的に実施しており、平成１７ あったことから、今後とも、当該施策を進展していく
年度においては、全国規模の大会が９２（対前年度８増 、ブ ため、拡充要求を行うこととした。）
ロック単位の大会が４２１（対前年度２４増）開催され、全
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国規模・ブロック単位のいずれの大会の開催数もおおむね例 【具体例】
年並みの水準を維持するとともに、障害者スポーツ指導者養 （拡充要求）
成数が同年度末で約２．６万人（対前年度約０．２万人増） ・ｽﾎﾟｰﾂ大会開催事業及びｽﾎﾟｰﾂ指導員養成事業
となった。 平成 年度予算概算要求額19

また、国庫補助を通じて障害者の芸術・文化活動を振興す 地域生活支援事業 百万円の内数40,000
るための事業を効果的かつ効率的に実施し、平成１５年度以 平成 年度予算額18
降、実施自治体数（実施都道府県数）は４０都道府県前後を 障害者地域生活推進事業 百万円の内数4,500
維持しており、平成１７年度においても３８都道府県（対前 地域生活支援事業 百万円の内数20,000
年度３減、全都道府県の約８割）で実施されている。

これらにより 「障害者のスポーツ、芸術・文化活動を支援 ・芸術・文化講座開催等事業、
すること 、ひいては「障害者の自己実現や社会参加を通じた 平成 年度予算概算要求額」 19
生活の質の向上を進めること」という施策目標の達成に向け 地域生活支援事業 百万円の内数40,000
て進展があった。 平成 年度予算額18

障害者地域生活推進事業 百万円の内数4,500
地域生活支援事業 百万円の内数20,000

（実施方法の改善）
地域生活支援事業は平成 年度 月施行であ18 10

り、平成 年度より平年度化。19

９－１－Ⅰ 持続可能な公的年金制度 公的年金制度については、①保険料水準固定方式の導入、 【概要】 ③ －
を構築すること ②給付水準を自動調整する仕組み（マクロ経済スライド）の 平成 年年金制度改正事項について、引き続き円16

導入、③基礎年金国庫負担割合の引上げ、④積立金の活用、 滑に実施していくこととした。
の４つを柱とする平成１６年年金制度改正により、長期的な 国際的な人的交流が活発化し、企業間の国際競争が
給付と負担の均衡が適切に保たれ、持続可能な制度とされた 激しさを増す中で、企業や個人の負担を軽減し、かつ
ところであり、当該改正事項も円滑に施行されている。 対日投資の促進につながる社会保障協定の締結を各国

年金積立金の運用については、国内債券を中心としつつ、 との間で進めていくことは喫緊の課題であることを踏
株式を一定程度組み入れた分散投資の考え方に基づき行って まえ、引き続き、現在交渉中のオーストラリア及びオ
いる。平成１７年度末の年金資金運用基金分の資産構成割合 ランダをはじめとする様々な国との協定締結を推進し
は、すべての資産クラスが移行ポートフォリオの乖離許容幅 ていくこととした。
の範囲に収まっており、積立金の管理・運用等が適切に行わ

（ 、 、れた。 年金積立金の運用については 平成 年 月より18 4
人的交流が活発で、経済団体等から社会保障協定の締結へ 年金積立金管理運用独立行政法人が行っているが、そ

、 。）の要望が強かったカナダとの間で、平成１７年度に当該協定 こにおいても 引き続き適切に管理することとした
を締結したことは、評価できる。

これらにより 持続可能な公的年金制度を構築すること 【具体例】、「 」、
ひいては「老後生活の経済的自立の基礎となる所得保障の充 （実施方法の改善）
実を図ること」という施策目標の達成及び公的年金制度に対 協定締結の一層の推進及び協定発効手続の迅速化を
する国民の信頼の確保に向けて進展があった。 図るため、社会保障協定実施のための従来の国別実施

特例法に代え、現在発効している協定及び将来のいず
れの国との協定にも対応可能な包括実施特例法を制定

、 。することとし 次期通常国会への提出を予定している

９－１－Ⅱ 公的年金制度の上乗せの 厚生年金基金については、加入員の老後の所得保障を確保 【概要】 ③ －
年金制度（企業年金等）の適正な運 する上で依然として重要な制度である。したがって、厚生年 評価結果を踏まえ、企業年金のポータビリティ（通
営を図ること 金基金が毎年行う財政検証に基づき、国において適切な掛金 算措置）の確保のための制度改正等の円滑な実施によ

の引上げ等の指導を行うとともに、指定基金制度等の厚生年 り、今後とも引き続き企業年金制度の着実な整備・普
金基金の財政安定化措置を活用することにより、財政の健全 及を図っていくこととする。

。 、化に向けた重点的かつ効率的な対応を行っている その結果
財務リスク等の抑制等を図る厚生年金基金の代行返上、解散 【具体例】
等の件数は、減少している状況にある。 （その他）

確定給付企業年金及び確定拠出年金については、制度創設 平成 年年金制度改正法により講じられた措置と16
以来順調に普及しており、これには、代行返上の導入、税制 して、
上の優遇措置、平成 年年金制度改正による確定拠出年金の ・厚生年金基金の免除保険料率の凍結解除、解散時16
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充実（中途引出し要件の緩和等 、企業年金のポータビリティ の特例措置）
の確保（年金通算措置）等の事業主や加入者の利便性を高め ・企業年金のポータビリティ（通算措置）の確保
るための措置等が大きな役割を果たしている さらに 平成 ・確定拠出年金の中途引き出し要件の緩和 等。 、 17

17 10 17年度に規約変更手続の簡素化等の規制緩和を実施したことに を実施 平成 年４月・ 月施行 し また 平成（ ） 、 、
より、制度運営における一層の負担軽減が図られた。 年度末に規約変更手続の簡素化等の規制緩和を実施し

これらにより 「公的年金制度の上乗せの年金制度（企業年 た。これらの事業主や加入者の利便性を高める制度改、
金等）の適正な運営を図ること 、ひいては「老後生活の経済 正を踏まえ、引き続き企業年金制度の着実な整備・普」
的自立の基礎となる所得保障の充実を図ること」という施策 及を図っていくこととする。
目標の達成に向けて進展があった。

１０－１－Ⅰ 国際労働機関が行う技 ILOやAPSDEPを通じた本事業は、国際機関の豊富なネットワ 【概要】 ③ －
術協力に対し積極的に協力すること ークと専門知識、ノウハウを活かすとともに、加盟国同士が 未だ社会基盤が脆弱であり、自立的で持続可能な開

相互に協力し合う仕組みを採ることにより、アジア太平洋地 発を行えずにいる開発途上国が多いことから、雇用・
域の雇用・労働分野における諸問題の解決に、幅広くかつ効 労働分野において地域経済の活性化に資する事業を優
率的に貢献している。 先し、またはそのための重点分野の絞り込み等も行い

ILOは計画期間に応じて、第３者機関等による中間評価、最 つつ、引き続き雇用・労働分野における支援を行って
終評価を行い、客観的な事業の評価を行い、より効率的かつ いくための経費を予算要求（平成 年度予算概算要19
効果的なプロジェクト運営が行われるよう積極的に取り組ん 求額 百万円 。220 ）
でいる。また、全体として、各国政府及び労使団体等により
高い評価を得ている。 【具体例】

APSDEPに関しても、平成 年度には、加盟国からのニーズ （実施方法の改善）16
を踏まえ「地域に立脚した訓練手法を用いた技能開発に関す 中核労働基準の促進のための普及啓発の効果をより
る専門家会合 を開催する等効果的な事業実施を図っている 高めるため、セミナー事業の対象国を精査して絞込む」 。

全体として、各国政府及び労使団体より高い評価を得てお とともに効率化を図る一方、中核的労働基準及びその
り、国際機関の活動に協力し、国際化時代にふさわしい厚生 関連テーマに対するフォローアップを充実させ、条約
労働行政を推進するという目標の達成に貢献しているものと 批准に対する取組み促進を図ることとした。
考えられ、目標の達成に向けて進展があった。

１０－１－Ⅱ ＡＰＥＣの人材養成分野 本事業は、開発途上国において経済成長の隘路となりかね 【概要】 ③ －
の活動に対し協力すること ない人材養成に資するものであり、また 域内の経済格 評価結果を踏まえ、引き続き を通じた人材APEC APEC

差を是正し、域内のダイナミズムを発展させるという観点か 養成分野における国際協力を着実に実施するために、
ら に対する協力として相応しいものである。 加 継続して実施する。APEC APEC
盟エコノミーや各参加者及び現地地域社会等から高い評価を
得ており、国際化時代に相応しい厚生労働行政を推進すると 【具体例】
いう目標の達成に貢献しているものと考えられ、目標の達成 （継続）
に向けて進展があった。 ・ 人材養成協力事業APEC

平成 年度概算要求額 百万円19 71
平成 年度予算額 百万円18 68

１０－２－Ⅰ 労働分野における人材 アジア・太平洋地域開発途上国における労使関係安定に資 【概要】 ③ －
育成のための技術協力を推進するこ するための人材開発・育成に対し、我が国の労使団体及び各 アジア・太平洋地域において、未だ自立的に持続可
と 国労使団体の自主的な協力を得て支援を行うことは、各対象 能な開発ができずにいる国々に対する研修事業等につ

国に対し、より実践的で細かいニーズに沿った事業を可能と いて、実施方法の改善を行いつつ、引き続き途上国に
するものであり、事業評価報告書による調査結果等で各国か おける中央政府の機能強化や人材育成をなお一層支援
ら高い評価を得ているプロジェクトがある。また、このよう していくための経費を予算要求（平成 年度予算概19
な事業等による継続的な支援により、日本企業の海外進出等 算要求額 百万円 。815 ）
に不可欠な人的ネットワークの構築及び最新情報の取得等の
メリットもある。全体として、労働分野における人材育成の 【具体例】
ための技術協力の推 （継続）
進を通じた国際協力の促進により国際社会に貢献しているも ・技能実習制度推進事業
の 平成 年度予算概算要求額 百万円19 248
と考えられ、目標の達成に向けて進展があった。 平成 年度予算額 百万円18 259

・技能評価システム移転促進事業
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平成 年度予算概算要求額 百万円19 226
平成 年度予算額 百万円18 239

・外国人留学生受入事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 159
平成 年度予算額 百万円18 163

１１－１－Ⅰ 国立試験研究機関等にお 国立試験研究機関等の機関評価については、各機関に外部 【概要】 ③ －
ける機関評価の適正かつ効果的な実 の専門家を構成員とする評価委員会を設置し継続的に開催し 今後とも各試験研究機関毎に、定期的に評価を行っ、
施を確保すること また、当該機関内の者の参加を認めていないことから、客観 ていき、ホームページ等により公表していく。

性・中立性の向上を保っている。また、機関全体の定期的な
評価は、少なくとも３年に１度実施している。さらに、評価
結果の公表等については、各機関が、評価結果を当該機関の
ホームページ等により公表している。以上より、おおむね施
策目標を達成したものと考えられる。

１１－１－Ⅱ 時代に合った研究機関 時代の要請に的確に対応した研究を推進するために、国立 【概要】 ③ －
の再編整備を行うこと 試験研究機関の重点整備・再構築を着実に進めている また 今後とも国立試験研究機関、大学、製薬業界等との。 、

その一環として、平成１７年度には独立行政法人医薬基盤研 共同研究など産学官の連携を推進できる運営の確保を
究所を設置し、メディカル・フロンティア戦略を効率的に進 図っていく。
めた。

今後も、国立試験研究機関、大学、製薬業界等との共同研
究など、産学官連携を推進できる運営の確保を図ることが適
当である。

１１－２－Ⅰ 厚生労働科学研究費補助 施策目標の達成に向けて進展があった。今後とも、厚生労 【概要】 ③ －
金の適正かつ効果的な実施を確保す 働科学研究費補助金について、原則的に研究課題の公募を行 評価結果を踏まえ、厚生労働科学研究費補助金のよ
ること い、優れた研究に対する助成を行うなど、より一層の充実を り一層の充実を図る観点から、対象となる研究事業を

図る。また、厚生労働科学研究推進事業による若手研究者育 必要に応じて見直しつつ、原則として研究課題の公募
成活用事業の継続的な実施・充実等により、今後の研究の中 を行い、優れた研究に対して助成等を行うとともに、
核を担う若手研究者を育成していく必要がある。さらに、今 研究の中核となる人材を育成するため、厚生労働科学
後とも厚生労働科学研究費補助金による研究の成果を国立保 研究推進事業として、若手研究者を対象研究事業を行
健医療科学院の設置するデータベース上に搭載し公開するこ う海外その他の研究機関に派遣すること等を内容とす
とにより、厚生労働科学研究を効果的・効率的に推進してい る若手研究者育成活用事業を引き続き実施することと
く必要がある。 した。

また、引き続き厚生労働科学研究費補助金による研
究の成果を国立保健医療科学院の設置するデータベー
ス上に着実に搭載し、広く一般公開することとした。

【具体例】
（継続）
・厚生労働科学研究費補助金

平成 年度予算概算要求額 百万円19 51,985
平成 年度予算額 百万円18 42,790

・若手研究者育成活用事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 2,425
平成 年度予算額 百万円18 2,073

・電子図書館事業
平成 年度予算概算要求額 百万円19 54
平成 年度予算額 百万円18 47

１１－３－Ⅰ 倫理指針の適正な運用を 厚生労働科学研究費補助金における研究に関する指針遵守 【概要】 ③ －
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確保すること の条件違反による交付決定取消件数は０件であること また 引き続き倫理指針の遵守を厚生労働科学研究費補助、 、
遺伝子治療臨床研究に関する指針の違反に対する文書指摘件 金の交付要件として求める。
数は平成１６年度では１件あったものの平成１７年度では０
件となり、指針周知の改善が図られたことから、目標達成に 【具体例】
向けて進展があった。 （予算以外への反映）

今後とも適正な研究が行われるよう、引き続き倫理指針に 平成 年度厚生労働科学研究費補助金公募要項に19
ついて周知を図っていく必要がある。 おいて、昨年度と同様に倫理指針を遵守すべきこと、

違反等の場合は補助金の取り消し等を行うことがある
ことを記載し注意喚起を図るとともに、新たに指針の
遵守状況の調査を行うことがあることを盛り込んだ。

１２－１ 厚生労働省電子政府構築計 ３，５２５手続について２４時間３６５日オンライン利用 【概要】 ③ －
画等を推進すること を可能とするとともに、各種イベント等を活用した積極的な 評価結果を踏まえ、国民の利便性及びサービスのさ

周知・広報などに取り組むことにより厚生労働省電子申請・ らなる向上に資するため、国民からの申請・届出を処
届出システムの利用件数が平成１６年度の２倍以上となり、 理するシステムを運用するための経費等を要求するこ
国民の利便性、サービスの向上に資することができた。 ととした。

【具体例】
（継続）
・電子政府を推進すること
（国民生活の利便性の向上に関わるＩＴ化を推進す

ること）
平成 年度予算概算要求額 百万円19 1,422
平成 年度予算額 百万円18 1,723

※ 実績評価書については、平成１８年７月３１日付けで総務省あて送付している。
※ 評価結果の平成 年度予算概算要求等への反映状況欄の「 具体例 」のうち予算に係るものについては、政策増減によらない額の増減等を含むものがある。19 【 】
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＜継続事業に関する事業評価書（事後）＞

概算要求への反映欄、機構・定員要求への反映欄の記号については、以下の通り。

〔概算要求への反映〕
評価結果を踏まえ、平成１９年度予算概算要求への反映を行った場合には「○」を、そうでない場合には「－」を付した。

〔機構・定員要求への反映〕
評価結果を踏まえ、機構・定員要求への反映を行った場合には「○」を、そうでない場合には「－」を付した。

政策評価の結果の政策への反映状況
政策（事業）の名称 政策評価の結果の概要

機構・定員評価結果の平成１９年度予算 概算要求
要求への反映概算要求等への反映状況 への反映

地域医療連携のための電子カルテシス 本事業は、地域において中心的役割を果たしている医療機 評価結果を踏まえ、地域診療情報連携推進事業を継 ○ －
テム導入補助事業 関と周辺の医療機関が、医療情報ネットワークを構築し、患 続することとした。
（１－３－Ⅰ） 者の診療情報を共有すること等によって、質が高く効率的な

チーム医療・グループ診療の実践が可能な地域医療連携体制 平成 年度予算概算要求額 百万円19 229
の構築を図るため、当該補助事業により、電子カルテの導入 平成 年度予算額 百万円18 229
の推進を図るものである。

電子カルテシステムによる業務効率化の利点の低い中小の
医療機関の導入費用負担軽減が行える事、地域における医療
機関間の連携がスムーズに行える等の利点があり、これによ
り電子カルテシステムの普及と地域医療連携がより一層図ら
れるものと期待されている。

国立がんセンターにおけるがん予防・ 本事業は、がん等について、地域医療との連携を重視しつ 評価結果を踏まえ、国立がんセンターにおけるがん ○ －
検診研究センターの開設 つ、先端科学の研究を重点的に振興するとともに、その成果 予防・検診研究センターの運営事業を継続することと
（１－４－Ⅰ） を活用し、予防と治療成績の向上を目的としたメディカル・ した。

フロンティア戦略に基づき、がん対策の充実の一環として、
がん予防・検診研究センターを開設し、がんの発生を予防す 平成 年度予算概算要求額 百万円19 600
る研究や、がんを早期発見するための新たな検診法の開発等 平成 年度予算額 百万円18 702
により、( ) 国立がんセンターにおける新たながん予防のた1
めの最新の検診技法の研究開発 ( ) 最新の検診技術による標2
準的ながん検診手法の確立及び全国への技術移転等、を推進
するものである。

がん予防・検診研究センターにおいて引き続き研究が推進
されることにより、がん予防のための先端的検診技法の研究
開発、最新検診技術による標準的ながん検診手法の確立及び
全国への技術移転などが進み、最終的には国民の健康寿命の
延伸につながるものと期待されている。

老人医療費適正化推進事業 本事業は、老人医療費の伸びを適正化するため 「老人医療 評価結果を踏まえ、老人医療費適正化推進事業を継 ○ －、
（１－１１－Ⅰ） 費の伸びを適正化するための指針 （平成１５年９月１１日厚 続することとした。」

生労働省告示第３０５号）に基づき、都道府県及び市町村が
取り組む適正化の推進のための事業に対して助成等を行うも 平成 年度予算概算要求額 百万円19 3,465
のである。本事業により、都道府県等において各地域の老人 平成 年度予算額 百万円18 4,262
医療費の地域格差の分析を行うとともに、その結果を踏まえ
た施策（健康づくり・疾病予防等の推進、高齢者の心身の特
性を踏まえた適切かつ効率的な医療の提供、適正な受診の促
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進等）に取り組んできた結果、平成１５年度においては、老
人医療費の伸び率がマイナス０．７％となっており、今後と

、 、 、も 本事業の実施により 都道府県と市町村が連携・協力し
分析を通じて把握された地域の実情を踏まえた施策を推進す
ることにより、老人医療費の伸びの適正化に向けて、更なる
効果が上がることが期待される。

フリーター等若年者のキャリア形成支 フリーター等若年者が職業意識を高め、適職選択やキャリ 評価結果を踏まえ 「ヤングジョブスポット」の設 ○ －、
援機能の強化 ア形成を促すため フリーター等若年者が集中する都市に ヤ 置により、引き続き若年者のキャリア形成支援を行う、 「
（５－１－Ⅰ） ングジョブスポット」を開設（全国１４カ所）し、支援対象 こととした。

者同士が職業に関する情報交換を行える場の提供等により、
若年者のキャリア形成支援を行う。 運営費交付金による事業であるため、事業ごとの

年々来所者数が増えていること及び来所者への行動変容に 内訳はない。
焦点を当てたアンケート調査の結果によれば、80％以上がよ
り就職に結びつく方向に変化していることから、効果があっ
たものと考えられ、今後見込まれる効果として、若年者個人
のキャリア形成の向上により、職業能力の開発・向上が促進
され、その結果、職業能力のミスマッチが解消されることに
よる、若年者の雇用の安定・拡大が図られる。

求人、新規学卒者等の求める能力の明 能力要件明確化アドバイザーを公共職業安定所及び雇用・ 平成 年度においても、平成 年度に引き続き実 ○ －19 18
確化の促進 能力開発機構都道府県センターに配置し、求人の職業能力要 施するものとし、早期再就職の促進を図ることとして
（５－１－Ⅰ） 件を明確化したうえで求職者はその情報を提供するとともに いる。、

求人者のニーズに即し、求職者の個々人の能力・適性等に応
じた訓練コースのコーディネート等を実施する。 運営費交付金による事業であるため、事業ごとの

能力要件明確化アドバイザーの相談件数は、平成 年度に 内訳はない。17
おいては、事業開始年度である平成 年度の２倍以上の伸び15
を示しており、一定のニーズには対応し、政策効果があった
ものと考えられ、また 「訓練コースの設定数」も着実な伸び、
を示していることからも、本事業が効果を上げていることが
検証され、能力要件明確化アドバイザーの相談とあわせて求
職者の早期再就職に寄与したものと考えられる。

児童ふれあい交流促進事業 本事業は、親子のふれあい、様々な人との出会い、地域の 評価結果を踏まえ、児童ふれあい交流促進事業を継 ○ －
（６－５） 仲間づくりを促進するため、市町村において児童館等を活用 続することとした。

し （１）年長児童の赤ちゃん出会い・ふれあい・交流事業、、
（２）中・高校生居場所づくり推進事業 （３）絵本の読み聞 平成 年度予算概算要求額 百万円、 19 280
かせ事業（親が子どもに読み聞かせを行うための講習会の実 平成 年度予算額 百万円18 280

）、（ ） 、（ ） 、施 ４ 親と子の食事セミナー事業 ５ 巡回児童館事業
を実施する。本事業が多くの市町村で取り組まれることによ
り、年長児童の健全育成を図るとともに、将来の子育ての貴
重な予備体験となり、また、育児不安を原因とする虐待の予
防にも資することが期待される。実際に、本事業により乳幼
児とのふれあいを体験した年長児童が、小さい子どもに対し
て肯定的な印象をうけたり、本事業後も各自で交流を続けて
いるなどのケースがある

食育等推進事業 本事業は 子どもの栄養改善と食を通じた心の健全育成 食 評価結果を踏まえ、継続して予算要求を行うことと ○ －、 （「
（６－７） 育 、思いやりのある行動がとれるようにし、望まない妊娠 した。」）

をなくすための性に関する理解の促進（ 性育 、安全で快適「 」）
なお産（ いいお産 ）に関する知識の普及を図るための、先 ・次世代育成支援対策交付金「 」
駆的・モデル的事業に対し補助を実施するものである。本事 平成 年度予算概算要求額 百万円の内数19 44,000
業により、食育や十代の人工妊娠中絶の予防対策等に取り組 平成 年度予算額 百万円の内数18 33,956
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む自治体が多くなってきており、子どもの食を通じた健全育
成や思春期やせ等の防止、人工妊娠中絶の減少、満足できる
お産の実現については、指標上も改善の傾向が見られる。今
後も、これらの取組を継続的に行うことにより、健やかに子
どもを産み育てることできる基盤づくりといった少子化対策
としての効果も期待できる。

特定事業推進モデル事業 母子家庭の特有の事情（子育てと生計の担い手という二重の 評価結果を踏まえ、特定事業推進モデル事業を継続 ○ －
（６－８－Ⅱ） 負担）を考慮した在宅就業を促進する観点から、母子家庭の することとした。

母の就業の機会を創出できる可能性の高い先駆的な事業（必
要な高度機能訓練）を自治体において実施するとともに、事 ・母子家庭等対策総合支援事業
業の円滑な実施のためのサポート体制を整備し、全国的な展 平成 年度予算概算要求額 百万円の内数19 2,146
開を目視するモデル事業を実施する。本事業の実施により、 平成 年度予算額 百万円の内数18 1,884
実施自治体において在宅就業事業が創設され、データ入力な
どの在宅就業による母子家庭の母の就業が確保され、あわせ
てそのスキルアップが効率的に図られた。また、子育てと生
計の担い手という二重の負担を抱えた母子家庭の母の就業支
援が今後も期待できるため、引き続き当該事業を実施する必
要がある。

要介護認定実態調査事業 本事業は、市町村における要介護認定の実態、特に、平成 本事業は、新たな要介護認定手法の導入等によって ○ －
（９－４－Ⅰ） １８年４月施行の介護保険制度改正に伴い導入された新たな 市町村における実態を調査、検証する必要があるとき

要介護認定手法（状態の維持・改善可能性に係る審査判定の 所要の予算を要求するものであり、平成 年度は予19
導入等）による要介護認定が適切に実施されているかを調査 算概算要求を行わず、休止することとした。
・把握し、その適正化・平準化の観点から検証を行い、得ら
れた結果について、二次判定指標の作成の検討や、認定調査 平成 年度予算額 百万円18 43
マニュアル等の研修資料、介護認定審査会運営要綱等の通知
等の作成に反映させることで、二次判定による要介護度の変
更割合に係る地域差を是正し、もって要介護認定の客観性を
確保することを目的とするものである。本事業により、事例
の解釈を共通化し、二次判定による要介護度の変更割合に係
る地域差が是正され、もって要介護認定の客観性を担保して
いるところであり（平成１８年７月末現在の報告データによ
ると、平成１５年度から平成１８年度にかけて、例えば、重
度変更率については２．８％の減少が見られている 、ひい。）
ては介護保険制度の信頼性を高めつつ、その持続可能性を担
保することが可能となっている。

介護認定平準化研修事業 本事業は、介護認定審査会委員長、合議体の長及びこれに 評価結果を踏まえ、介護認定平準化研修事業を継続 ○ －
（９－４－Ⅰ） 準ずる委員並びに市町村職員を対象に、審査判定が困難な事 することとした。

例における審査会の進め方、事例の考え方等に関する研修を
実施し、当該研修において、審査会の運営方法の確認、審査 平成 年度予算概算要求額 百万円19 44
判定に迷う事例の検討等を行うことで、二次判定による要介 平成 年度予算額 百万円18 43
護度の変更割合に係る地域差を是正し、もって要介護認定の
客観性を確保するものである。本事業により、事例の解釈を
共通化し、二次判定による要介護度の変更割合に係る地域差
が是正され、もって要介護認定の客観性を確保しているとこ
ろであり（平成１８年７月末現在の報告データによると、平
成１５年度から平成１８年度にかけて、例えば、重度変更率
については２．８％の減少が見られている 、ひいては介護。）
保険制度の信頼性を高めつつ、その持続可能性を担保するこ
とが可能となっていることから、今後とも、引き続き本事業
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を実施することで、更なる効果の発現が見込まれる。

難治性疾患克服研究費 本事業は、患者数が少なく、原因不明で、有効な治療法が 評価結果を踏まえ、難治性疾患克服研究事業を継続 ○ －
（１１ー２－Ⅰ） 無く、長期にわたる生活への支障を来す疾患について対象疾 することとした。

患（現在１２１疾患）としたうえで、研究班を選定し、重点
的・効率的に研究を行うことにより、病状の進行の阻止、機 平成 年度予算概算要求額 百万円19 2,572
能回復・再生を目指した画期的な診断・治療法の開発を行う 平成 年度予算額 百万円18 2,398
とともに、地域における難病患者のＱＯＬ（ (生quality of life
活の質)）の向上を目的とした研究を推進するものである。

診断方法や対症療法の開発については一定の成果が得られ
たところであるが、難治性疾患の根治に至る治療法の開発に
ついてはなお課題であり、引き続き事業を推進していく必要
がある。研究を促進することにより今後さらなる診断・治療
法の開発及び地域における難病患者のＱＯＬの向上が見込ま
れる。

電子入札システムの導入 本事業は、厚生労働省調達に係る国内外企業の入札参加機 政策評価の評価結果を踏まえ、電子入札システムの ○ －
（１２－１） 会の拡大、競争性の向上並びに企業の負担軽減と行政事務の 一層の活用促進を図ることとし、引き続き当該システ

簡素合理化を図るため、インターネット技術を活用した電子 ムに係る経費について予算要求することとした。
入札システムの導入を図ったものである。本事業の実施によ
り、平成１６年度までに１５９機関でシステムが導入され、 ・電子入札システム管理・運営等経費
より多くの企業が電子入札に参加する機会を得ることができ 平成 年度予算概算要求額 百万円19 289
るようになったと考えられる。また、企業側の移動コストの 平成 年度予算額 百万円18 192
低減や、容易な入札への参加が可能となることから、企業間
の競争性の向上が図られ、全体的な調達コストの低減に寄与
したものと考えられる。今後とも運用コスト分も含め、本事
業を実施していく必要がある。

※ 継続事業に関する事業評価書については、平成１８年８月３１日付けで総務省あて送付している。
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＜個別公共事業に関する事業評価（再評価）＞

事 業 名 政策評価の結果の概要 政策評価の結果の政策への反映状況

簡易水道等施設整備事業 必要性 効率性 有効性等の観点から総合的に評価を行った 地区を継続し、 地区を中止する。、 、 。 27 1
評価の対象となる１４３地区について評価を実施したとこ

水道水源開発等施設整備事業 ろ、中止とした地区が７地区、継続すべきとした地区が１３６ 地区を継続し、 地区を中止する。106 6
地区となった。

水道水源開発施設整備事業 地区を継続する。3

計 地区のうち、 地区を継続し、 地区を中止する。143 136 7

※ 個別公共事業に関する事業評価（再評価）書については、平成１８年４月２６日付けで総務省あて送付している。

＜研究事業に関する事業評価（事後評価）＞

番号 研究分野等（研究課題数） 政策評価の結果の概要 評価評価の結果の政策への反映状況

Ⅰ 行政政策研究分野 研究成果は学術誌に掲載されているとともに、行政的課題の 計 件につき、今後同種の政策の企画立案や次期研究開発課題の実施に際し反325
解決に役立っている。 映する予定。

１ 行政政策研究（３５） 行政的要請に応じて分類した４つの研究分野について、それ
ぞれ要請されている要素を明確に整理して、それぞれの領域で

２ 厚生労働科学特別研究（２６） 行政的に「必要な」研究課題の公募がなされている。
また、研究班を構成する研究者等の協力により広範な症例が

Ⅱ 厚生科学基盤研究分野 収集されるなど、研究は効率的に実施されているとともに、保
健医療福祉の現場にある実践者の積極的な協力が保健医療福祉

３ 先端的基盤開発研究（６） 分野の現状把握と課題の解決に大きな役割を果たしている。
併せて、限られた予算の中で、必要性、緊急性が高く、予算的

４ 臨床応用基盤研究（３） にも効率的な研究課題が採択され、研究が実施されているとと
もに、評価方法についても適切に評価され、各研究事業の評価

Ⅲ 疾病・障害対策研究分野 委員会における評価委員がその分野の最新の知見に照らした
評価を行い、その結果のもとに研究費が配分されている。

５ 長寿科学総合研究（４３）

６ 子ども家庭総合研究（１４）

（ ）７ 第３次対がん総合戦略研究 １７

８ 循環器疾患総合研究（１）

９ 障害関連研究（９）

１０ エイズ・肝炎・新興再興感染症
研究（４３）

１１ 免疫アレルギー疾患予防・治療研
究（７）
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１２ こころの健康科学研究（１６）

１３ 難治性疾患克服研究（６）

Ⅳ 健康安全確保総合研究分野

１４ 創薬等ヒューマンサイエンス総合
研究（１０）

１５ 医療技術評価総合研究（２２）

１６ 労働安全衛生総合研究（４）

１７ 食品医薬品等リスク分析研究
（４２）

１８ 健康科学総合研究（２１）

※ 研究事業に関する事業評価書（事後評価）については、平成１８年８月３１日付けで総務省あて送付している。
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＜公益法人関連事業評価（事後評価）＞

評価対象（事業）の名称 政策評価の結果の概要 政策評価の結果の政策への反映状況

委託・推薦等に係る事務・事業

７ 免許試験の実施に関する業務 （事業内容 【委託】 労働者の安全と健康を確保するため、引）
の代行業務 労働安全衛生法では、事業場における労働者の安全と健康を確保するため、厚生労 き続き、免許試験の実施により労働者の安

働省令で定める危険有害業務における一般の労働者の就業を禁止しており、労働者に 全と健康を確保することは必要であるとと
※関連公益法人名 免許を交付することによって、禁止を解除しているところである。当該免許事務の実 もに、指定機関が免許試験事務を実施する
（財）安全衛生技術試験協会 施に関しては、厚生労働大臣の指定を受けた（財）安全衛生技術試験協会が業務を代 ことで、制度の円滑な運用を図っていく。

行している。

（必要性、効率性、有効性等の分析）
労働安全衛生法では、事業場における労働者の安全と健康を確保するため、国は危険
有害業務における一般の労働者の就業を禁止し、免許を交付することで当該業務に係
る制限を解除しており、免許試験を実施することにより、当該業務に就くために必要
な能力を担保する必要がある。

免許試験については、全国斉一的に適正かつ確実に実施する必要があるが、行政事
務の効率的運営の観点から、その遂行能力のある法人を指定し、事務の代行を行わせ
ることとしている。また （財）安全衛生技術試験協会は、労働安全衛生に関する知見、
及び普及に関する実績等があることから、試験事務の適正かつ効率的な実施に最も適
当な主体である。

８ 労働安全・衛生コンサルタン （事業内容 【委託】 労働者の安全と健康を確保するため、引）
ト試験の実施に関する代行業務 労働安全衛生法では、事業場における労働者の安全と健康を確保するため、事業場 き続き、労働安全コンサルタント及び労働

の安全及び衛生についての診断及びこれに基づく指導を行うことを業とする労働安全 衛生コンサルタント試験の実施により労働
※関連公益法人名 コンサルタント又は労働衛生コンサルタントの試験について規定している。当該試験 者の安全と健康を確保することは必要であ
（財）安全衛生技術試験協会 の実施に関する事務（合格者の決定に関する事務を除く）に関しては、厚生労働大臣 るとともに、指定機関が試験事務を実施す

、 。の指定を受けた（財）安全衛生技術試験協会が業務を代行している。 ることで 制度の円滑な運用を図っていく

（必要性、効率性、有効性等の分析）
労働安全衛生法では、労働安全コンサルタント又は労働衛生コンサルタントは、事

業場における労働者の安全と健康を確保するため、事業場の安全又は衛生についての
診断及びこれに基づく指導を行うこととしている。この場合、診断や指導の内容が不

。 、適切であると労働災害防止にとって望ましくない結果を生じさせかねない このため
労働安全コンサルタント及び労働衛生コンサルタントには、診断や指導をなし得るだ
けの高度な専門知識・経験が求められ、国家試験によってその能力を担保する必要が
ある。

試験事務については、全国斉一的に適正かつ確実に実施する必要があるが、行政事
務の効率的運営の観点から、その遂行能力のある法人を指定し、事務の代行を行わせ
ることとしている。また （財）安全衛生技術試験協会は、労働安全衛生に関する知見、
及び普及に関する実績等があることから、試験事務の適性かつ効率的な実施に最も適
当な主体である。

９ 労働安全・衛生コンサルタン （事業内容 【委託】 労働者の安全と健康を確保するため、引）
トの登録の代行業務 労働安全衛生法では、事業場における労働者の安全と健康を確保するため、事業場 き続き、労働安全コンサルタント及び労働

の安全又は衛生についての診断及びこれに基づく指導を行うことを業とする労働安全 衛生コンサルタント資格者の登録により資
※関連公益法人名 コンサルタント又は労働衛生コンサルタントについて規定している。当該資格を有す 質の確保は必要であるとともに、指定機関
（社）日本労働安全衛生コンサル る者の登録に関する事務に関しては、厚生労働大臣の指定を受けた（社）日本労働安 が登録事務を実施することで、制度の円滑
タント会 全衛生コンサルタント会が代行している。 な運用を図っていく。
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（必要性、効率性、有効性等の分析）
労働安全衛生法では、労働安全コンサルタント又は労働衛生コンサルタントは、事

業場における労働者の安全と健康を確保するため、事業場の安全又は衛生についての
診断及びこれに基づく指導を行うこととしている。この場合、診断や指導の内容が不

。 、適切であると労働災害防止にとって望ましくない結果を生じさせかねない このため
労働安全コンサルタント又は労働衛生コンサルタントには、診断や指導をなし得るだ
けの高度な専門知識・経験が求められ、登録制度によってその能力を公証する必要が
ある。

登録事務については、全国斉一的に適正かつ確実な実施を行う必要があるが、行政
事務の効率的運営の観点からも、その遂行能力のある法人を指定し、登録事務の代行
を行わせることとしている。また （社）日本労働安全衛生コンサルタント会は、労働、
安全コンサルタント及び労働衛生コンサルタントに対する専門知識等の普及啓発に関

、 。する実績があることから 登録事務の適正かつ効率的な実施に最も適当な主体である

１０ 作業環境測定士試験の代行 （事業内容 【委託】 労働者の安全と健康を確保するため、引）
業務 作業環境測定法では、労働者の安全と健康を確保するため、一定の有害な業務を行 き続き、作業環境測定士試験の実施により

う事業場について適正な作業環境を確保するため作業環境測定を実施することを業と その資質を確保することが必要であるとと
※関連公益法人名 する作業環境測定士の試験について規定している。当該試験の実施に関する事務に関 もに、指定機関が試験事務を実施すること
（財）安全衛生技術試験協会 しては、厚生労働大臣の指定を受けた（財）安全衛生技術試験協会が業務を代行して で、制度の円滑な運用を図っていく。

いる。

（必要性、効率性、有効性等の分析）
作業環境測定法では、作業環境測定士は、一定の有害な業務を行う事業場について

適正な作業環境を確保するため作業環境測定を行うこととしている。この場合、作業
環境測定が不適切であると事業場における作業環境管理に望ましくない結果を生じさ
せかねない。このため、作業環境測定士には、デザイン、サンプリング及び分析を行
うだけの高度な専門知識・経験が求められ、国家試験によってその能力を担保する必
要がある。

試験事務については、全国斉一的に適正かつ確実に実施する必要があるが、行政事
務の効率的運営の観点から、その遂行能力のある法人を指定し、事務の代行を行わせ
ることとしている。また （財）安全衛生技術試験協会は、作業環境管理に関する知見、
及び普及に関する実績等があることから、試験事務の適正かつ効率的な実施に最も適
当な主体である。

１１ 作業環境測定士の登録の代 （事業内容 【委託】 労働者の安全と健康を確保するため、引）
行業務 作業環境測定法では、労働者の安全と健康を確保するため、一定の有害な業務を行 き続き、作業環境測定士資格者の登録によ

う事業場について適正な作業環境を確保するため作業環境測定を実施することを業と りその資質を確保することが必要であると
する作業環境測定士について規定している。当該資格を有する者の登録に関する事務 ともに、指定登録機関が登録事務を実施す

、 。※関連公益法人名 に関しては、厚生労働大臣の指定を受けた（社）日本作業環境測定協会が業務を代行 ることで 制度の円滑な運用を図っていく
（社）日本作業環境測定協会 している。

（必要性、効率性、有効性等の分析）
作業環境測定法では、作業環境測定士は、一定の有害な業務を行う事業場について

適正な作業環境を確保するため作業環境測定を行うこととしている。この場合、作業
環境測定が不適切であると事業場における作業環境管理に望ましくない結果を生じさ
せかねない。このため、作業環境測定士には、デザイン、サンプリング及び分析を行
うだけの高度な専門知識・経験が求められ、登録制度によってその能力を公証する必
要がある。

登録事務については、全国斉一的に適正かつ確実な実施を行う必要があるが、行政
事務の効率的運営の観点からも、その遂行能力のある法人を指定し、登録事務の代行
を行わせることとしている。また （社）日本作業環境測定協会は、作業環境測定士に、
対する専門知識等の普及啓発に関する実績があることから、登録事務の適正かつ効率
的な実施に最も適当な主体である。
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１２ 作業環境測定士試験合格者 （事業内容 【推薦】 労働者の安全と健康を確保するため、引）
等に対する講習の業務 作業環境測定法では、労働者の安全と健康を確保するため、一定の有害な業務を行 き続き、作業環境測定士に対する講習を実

う事業場について適正な作業環境を確保するため作業環境測定を実施することを業と 施することによりその資質を確保すること
※関連公益法人名 する作業環境測定士について規定している。当該資格を取得するためには、作業環境 は必要であるとともに、登録講習機関が講
（社）日本作業環境測定協会 測定士試験に合格し講習を受けなければならず、当該講習の実施に当たっては、厚生 習を実施することで、制度の円滑な運用を
他４法人 労働大臣又は都道府県労働局長の登録を受けた（社）日本作業環境測定協会他４法人 図っていく。

が業務を代行している。

（必要性、効率性、有効性等の分析）
作業環境測定法では、作業環境測定士は、一定の有害な業務を行う事業場について

適正な作業環境を確保するため作業環境測定を行うこととしている。この場合、作業
環境測定が不適切であると事業場における作業環境管理に望ましくない結果を生じさ
せかねない。このため、作業環境測定士には、デザイン、サンプリング及び分析を行
うだけの高度な専門知識・経験が求められ、国家試験及びその後の講習によってその
能力を担保する必要がある。

また 「公益法人に対する行政関与の在り方の改革実施計画 （平成１４年３月２９、 」
日閣議決定）を受けて、労働安全衛生法第４６条等で登録基準を明確化し、登録要件
に該当する機関において適切且つ効率的な講習を行っている。

１３ あん摩マッサージ指圧師・ （事業内容 【委託】 あん摩マッサージ指圧師、はり師及びき）
はり師・きゅう師試験 あん摩、マッサージ若しくは指圧、はり又はきゅうの業務は、医師以外の者につい ゅう師に係る試験の実施並びに名簿登録事

あん摩マッサージ指圧師・は ては あん摩マツサージ指圧師 はり師 きゆう師等に関する法律により それぞれ 業は、あん摩マッサージ指圧師、はり師及、 、 、 、 、
り師・きゅう師名簿の登録 あん摩マッサージ指圧師試験、はり師試験又はきゅう師試験に合格してあん摩マッサ びきゅう師制度の適正な運営のため、欠く

、ージ指圧師名簿、はり師名簿又はきゅう師名簿に登録された者のみが行えることとな ことのできない必要なものであることから
っている。 当該事業は今後とも継続して実施すること

※関連公益法人名 また、同法において、当該試験の実施及び名簿の登録については、厚生労働大臣の とする。
（財）東洋療法研修試験財団 指定を受けた法人に委託できることとしている また、当該事業を効率的に実施する観点。

から、引き続き、一定要件を満たす法人に
（必要性、効率性、有効性等の分析） 委託することとする。

あん摩マッサージ指圧師、はり師及びきゅう師の業務は、人の身体の安全に関わる
重要なものであることから、資格の取得に当たって試験を課し、免許取得者について
一定の資質を担保することが必要である。

175,000また、あん摩マッサージ指圧師、はり師及びきゅう師は、それぞれ現在約
人、約 人、約 人の免許取得者がおり、その情報を一体的・効率的に管128,000 127,000

、 、 。理する観点から 免許取得者の名簿を作成し 適正に管理していくことが必要である
これらの事業については、高い公益性が求められるため、本来的には国が行うこと

が望ましいが、これをすべて国が実施することには相当程度の負担が伴い、行政の効
率化に反することから、公益性が高く、人員や組織の面で一定の要件を満たす法人を
厚生労働大臣が指定して当該事業を委託することにより、効率的な運営が図られてい
るところである。

１４ 柔道整復師試験 （事業内容 【委託】 柔道整復師に係る試験の実施及び名簿登）
柔道整復師名簿の登録 柔道整復の業務は、医師以外の者については、柔道整復師法により、柔道整復師試 録事業は、柔道整復師制度の適正な運営の

験に合格して柔道整復師名簿に登録された者のみが行えることとなっている。 ため、欠くことのできない必要なものであ
※関連公益法人名 また、同法において、当該試験の実施及び名簿の登録については、厚生労働大臣の ることから、当該事業は今後とも継続して
（財）柔道整復研修試験財団 指定を受けた法人に委託できることとしている 実施することとする。。

また、当該事業を効率的に実施する観点
（必要性、効率性、有効性等の分析） から、引き続き、一定要件を満たす法人に

柔道整復師の業務は、人の身体の安全に関わる重要なものであることから、資格の 委託することとする。
取得に当たって試験を課し、免許取得者について一定の資質を担保することが必要で
ある。

また、現在約 人の免許取得者の情報を一体的・効率的に管理する観点から、49,000
免許取得者の名簿を作成し、適正に管理していくことが必要である。
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これらの事業については、高い公益性が求められるため、本来的には国が行うことが
、 、望ましいが 試験及び名簿登録をすべて国が実施することには相当程度の負担が伴い

行政の効率化に反することから、公益性が高く、人員や組織の面で一定の要件を満た
す法人を厚生労働大臣が指定して当該事業を委託することにより、効率的な運営が図
られているところである。

１５ 言語聴覚士国家試験 （事業内容 【委託】 言語聴覚士に係る試験の実施及び名簿登）
言語聴覚士名簿の登録 言語聴覚士とは、厚生労働大臣の免許を受けて、言語聴覚士の名称を用いて、音声 録事業は、言語聴覚士制度の適正な運営の

機能、言語機能又は聴覚に障害のある者についてその機能の維持向上を図るため、言 ため、欠くことのできない必要なものであ
語訓練その他の訓練、これに必要な検査及び助言、指導その他の援助を行うことを業 ることから、当該事業は今後とも継続して

※関連公益法人名 とする者であり、免許の取得に当たっては、言語聴覚士国家試験への合格及び言語聴 実施することとする。
（財）医療研修推進財団 覚士名簿への登録が必要となっている。 また、当該事業を効率的に実施する観点

また、当該試験の実施及び名簿の登録については、厚生労働大臣の指定を受けた法 から、引き続き、一定要件を満たす法人に
人に委託できることとしている 委託することとする。。

（必要性、効率性、有効性等の分析）
言語聴覚士の業務は、人の生命、身体の安全に関わる重要なものであることから、

資格の取得に当たって試験を課し、免許取得者について一定の資質を担保することが
必要である。

また、現在約 人の免許取得者の情報を一体的・効率的に管理する観点から、9,900
免許取得者の名簿を作成し、適正に管理していくことが必要である。
これらの事業については、高い公益性が求められるため、本来的には国が行うことが

、 、望ましいが 試験及び名簿登録をすべて国が実施することには相当程度の負担が伴い
行政の効率化に反することから、公益性が高く、人員や組織の面で一定の要件を満た
す法人を厚生労働大臣が指定して当該事業を委託することにより、効率的な運営が図
られているところである。

１６ 義肢装具士国家試験 （事業内容 【委託】 義肢装具士国家試験の実施は、義肢装具）
義肢装具士とは、厚生労働大臣の免許を受けて、義肢装具士の名称を用いて、医師 士制度の適正な運営のため、欠くことので

の指示の下に、義肢及び装具の装着部位の採型並びに義肢及び装具の製作及び身体へ きない必要なものであることから、当該事
。※関連公益法人名 の適合を行うことを業とする者であり、免許の取得に当たっては、義肢装具士国家試 業は今後とも継続して実施することとする

（財）テクノエイド協会 験への合格及び義肢装具士名簿への登録が必要となっている。 また、当該事業を効率的に実施する観点
また、当該試験の実施については、厚生労働大臣の指定を受けた法人に委託できる から、引き続き、一定要件を満たす法人に

こととしている 委託することとする。。

（必要性、効率性、有効性等の分析）
義肢装具士の業務は、人の生命、身体の安全に関わる重要なものであることから、

資格の取得に当たって試験を課し、免許取得者について一定の資質を担保することが
必要である。

当該事業については、高い公益性が求められるため、本来的には国が行うことが望
ましいが、これを国が実施することには相当程度の負担が伴い、行政の効率化に反す
ることから、公益性が高く、人員や組織の面で一定の要件を満たす法人を厚生労働大
臣が指定して当該事業を委託することにより、効率的な運営が図られているところで
ある。

１７ 臨床工学技士国家試験 （事業内容 【委託】 臨床工学技士国家試験の実施は、臨床工）
臨床工学技士とは、厚生労働大臣の免許を受けて、臨床工学技士の名称を用いて、 学技士制度の適正な運営のため、欠くこと

※関連公益法人名 医師の指示の下に、生命維持管理装置の操作及び保守点検を行うことを業とする者で のできない必要なものであることから、当
（財）医療機器センター あり、免許の取得に当たっては、臨床工学技士国家試験への合格及び臨床工学技士名 該事業は今後とも継続して実施することと

簿への登録が必要となっている。 する。
また、当該試験の実施については、厚生労働大臣の指定を受けた法人等に委託でき また、当該事業を効率的に実施する観点

ることとしている から、引き続き、一定要件を満たす法人に。
委託することとする。

（必要性、効率性、有効性等の分析）
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、 、 、臨床工学技士の業務は 人の生命 身体の安全に関わる重要なものであることから
資格の取得に当たって試験を課し、免許取得者について一定の資質を担保することが
必要である。

当該事業については、高い公益性が求められるため、本来的には国が行うことが望
ましいが、これを国が実施することには相当程度の負担が伴い、行政の効率化に反す
ることから、公益性が高く、人員や組織の面で一定の要件を満たす法人を厚生労働大
臣が指定して当該事業を委託することにより、効率的な運営が図られているところで
ある。

１８ 歯科衛生士試験 （事業内容 【委託】 歯科衛生士に係る試験の実施及び名簿登）
歯科衛生士名簿の登録 歯科衛生士とは、厚生労働大臣の免許を受けて、歯牙及び口腔の疾患の予防のため 録事業は、歯科衛生士制度の適正な運営の

歯科医師の直接の指導の下に行う歯石等の除去及びフッ素等薬物の塗布、歯科診療の ため、欠くことのできない必要なものであ
補助並びに歯科衛生士の名称を用いて歯科保健指導をなすことを業とする者であり、 ることから、当該事業は今後とも継続して

※関連公益法人名 免許の取得に当たっては、歯科衛生士試験への合格及び歯科衛生士名簿への登録が必 実施することとする。
（財）歯科医療研修振興財団 要となっている。 また、当該事業を効率的に実施する観点

また、当該試験の実施及び名簿の登録については、厚生労働大臣の指定を受けた法 から、引き続き、一定要件を満たす法人に
人に委託できることとしている 委託することとする。。

（必要性、効率性、有効性等の分析）
歯科衛生士の業務は、人の生命、身体の安全に関わる重要なものであることから、

資格の取得に当たって試験を課し、免許取得者について一定の資質を担保することが
必要である。

、 、また 現在約 人の免許取得者の情報を一体的・効率的に管理する観点から203,000
免許取得者の名簿を作成し、適正に管理していくことが必要である。

これらの事業については、高い公益性が求められるため、本来的には国が行うこと
が望ましいが、試験及び名簿登録をすべて国が実施することには相当程度の負担が伴
い、行政の効率化に反することから、公益性が高く、人員や組織の面で一定の要件を
満たす法人を厚生労働大臣が指定して当該事業を委託することにより、効率的な運営
が図られているところである。

１９ 救急救命士国家試験 （事業内容 【委託】 救急救命士に係る試験の実施、及び名簿）
救急救命士名簿の登録 救急救命士とは、厚生労働大臣の免許を受けて、救急救命士の名称を用いて、医師 登録事業は、救急救命士制度の適正な運営

の指示の下に、救急救命処置を行うことを業とする者であり、免許の取得に当たって のため、欠くことのできない必要なもので
※関連公益法人名 は、救急救命士国家試験への合格及び救急救命士名簿への登録が必要となっている。 あることから、当該事業は今後とも継続し
（財）日本救急医療財団 また、当該試験の実施及び名簿の登録については、厚生労働大臣の指定を受けた法 て実施することとする。

人等に委託できることとしている また、当該事業を効率的に実施する観点。
から、引き続き、一定要件を満たす法人等

（必要性、効率性、有効性等の分析） に委託することとする。
救急救命士の業務は、人の生命、身体の安全に関わる重要なものであることから、

資格の取得に当たって試験を課し、免許取得者について一定の資質を担保することが
必要である。

また、現在約 人の免許取得者の情報を一体的・効率的に管理する観点から、30,000
免許取得者の名簿を作成し、適正に管理していくことが必要である。

これらの事業については、高い公益性が求められるため、本来的には国が行うこと
が望ましいが、試験及び名簿登録をすべて国が実施することには相当程度の負担が伴
い、行政の効率化に反することから、公益性が高く、人員や組織の面で一定の要件を
満たす法人等を厚生労働大臣が指定して当該事業を委託することにより、効率的な運
営が図られているところである。

２０ 病院における患者等の食事 （事業内容 【推薦】 講習のより適切な運営を図るため、特定）
の提供者認定講習 病院が、患者等に提供する給食の調理業務を委託する場合には、委託先が一定の基 の講習を必置資格として位置付け、推薦す

準に適合していることが必要であり、当該基準の一つとして、厚生労働大臣が認定し ることを、平成１７年度限りで廃止したと
※関連公益法人名 た「財団法人医療関連サービス振興会指定患者給食受託責任者資格認定講習」を修了 ころである。
（社）日本メディカル給食協会 した者等が受託業務の責任者として受託業務を行う場所に置かれていることとしてい
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た。

（必要性、効率性、有効性等の分析）
改正前の医療法施行規則第９条の１０第１号において、病院における患者等の給食

は、安全で安心な医療関連サービスを提供する観点から非常に重要なものであり、調
理業務の委託先について一定の水準を確保するため 当該委託先の責任者となる者 受、 （
託責任者）が、講習等を受講することにより、衛生管理、栄養管理等の病院給食につ
いて必要な知識及び技術を習得する必要があることとされていた。

また、同講習については、高い公益性が求められるため、本来的には国が行うこと
が望ましいが、これを国が実施するには相当程度の負担が伴い、行政の効率化に反す
ることから、厚生労働大臣が一定の要件を満たす講習を認定することにより、効率的
な運営を図るとともに、質の高い受託責任者を養成するための専門的な講習を実施し
てきたところである。

しかし 「公益法人に対する行政の関与の在り方の改革実施計画 （平成１４年３月、 」
２９日閣議決定）において、同講習について、必置資格としての位置付けを撤廃し、
当該推薦を廃止するとされたこと、特定の民間事業者が実施する講習等について国が
推薦等を行うことは、差別化を助長するおそれがあること、また、同講習は受講者が
非常に多く、全国各地で講習の需要が生じていること等を鑑み、同講習について、受
講者に対する資格付与を廃止するとともに、同講習を認定し、国からの推薦を与える
ことを廃止した。

なお、同講習の必置資格としての位置付け及び国からの推薦を廃止する代わりに、
先般、医療法施行規則第９条の１０及び関係通知を改正し、受託責任者が備えるべき

、 、知識及び経験等受託責任者に必要な要件を明確に規定したところであり これにより
引き続き患者等給食業務の委託の水準を確保することとしている。

２１ 機械等の型式検定の代行業 （事業内容 【推薦】 国民の生命及び安全への関心が非常に高）
務 労働安全衛生法では、プレス機械又はシャーの安全装置、防じんマスク等について く、プレス災害の防止、防じんマスクの適

は、製造時に構造規格に適合していること等を確認するため、厚生労働大臣による登 切な使用等による石綿による健康障害防止
録を受けた者によって検定を受けなければならないこととしており、安全装置、防じ 等が重要な行政課題となっている中、プレ

※関連公益法人名 んマスク等のように量産品でサンプルチェックにより安全性が確認できるものについ ス機械の安全装置、防じんマスク等が所定
(社）産業安全技術協会 ては、型式ごとに検定を行っている。 の規格を完全に具備しないときには災害又

（社）日本クレーン協会 は疾病を発生しやすく重大な結果を招来す
（必要性、効率性、有効性等の分析） る可能性が大きいため、当該機械等が所定

プレス機械又はシャーの安全装置、防じんマスク等の検定対象機械は、構造上又は の規格を具備するか否かを確認する本制度
性能上の要件を欠いた製品が流通した場合、安全装置が作動せずプレスに挟まれるこ を継続していく必要がある。なお、実施に
と等により作業場内の労働者が死傷し、又は粉じんを吸い込むこと等により重篤な職 あたっては既に検定機関の登録化を行い、
業性疾病に罹患するおそれがある そのため 第三者による型式検定を実施しており 「公益法人に対する行政の関与の在り方の。 、 、
労働者の安全確保を図るため、本制度の必要性は高い。 改革実施計画」の対応は完了している。

また 「公益法人に対する行政の関与の在り方の改革実施計画 （平成１４年３月２、 」
９日閣議決定）を受けて、平成１６年度には労働安全衛生法第４６条で登録の要件を
整備・検定機関の登録化を行い、登録要件に該当する検定機関において検定を行うこ
とにより適正・効率的な検定を行うこととしている。

２２ 教習業務 （事業内容 【推薦】 クレーン等を有していない受験者の資格）
労働安全衛生法では、クレーンの運転のように操作を誤れば周囲の労働者も巻き込 取得の機会を確保するため、本制度を継続

※関連公益法人名 む死傷災害をもたらす危険性をもつ業務については、免許を受けた者でなければ就か していく必要がある。なお、実施にあたっ
(社)ボイラ・クレーン安全協会 せてはならない又は就いてはならないとしている。免許を受けるためには、受験者が ては既に教習機関の登録化を行い 「公益法、
他１４法人 一定の危険・有害業務を行うにあたっての必要な知識及び技能を有していることが確 人に対する行政の関与の在り方の改革実施

認される必要があるが 受験者が独学で修得することが困難であることも想定される 計画」の対応は完了している。、 。
このため、受験者の便宜に資する観点から、クレーン等の設備を備え、豊かな知識経
験を有する者を配した機関において、一定の教習を修了した者が免許試験における実
技試験の免除を受けることができる制度である。

（必要性、効率性、有効性等の分析）
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クレーン運転実技教習等の教習業務は、クレーン等を有しておらず独学で必要な知
識及び技能を得ることが困難であると想定される受験者に対して教習を行うものであ
り、本制度がないと免許の取得が困難となることから、実技試験を必要とする免許に
おいては、本制度は必要である。

また 「公益法人に対する行政の関与の在り方の改革実施計画 （平成１４年３月２、 」
９日閣議決定）を受けて、平成１６年度には、労働安全衛生法第７７条で登録の要件
の整備・教習機関の登録化を行い、登録要件に該当する教習機関において実施するこ
とで適正・効率的な教習を行うこととしている。

２３ 特定機械等の製造時検査の （事業内容 【推薦】 国民の生命及び安全への関心が非常に高）
代行の業務 ボイラー等の特定機械等のうち特定廃熱ボイラーについては、製造時に当該ボイラ く、事業場における爆発又は火災が社会的

ーが構造規格に適合していること等を確認するため、厚生労働大臣の登録を受けた者 にも注目される中、ボイラーは、構造上の
※関連公益法人名 によって製造時等検査を受けなければならないこととしている。 要件を欠くと破裂等により死亡災害や大規
(社)日本ボイラ協会 模な災害を招くおそれがあるので、製造時
(社)ボイラ・クレーン安全協会 （必要性、効率性、有効性等の分析） においてボイラーが構造規格に定められた

ボイラー等の特定機械等は、内部に膨大なエネルギーを有し、構造部分の破裂、崩 安全要件を具備しているか確認し、労働者
壊等が直ちに労働者の生命を奪い、その影響は作業場外に及ぶ可能性の高いものであ の安全を確保するため、本制度を継続して
る。そのため、製造時の構造等について第三者による製造時検査を実施しており、労 いく必要がある。なお、実施にあたっては
働者の安全確保を図るため、本制度の必要性は高い。 既に検査機関の登録化を行い 「公益法人に、

、 」 」また 「公益法人に対する行政の関与の在り方の改革実施計画 （平成１４年３月２ 対する行政の関与の在り方の改革実施計画
９日閣議決定）を受けて、平成１６年度には労働安全衛生法第４６条で登録の要件を の対応は完了している。
整備・検査機関の登録化を行い、登録要件に該当する検査機関において検査を行うこ
とにより適正・効率的な検査を行うこととしている。

２４ 技能講習 （事業内容 【推薦】 労災保険新規受給者数が連続して増加し）
フォークリフトの運転のように操作を誤れば周囲の労働者も巻き込む死傷災害をも 年間約５５万人にも上るとともに、一度に

※関連公益法人名 たらす危険性又は有害性の高い業務、又は足場の組立てやコンクリート破砕器を用い 多数の労働者が被災する重大災害の発生件
（社）北海道労働基準協会連合会 て行う破砕の作業のように作業主任者を選任して管理を必要とする業務に従事する者 数は依然として高い水準で推移している状
他１７５法人 に対し必要な知識・技能を付与し、これらの者が作業の指揮や直接作業に就くことに 況の中、フォークリフト等のように、操作

よって労働災害の防止を図る制度である。 を誤れば周囲の労働者を含め死傷災害をも
たらす危険性又は有害性の特に高い業務等

（必要性、効率性、有効性等の分析） に従事するための知識・技能を付与し、労
フォークリフト等の運転等については知識、技能を有しない者による運転により転 働者の安全と健康を確保することが必要で

倒、激突等を原因として災害が生じるおそれがあり、また、作業主任者については、 あることから、本制度を継続していく必要
適切な管理が行われていないと爆発、土砂崩壊、倒壊などによる災害を招くおそれが がある。なお、実施にあたっては既に教習
ある。このため、労働災害を防止する観点から、これらの業務に従事する者に対して 機関の登録化を行い 「公益法人に対する行、
当該知識・技能を習得する機会を付与することが不可欠であり 本制度は必要である 政の関与の在り方の改革実施計画」の対応、 。

また 「公益法人に対する行政の関与の在り方の改革実施計画 （平成１４年３月２ は完了している。、 」
９日閣議決定）を受けて、平成１６年度には教習機関の登録化を行ったが、従来から
株式会社等の民間の教習機関も講習を実施するなど効率的な実施を図っており、下記
登録要件に該当する登録教習機関において適正な講習を行うこととしている。

２５ 機械等の個別検定の代行の （事業内容 【推薦】 国民の生命及び安全への関心が非常に高）
業務 小型ボイラー又は小型圧力容器等については、溶接など工作上の適否が安全性に重 く、事業場における爆発又は火災が社会的

大な影響を及ぼすおそれがあることから、サンプルチェックでは安全性が確認できな にも注目される中、小型圧力容器等は、溶
※関連公益法人名 いものについて個別の機械等ごとに検定を行う必要がある。このため、労働安全衛生 接等の工作上の不具合等所定の規格を完全
（社）産業安全技術協会 法では、製造時に個別の機械が構造規格に適合しているか等を確認するため、厚生労 に具備しない場合には破裂等の重大な労働
（社）日本ボイラ協会 働大臣による登録を受けた者によって検定を受けなければならないこととしている。 災害を惹起する可能性があるので、製造の

、（社）ボイラ・クレーン安全協会 段階で構造や性能の要件への適合が確認し
（必要性、効率性、有効性等の分析） 労働者の安全を確保するため、本制度を継
小型ボイラー又は小型圧力容器等の検定対象機械は、構造上又は性能上の要件を欠い 続していく必要がある。なお、実施にあた

た製品が流通した場合、容器の破裂等により作業場内の労働者が死傷するおそれのあ っては既に検定機関の登録化を行い 「公益、
るため 第三者による個別検定を実施するものであり 労働者の安全確保を図るため 法人に対する行政の関与の在り方の改革実、 、 、
本制度の必要性は高い。 施計画」の対応は完了している。
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また 「公益法人に対する行政の関与の在り方の改革実施計画 （平成１４年３月２、 」
９日閣議決定）を受けて、平成１６年度には労働安全衛生法第４６条で登録の要件を
整備・検定機関の登録化を行い、登録要件に該当する検定機関において検定を行うこ
とにより適正・効率的な検定を行うこととしている。

２６ 給水装置工事主任技術者試 （事業内容 【委託】 給水装置工事主任技術者試験は、水道水）
験 水道法では、水道事業者が自らの給水区域において、水の供給を受ける者の給水装 の安全な供給のために必要なものであるこ

置が当該水道事業者又は当該水道事業者が指定した給水装置工事事業者の施行した給 とから、引き続き実施することとするとと
※関連公益法人名 水装置であることを供給条件とすることができることとしている。 もに、当該試験事業を効率的に運営する観
（財）給水工事技術振興財団 給水装置工事事業者の指定に係る要件の一つとして、事業所ごとに、給水装置工事 点から、引き続き、一定要件を満たす法人

。主任技術試験に合格し、厚生労働大臣が交付する給水装置工事主任技術者免状を有す 等に試験事務を委託することが妥当である
る者のうちから、給水装置工事主任技術者として選任する者を置くことが挙げられて
いる。

なお、当該試験の試験事務については、厚生労働大臣の指定を受けた者（指定試験
機関）に行わせることができるとしている。

（必要性、効率性、有効性等の分析）
給水装置工事主任技術者資格は、公共の水道施設に直結して、個々の水道利用者に

飲料水を供給するための給水装置に特化して、その工事を取り扱う専門性の高い資格
であり、その工事の良否が水道利用者の衛生問題に直接影響を及ぼすのみならず、工
事に問題があれば、公共の水道施設を通じて他の水道利用者にまで影響が波及すると
いう点で、水道水の安全確保に重大な意義を持っている。

また、給水装置工事主任技術者は 「給水装置の構造及び材質の基準」を熟知し、工、
事に係る給水装置の構造及び材質がその基準に適合しているかどうかを的確に判断す
るとともに、現場の条件に応じて、同基準に適合するよう工事を適切に管理し、最終
的な基準の適合を的確に判断できる知識と技能が求められることから、資格の取得に
当たって試験を課すことが必要である。

当該試験は給水装置工事主任技術者として必要な知識と技能を有するかを判定をす
るための試験であり、高い公益性が求められることから、本来的には国が行うことが
望ましいが、毎年 万人以上が受験する試験を国が実施することには相当程度の負担2
が伴い、行政の効率化に反することから、公益性が高く、人員や組織の面で一定の要
件を満たす法人等を厚生労働大臣が指定して当該試験を委託することにより、効率的
な運営が図られているところである。

２７ 美容師試験 （事業内容 【委託】 本試験は、公衆衛生の維持・向上のため）
美容業については、美容師法により、美容師試験に合格した美容師のみが行うこと に必要なものであることから、引き続き実

※関連公益法人名 ができることとしている。 施することとするとともに、当該試験事務
（財）理容師美容師試験研修セン また、同法において、当該試験の実施については、厚生労働大臣が指定した者（指 を効率的に運営する観点から、指定試験機

ター 定試験機関）に行わせることができることとしている。 関に行わせることとする。

（必要性、効率性、有効性等の分析）
美容業は、人の身体の一部である毛髪及び皮膚を対象として、パーマ溶剤、化粧品

等を使用して容姿を美しくする業務であり、人の身体の安全及び衛生に直接関わるも
のである。美容師試験は、そのような美容業を行う者に対して必要な知識及び技能の
有無を判定することを目的としており、国民の公衆衛生の維持・向上のために必要な
ものである。

当該事務を指定試験機関が実施することについては、本来国が実施する国家試験事
務を、職員、設備、試験事務の実施の方法等の面において一定の要件を満たすものと
して厚生労働大臣が指定した者が法令による基準に基づき公正に行うことによって、
行政事務の効率化に資しているものである。

２８ 理容師試験 （事業内容 【委託】 本試験は、公衆衛生の維持・向上のため）
理容業については、理容師法により、理容師試験に合格した理容師のみが行うこと に必要なものであることから、引き続き実

※関連公益法人名 ができることとしている。 施することとするとともに、当該試験事務



- 52 -

（財）理容師美容師試験研修セン また、同法において、当該試験の実施については、厚生労働大臣が指定した者（指 を効率的に運営する観点から、指定試験機
ター 定試験機関）に行わせることができることとしている。 関に行わせることとする。

（必要性、効率性、有効性等の分析）
理容業は人の身体の一部である毛髪及び皮膚に鋭利な刃物を当て、又は化学薬品等

を使用して容姿を整える業務であり、人の身体の安全及び衛生に直接関わるものであ
る。理容師試験は、そのような理容業を行う者に対して必要な知識及び技能の有無を
判定することを目的としており、国民の公衆衛生の維持・向上のために必要なもので
ある。

当該事務を指定試験機関が実施することについては、本来国が実施する国家試験事
務を、職員、設備、試験事務の実施の方法等の面において一定の要件を満たすものと
して厚生労働大臣が指定した者が法令による基準に基づき公正に行うことによって、
行政事務の効率化に資しているものである。

２９ 建築物環境衛生管理技術者 （事業内容 【委託】 本試験は、建築物の衛生的環境の確保の）
試験 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（建築物衛生法）では、多数の者が ために必要なものであることから、引き続

利用する建築物の衛生的環境を確保するため、当該建築物の所有者等に対して、建築 き実施することとするとともに、当該事務
※関連公益法人名 物環境衛生管理基準の遵守等を義務付けるとともに、厚生労働大臣が交付する免状を を効率的に運営する観点から、指定試験機
（財）ビル管理教育センター 有する者のうちから「建築物環境衛生管理技術者」を選任してその維持管理の監督に 関に委託して行うこととする。

当たらせることが義務付けられている。
当該免状を受けるには、厚生労働大臣が行う建築物環境衛生管理技術者試験に合格

することが必要であるが、当該試験の実施については、厚生労働大臣の指定を受けた
者（指定試験機関）に委託できることとされている。

（必要性、効率性、有効性等の分析）
本試験は、建築物環境衛生管理技術者となる者に対して、建築物の維持管理に関し

て環境衛生上必要な知識について行う試験であり、建築物衛生法の根幹をなすもので
ある。

例年実施している建築物環境衛生管理基準の不適合率の調査によれば、平成１６年
度においても、顕著な減少こそ見られないものの目立った増加はなく低水準で推移し
ていることから、本試験は建築物の衛生的環境の確保に一定の成果を挙げていると言
える。

また、本試験事務を指定試験機関が実施することについては、本来国が実施する試
験を公益性・非営利性を満たしている公益法人が法令による基準に基づき公正に行う
ことにより、行政事務の簡素合理化に資しているものである。

３０ 水道水質検査 （事業内容 【推薦】 水道水の安全性を担保するためには、水）
水道事業者等は、法令（水道法第２０条第１項等）に基づき、定期又は臨時の水質 道事業者等が水質検査を行うことが重要で

※関連公益法人名 検査を行うことが義務付けられている。 あるが、当該水道事業者等において自ら検
（財）山口県予防保健協会 なお、当該検査は、厚生労働大臣の登録を受けた者（登録水質検査機関）等に委託 査を行うことが困難である場合には、引き
（財）日本環境衛生センター して行うことができることとしている。 続き、検査能力を有する外部の機関等にお
（財）食品薬品安全センター いて検査を実施する必要性がある
（財）日本食品分析センター （必要性、効率性、有効性等の分析） また、本事業については、検査技術や検
（財）東海技術センター 水道水の安全性を担保するためには、定期的に、また必要に応じて臨時に水質検査 査体制について一定の基準を満たした登録

、を行うことが重要であるが、水質検査は、高度な技術力と高精度の分析施設を必要と 水質検査機関において実施することにより
するものであることから、水道事業者等が自ら全ての検査項目に係る施設を設けるこ 引き続き、効率的な運営を図っていくこと
とが困難である場合があり、検査能力を有する外部の機関等において検査を行う必要 とする。
性が生ずる。 なお、水質検査機関については、平成１

また、水道事業者等が水質検査を外部委託する場合には、国民が安全な水道水が利 ６年３月３１日より指定制から登録制に移
用できるよう水質検査の信頼性を高いレベルで確保するため、本来国が実施すべきと 行したところであり、登録基準を満たす検
ころであるが、これをすべて国が行うことは相当程度の負担が伴うことから、検査技 査機関であれば、生労働大臣の登録を受け
術や検査体制について一定の基準を満たしているものとして厚生労働大臣の登録を受 ることができることとなっている。
けた者（登録水質検査機関）において実施することにより、本事業の効率的な実施を
図っているところである。
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なお、平成１６年度末時点においては、全国で 機関が登録を受けている （平成198 。
１８年３月末においては、 機関 ）206 。

３１ 簡易専用水道の管理の検査 （事業内容 【推薦】 簡易専用水道の利用者の衛生上の安全を）
簡易専用水道の設置者は、水道法第３４条の２に基づき、その水道の管理をするこ 確保するためには、簡易専用水道の設置者

※関連公益法人名 とが義務付けられており、その管理について、定期に、同条第２項の規定に基づき厚 が適切に簡易専用水道の管理を行うことが
（財）化学物質評価研究機構 生労働大臣の登録を受けた者等（登録検査機関）の検査を受けなければならないとさ 重要であるが、必ずしも全ての簡易専用水
（財）日本文化用品安全試験所 れている。 道の設置者がその水道の管理に関して専門
（財）関西環境管理技術センター 的な知識と経験を有しているわけではない
（財）山口県予防保健協会 （必要性、効率性、有効性等の分析） ことから、引き続き、専門的な知識と経験
（財）日本環境衛生センター 簡易専用水道の利用者の衛生上の安全を確保するためには、適切な簡易専用水道の を有する外部の機関等において管理の検査
（財）ビル管理教育センター 管理が求められるが、管理を義務付けられている簡易専用水道の設置者は、必ずしも を実施することが必要である。
（社）日本食品衛生協会 全ての者がその水道の管理に関して専門的な知識と経験を有しているわけではないこ また、本事業については、専門的な知識
（財）食品薬品安全センター とから、専門的な知識と経験を有する外部の機関等が管理の検査を行う必要性が生ず と経験を有し、検査体制について一定の基

る。 準を満たした登録検査機関において実施す
また、当該検査については、国民が安全な水道水が利用できるよう簡易専用水道の管 ることにより、引き続き、効率的な運営を

理の検査の信頼性を高いレベルで確保するため 本来国が実施すべきところであるが 図っていくこととする。、 、
これをすべて国が行うことは相当程度の負担が伴うことから、専門的な知識と経験を なお、検査機関については、平成１６年
有し、検査体制について一定の基準を満たしているものとして厚生労働大臣の登録を ３月３１日より指定制から登録制に移行し
受けた登録検査機関が管理の検査を実施することにより、本事業の効率的な実施を図 たところであり、登録基準を満たす検査機
っているところである。 関であれば、公益法人でなくとも厚生労働

なお、平成１６年度末時点においては、全国で 機関が登録を受けている （平成 大臣の登録を受けることができることとな90 。
１８年３月末においては、 機関 ） っている。97 。

３２ 建築物環境衛生管理技術者 （事業内容 【推薦】 本講習会は、建築物の衛生的環境の確保）
講習会 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（建築物衛生法）では、多数の者が のために必要なものであることから、引き

利用する建築物の衛生的環境を確保するため、当該建築物の所有者等に対して、建築 続き実施することとするとともに、当該事
※関連公益法人名 物環境衛生管理基準の遵守等を義務付けるとともに、厚生労働大臣が交付する免状を 業を効率的に運営する観点から、登録講習
（財）ビル管理教育センター 有する者のうちから「建築物環境衛生管理技術者」を選任してその維持管理の監督に 機関が本講習会を行うこととする。

当たらせることが義務付けられている。 なお、講習機関については、平成１６年
当該免状を受けるには、厚生労働大臣の登録を受けた者（登録講習機関）が実施す ３月３１日より指定制から登録制に移行し

る講習会の課程を修了することが必要とされている。 たところであり、登録基準を満たす講習機
関であれば、公益法人でなくとも厚生労働

（必要性、効率性、有効性等の分析） 大臣の登録を受けることができることとな
本講習会は、建築物環境衛生管理技術者となる者に対して、建築物の維持管理に関 っている。

して環境衛生上必要な知識を付与するものであり、建築物衛生法の根幹をなすもので
ある。

例年実施している建築物環境衛生管理基準の不適合率の調査によれば、平成１６年
度においても、顕著な減少こそ見られないものの目立った増加はなく低水準で推移し
ていることから、本講習会は建築物の衛生的環境の確保に一定の成果を挙げていると
言える。

また、本講習会事業を登録講習機関が実施することについては、本来国が実施する
講習会を、一定の要件を満たすものとして厚生労働大臣の登録を受けた者が法令によ
る基準に基づき公正に行うことにより、行政事務の簡素合理化に資しているものであ
る。

３３ 水道技術管理者講習会 （事業内容 【推薦】 本講習会は、水道の技術管理に係る高度）
水道法では、水道事業者等に対して、水道の管理について技術上の業務を担当させ な技術・知識を有する水道技術管理者の確

※関連公益法人名 るため、水道技術管理者を置くことを義務付けており、水道技術管理者となる技能を 保が困難な中小規模の水道事業者等からの
（社）日本水道協会 有する者として認められる方法の一つとして、厚生労働大臣の登録を受けた者が実施 要望も高く、適切な水道の管理を確保する

する講習の課程を修了することとしている。 上で必要なものであるため、引き続き実施
するとともに、登録講習会において講習を

（必要性、効率性、有効性等の分析） 行うことにより、効率的な運営を図ってい
水道技術管理者は、水道の管理を適切に行い、安全な水道水を供給する上で重要な くこととする。
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役割を担うものであり、水道の技術管理に係る高度な技術・知識が求められている。 なお、本講習会については、平成１６年
そのため、その者の有すべき資格は、原則として学歴要件及び実務経験の組み合わせ ３月３１日より、指定制度から登録制度に
により厳格に定められている。しかしながら、特に全国の大多数を占める中小規模の 移行したところであり、登録基準を満たす
水道事業等においては その確保が困難な場合がある このような状況を踏まえると 講習会であれば、は公益法人でなくとも、、 。 、
学校において関連の専門分野を履修していない者等がその資格を得るに当たって、水 厚生労働大臣の登録を受けることができる
道の技術管理に係る技術・知識を習得する機会が必要であり、本講習会はその機会を こととなっている。
付与する役割を果たしている。

なお、本講習会は、水質管理、水道施設管理等の講習を７３時間以上、水道施設に
おける実務研修を１５日間以上義務付けるなど、水道の管理に必要な知識及び実務経
験を効率的かつ効果的に習得できるものとなっている。

また、本講習会については、高い公益性が求められるため、本来的には国が行うこ
とが望ましいが、これをすべて国が実施することは相当程度の負担が伴うものである
ことから、厚生労働大臣が登録した一定の要件を満たす講習会（登録講習会）におい
て実施することにより、当該事業の効率的な運営を図っているところである。

なお、平成１６年度末時点においては、全国で１講習会が登録を受けている （平成。
１８年３月末においても同数 ）。

３４ 機器の較正 （事業内容 【推薦】 本事業は、建築物の衛生的環境の確保の）
建築物における衛生的環境の確保に関する法律（建築物衛生法）では、多数の者が ために必要なものであることから、引き続

※関連公益法人名 利用する建築物の衛生的環境を確保するため、当該建築物の所有者等に対して建築物 き実施することとするとともに、当該事業
（財）ビル管理教育センター 環境衛生管理基準の遵守等を義務付けている。 を効率的に運営する観点から、登録較正機

建築物環境衛生管理基準のうち、空気環境中の浮遊粉じんの量については、測定す 関が本事業を行うこととする。
る際に厚生労働大臣の登録を受けた者（登録較正機関）により較正された機器等を用 なお、較正機関については、平成１６年
いることとされている。 ３月３１日より指定制から登録制に移行し

たところであり、登録基準を満たす較正機
（必要性、効率性、有効性等の分析） 関であれば、公益法人でなくとも厚生労働

多数の者が利用する建築物の衛生的環境の維持管理にあたっては、建築物環境衛生 大臣の登録を受けることができることとな
管理基準の遵守状況を把握するために空気環境の測定等を実施する必要がある。 っている。

浮遊粉じんの量の測定については、ろ紙を用いた重量法による測定機器又は当該機
器を標準として較正された機器（浮遊粉じん計）を用いることとされている。この浮
遊粉じん計は使用に伴い測定精度の維持が困難となるため、定期的に較正が必要とな
る。

また、例年実施している建築物環境衛生管理基準の不適合率の調査によれば、平成
１６年度においても、顕著な減少こそ見られないものの目立った増加はなく低水準で
推移しており、本事業は建築物の衛生的環境の確保に一定の成果を挙げていると言え
る。

なお、本事業を登録較正機関が実施することについては、本来国が実施する較正事
業を、一定の要件を満たすものとして厚生労働大臣の登録を受けた者が法令による基
準に基づき公正に実施することにより、行政事務の簡素合理化に資しているものであ
る。

３５ 清掃作業監督者講習及び再 （事業内容 【推薦】 本事業は、建築物の衛生的環境の確保の）
講習 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（建築物衛生法）において、建築物 ために必要なものであることから、引き続

清掃作業従事者研修 清掃業、建築物空気環境測定業等の建築物の衛生的環境の維持管理に係る事業につい き実施するとともに、当該事業を効率的に
空気環境測定実施者講習及び ては、一定の要件を満たす事業者は都道府県知事の登録を受け、登録業者である旨の 運営する観点から、登録講習機関が本事業

再講習 表示をすることができるとされている。 を行うこととする。
ダクト清掃作業監督者講習及 登録の要件の一つとして、当該事業の監督者や従事者が建築物衛生法施行規則に規 なお、講習機関については、平成１６年

び再講習 定する以下の各種講習及び研修を修了していることが挙げられており、これらの講習 ３月３１日より指定制から登録制に移行し
ダクト清掃作業従事者研修 及び研修については、厚生労働大臣の登録を受けた者（登録講習機関）が行うことと たところであり、登録基準を満たす講習機
貯水槽清掃作業監督者講習及 されているところである。 関等であれば、公益法人でなくとも厚生労

び再講習 働大臣の登録を受けることができることと
貯水槽清掃作業従事者研修 （必要性、効率性、有効性等の分析） なっている。
排水管清掃作業監督者講習及 多数の者が利用する建築物の衛生的環境の確保については、建築物衛生法により建
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び再講習 築物の所有者等に対して建築物環境衛生管理基準の遵守等が義務付けられているとこ
排水管清掃作業従事者研修 ろであるが、建築物の衛生的環境を確保するためには、実際に建築物清掃業、建築物
防除作業監督者講習及び再講 空気環境測定業等の維持管理業務を行う事業者の資質の向上が重要であり、そのため

。習 にはこれらの事業の監督者や従事者に対して適切な教育が行われることが必要である
防除作業従事者研修 また、例年実施している建築物環境衛生管理基準の不適合率の調査によれば、平成
統括管理者講習及び再講習 １６年度においても、顕著な減少こそ見られないものの目立った増加はなく低水準で
空調給排水管理監督者講習及 推移しており、本事業について建築物の衛生的環境の確保に一定の成果を挙げている

び再講習 と言える。
なお、本事業を登録講習機関が実施することについては、本来国が実施する講習及

※関連公益法人名 び研修を、一定の要件を満たすものとして厚生労働大臣の登録を受けた者が法令によ
（財）ビル管理教育センター る基準に基づき公正に行うことにより、行政事務の簡素合理化に資しているものであ
（社）全国ビルメンテナンス協会 る。
（社）全国建築物飲料水管理協会
（社）日本ペストコントロール協
会

３６ 健康づくりのための運動指 （事業内容 【推薦】 本事業のより適切な運営を図るため、平）
導者が修得した知識・技能の水 厚生労働大臣は、健康づくりのための運動指導者（以下「運動指導者」という ）が 成１７年度末をもって、本事業について認。
準についての審査及び証明 修得した知識及び技能の水準についての審査及び証明を行う事業のうち、奨励すべき 定によって国からの推薦を与えることを廃

ものを認定することができることとされており（廃止前の「健康づくりのための運動 止したところである。
※関連公益法人名 指導者の知識及び技能に係る審査及び証明の事業の認定に関する省令 第１条 財 なお 「公益法人に対する行政の関与の在」 ）、（ ） 、
（財）健康・体力づくり事業財団 健康・体力づくり事業財団（以下「財団」という ）の実施する、健康運動指導士及び り方の改革実施計画 （平成１４年３月２９。 」

健康運動実践指導者（※）に係る講習、試験及び登録事業が当該認定を受けていたと 日閣議決定）において、健康運動指導士養
ころである。 成講習会及び健康運動実践指導者養成講習
（※ ・健康運動指導士 会に係る認定制度について、平成１７年度）

呼吸器・循環器系の生理機能の維持・向上を図ることにより、動脈硬化、心臓病、 中に廃止することとされた。
高血圧等の生活習慣病を予防し、健康水準を保持・増進するという観点から、医学的
基礎知識、運動生理学の知識等に立脚し、個人の身体の状況に応じた運動プログラム
を提供できる知識・技能を有する者。

・健康運動実践指導者
健康運動指導士が作成した運動プログラムを踏まえた運動の実践指導を行う者。

（必要性、効率性、有効性等の分析）
生活習慣病は、運動習慣の定着、バランスのとれた食生活、禁煙などの健やかな生

活習慣により、その発症を予防できることから、地域住民の生活習慣病を予防し、健
康の保持及び増進を図るため、運動習慣の定着を支援する運動指導者を養成すること
が重要であり、さらに、適切な指導を実施するためには、運動指導者について、適切
な講習及び試験、並びに登録制度により、一定の水準を確保することが必要である。

本事業により養成された健康運動指導士及び健康運動実践指導者が、全国のフィッ
トネスクラブ、自治体、医療機関等で生活習慣の改善の支援を担っているところであ
り、これらの運動指導の専門家による指導が、地域住民の運動習慣の定着に大きく貢
献していると考えられる。

本業務については、高い公益性が求められるため、本来的には国が行うことが望ま
しいが、これを国が実施するには相当程度の負担が伴い、行政の効率化に反すること
から、厚生労働大臣が一定の要件を満たす事業を認定することにより、効率的な運営
を図っていたところである。

しかし 「公益法人に対する行政の関与の在り方の改革実施計画 （平成１４年３月、 」
２９日閣議決定）において 「公益法人が独自に行う技能審査等の事務・事業に対する、
大臣認定その他の推薦等については、当該事務・事業が法律で定められた国の事務・
事業ではないこと、民間において実施されている各種技能審査等の間における差別化
を必要以上に助長するおそれがあること等の観点から一律に廃止する」とされたこと
から、本事業を認定し、国からの推薦を与えることを平成１７年度末をもって廃止し
た。
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３７ 調理技術に関する審査 （事業内容 【委託】 本審査は、食生活の向上及び国民の健康）
調理師法等に基づき、厚生労働大臣は、調理師について調理技術に関する審査を行 増進のために必要なものであることから、

※関連公益法人名 い、試験科目に応じた専門調理師の名称を称することができる認定証書を交付するこ 引き続き実施するとともに、当該審査事務
（社）調理技術技能センター とができることとされている。 を効率的に運営する観点から、厚生労働大

また、同法において、当該審査に係る事務を、厚生労働大臣が指定する団体に委託 臣が指定する団体へ委託することとする。
することができることとなっている。

（必要性、効率性、有効性等の分析）
近年、外食する者が増加しており、食生活の向上及び国民の健康増進の観点から、

安全な食事に加え、健康に配慮した食事の提供が求められている。そのためには、調
理師の資質の向上を図り、それぞれの専門分野において知識・技術を有する専門調理
師を育成することが必要であることから、調理の実技と学科に関する審査を行い、専
門調理師の認定を行っているところである。

当該審査事務については、高い公益性が求められるため、本来的には国が行うこと
が望ましいが、これをすべて国が実施することは相当程度の負担が伴い、行政の効率
化に反することから、公益性が高く、人員や組織の面で一定の要件を満たす法人を厚
生労働大臣が指定して当該事務を委託することにより、効率的な運営が図られている
ところである。

第三者分配型補助金等

５ 高年齢者就業機会確保事業費 （事業内容）
等補助金（ワークプラザ事業） シルバー人材センター会員の働く拠点として、作業、研修、会議等の用に供する施設 ワークプラザ事業については 「第三者分、

であるシルバーワークプラザを市区町村が設置し、シルバー人材センター連合の活動 配型補助金」に該当することから、公益法
４－３－Ⅰ 高齢者の雇用就業を 拠点に貸与することを奨励するため、ワークプラザ奨励金を市区町村に対して支給す 人に対する行政の関与の在り方の改革実施

促進すること る （平成１７年度末現在の設置箇所数：２６６箇所） 計画（平成１４年３月２９日閣議決定）に。
なお、ワークプラザ奨励金の支給に係る事務は、シルバー人材センター連合等を会 おいて「ワークプラザの整備目標を設定し

※関連公益法人名 員とし シルバー人材センター連合等の事業展開 運営等に関するノウハウを蓄積し た上で、目標を達成した時点で廃止する 」、 、 、 。
(社)全国シルバー人材センター事 日常的に、都道府県・市区町村及びシルバー人材センター連合等と連携をとっている とされたため、ワークプラザの設置基準の

業協会 全国シルバー人材センター事業協会を通じて行っている。 公開、利用実態の把握、民業圧迫を招かな
いための措置を講じた上で、平成１６年度

（必要性、効率性、有効性等の分析） 以降の整備目標を１５０箇所（うち平成１
〈必要性〉 ６年度から１７年度にかけて２１箇所を整

高齢化の進展、団塊の世代の大量退職を目前に控える中で、今後、健康で働く意欲 備済み）とし、目標を達成した時点で廃止
や能力を持った高齢者がますます増加する状況の中、シルバー人材センター連合の活 することとしたところであり、平成１８年
動拠点の会員の働く拠点として、作業、研修、会議等の用に供する施設であるシルバ 度においても、地域ニーズを踏まえた事業
ーワークプラザを設置する市区町村を支援し、シルバー人材センター事業の基盤整備 の実施を図っていくこととしている。
を促進することにより、引き続き、事業の推進を図る必要がある。
〈効率性、有効性〉

全国シルバー人材センター事業協会は、高年齢者雇用安定法に基づく指定を受け、
シルバー人材センター連合等を会員とし、日常的に、都道府県・市区町村及びシルバ
ー人材センター連合等と連携をとっている。よって、シルバー人材センター連合等の
事業展開、運営等に関するノウハウを蓄積していることから、全国シルバー人材セン
ター事業協会においてワークプラザ奨励金の支給に係る事務を行うことにより、ワー
クプラザ事業を効果的・効率的に推進しているところである。

ワークプラザの利用状況をみると、各施設の年間利用日数は平均２４５日（平成１
６年度）の利用があり、シルバー人材センター連合の活動拠点の会員の働く拠点とし
て効果的に活用が図られているところである。

さらに、ワークプラザ事業を創設した平成３年度以来、シルバー人材センター連合
の活動拠点の会員数、就業延べ人員は一貫して増加しており、ワークプラザ事業がシ
ルバー人材センター事業の基盤整備に有効に機能しているところである。

（参考：平成１６年度実績）
・会員数：約２３万人（平成２年度）→約７７万人（平成１６年度）
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・就業延べ人員：約１，９２５万人（平成２年度）→約６，７４０万人（平成１６年
度）

６ 産業医学助成費補助金 （事業内容）
産業医科大学に対する助成を通じて産業医学の振興と産業医の養成・確保を図る。 過労死、メンタルヘルス対策等の新たな課

３－２－Ⅲ 労働衛生対策の推 題が発生している中で、これらの疾病の予
進を図ること （必要性、効率性、有効性等の分析） 防対策をはじめとする労働者の健康確保の

(財)産業医学振興財団に交付されている「産業医学助成費補助金」は、産業医学の ためには、産業医の必要性が増してきてい
※関連公益法人名 振興を図り、もって労働者の健康管理の充実に資することを目的として、産業医学振 る。このような中、産業医科大学への助成
（財）産業医学振興財団 興財団が行う産業医科大学の運営に対する助成の事業等について補助するものである 等を通じて専門性の高い良質な産業医を引。

労働者の健康管理をめぐっては、じん肺、化学物質による中毒、アスベストによる き続き養成・確保するとともに産業医学に
職業性のがん等職業性の疾病対策のほか 近年は 高年齢労働者の健康及び作業管理 ついての研究を行うことは不可欠であり、、 、 、
過労死、メンタルヘルス対策等の新たな課題が発生している。このため、これらの疾 補助を行うことが必要である。
病の予防対策をはじめとする労働者の健康確保のための産業医学についての研究を行
うとともに、事業場において職業性疾病の予防や労働者の健康確保を推進する産業医
の養成を図ることが必要である。

産業医科大学においては、一般的な医学教育に加え、労働衛生工学、産業中毒学、
メンタルヘルス等についての教育を行うとともに、工場における現場実習等により、
産業保健に必要な実践的な教育を行っている。また、卒後教育として産業医の実務に
関する研修を行うこと等により、専門的な産業医の養成システム及びこれに必要な産
業医学に関する研究体制を確立している。

産業医科大学は、こうした質の高い産業医を養成、確保するための卒前、卒後の一
貫した教育、研究体制を確立させた唯一の機関である。

こうして、産業医科大学において養成された、産業医学に関する高度で専門的な教
育を受けた者が事業場に選任等され、その作業環境の整備等を行うことにより、職場
における労働衛生水準の向上や労働者の健康の維持増進が図られていることから、産
業医学助成費補助金は、必要不可欠かつ有効なものである。

併せて、補助に当たっては 「中期目標・中期計画」を策定し、平成１６年度から２、
１年度までに、一般管理費の１６．２５％、事業費の６．２５％の削減を行うことと
している。

なお、同大学に対する助成は、私立大学審議会の示した「経常的経費については国
から直接補助しない方法を検討すること」等を満たすことを条件にその設立が認可さ
れた経緯から （財）産業医学振興財団を通じて行っているところである。、

（参考：平成１６年度実績）
・脳心臓疾患等の労災請求件数 平成 年度 件→平成 年度 件12 617 16 816
・精神障害等の労災請求件数 平成 年度 件→平成 年度 件12 212 16 524
・医師国家試験合格率 平成 年度 ％→平成 年度 ％13 86.9 17 93.4

補助金依存型公益法人

（財）産業医学振興財団 （事業内容）
産業医科大学に対する助成を通じて産業医学の振興と産業医の養成・確保を図ると 過労死、メンタルヘルス対策等の新たな

（事業名） ともに、産業医科大学生に対する修学資金の貸与、産業医として必要な知識等を習得 課題が発生している中で、これらの疾病の
産業医学助成費補助金 するための研修の実施並びに産業医学に関する情報の収集及び提供を行っている。 予防対策をはじめとする労働者の健康確保

のためには、産業医の必要性が増してきて
（必要性、効率性、有効性等の分析） いる。このような中、産業医科大学への助

３－２－Ⅲ 労働衛生対策の推 (財)産業医学振興財団に交付されている「産業医学助成費補助金」は、産業医学の振 成等を通じて専門性の高い良質な産業医を
進を図ること 興を図り、もって労働者の健康管理の充実に資することを目的として、産業医学振興 引き続き養成・確保するとともに、産業医

財団が行う産業医科大学の運営に対する助成の事業、産業医の養成事業等について補 学についての研究を行うことは不可欠であ
助するものである。 り、補助を行うことが必要である。

労働者の健康管理をめぐっては、じん肺、化学物質による中毒、アスベストによる
、 、 、職業性のがん等職業性の疾病対策のほか 近年は 高年齢労働者の健康及び作業管理
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過労死、メンタルヘルス対策等の新たな課題が発生している。このため、これらの疾
病の予防対策をはじめとする労働者の健康確保のための産業医学についての研究を行
うとともに、事業場において職業性疾病の予防や労働者の健康確保を推進する産業医
の養成を図ることが必要である。

この補助金は、こうした産業医の養成やその能力の向上、その基礎となる産業医学
の発展に資する研究のための補助金である。

また、産業医科大学において養成された、産業医学に関する高度で専門的な教育を
受けた者が事業場に選任等され、その作業環境の整備等を行うことにより、職場にお
ける労働衛生水準の向上や労働者の健康の維持増進が図られていることから、産業医
学助成費補助金は、必要不可欠かつ有効なものである。

併せて、補助に当たっては 「中期目標・中期計画」を策定し、平成１６年度から２、
１年度までに、一般管理費の１６．２５％、事業費の６．２５％の削減を行うことと
している。

なお、同大学に対する助成は、私立大学審議会の示した「経常的経費については国
から直接補助しない方法を検討すること」等を満たすことを条件にその設立が認可さ
れた経緯から （財）産業医学振興財団を通じて行っているところである。、

（参考：平成１６（１７）年度実績）
・脳心臓疾患等の労災請求件数

平成 年度 件→平成 年度 件12 617 16 816
・精神障害等の労災請求件数

平成 年度 件→平成 年度 件12 212 16 524
・医師国家試験合格率

平成 年度 ％→平成 年度 ％13 86.9 17 93.4

（財）介護労働安定センター （事業内容）
介護労働者の雇用管理の改善を図るため、介護労働サービスインストラクターや雇用 介護保険法の改正時の附帯決議をはじめ

（事業名） 管理コンサルタントによる雇用管理に関する相談援助や介護関連情報の収集・提供を 各方面から介護労働者の雇用管理改善のた
雇用管理改善等援助事業 行うとともに、介護事業所における雇用管理担当者を対象として、雇用管理者講習を めの強力な取組を要請されており、その推

実施するもの。 進のためには、介護労働対策のノウハウの
４－２－Ⅰ 中小企業、新規・成 ある(財)介護労働安定センターにおいて、

長分野企業等における雇用機会を （必要性、効率性、有効性等の分析） 各種事業を今後も継続して行うことが必要
創出するとともに労働力の確保等 介護サービス分野へ進出する事業者等が増加している中で、介護労働者については である。
を図ること 離職率が高く、また就労にかかる悩みや不安を抱いている者が多い等、必ずしもその なお、介護労働者能力開発事業について

雇用管理は良好とは言いがたい状況にある。そのため、介護労働サービスインストラ は、民間教育訓練機関の積極的な活用につ
クターや雇用管理コンサルタントによる雇用管理に関する相談援助や介護関連情報の いても配慮を行うこととする。
収集・提供を通じ、事業主が取り組む雇用管理改善への支援・啓発等を行う意義は大
きく、本事業は介護労働者の福祉の向上及び雇用の安定のために有効に機能したもの
と考えられる。また、長年にわたり雇用管理の改善、能力の開発及び向上その他介護
労働者の福祉の向上を図る観点から介護労働対策を実施し、ノウハウが蓄積されてい
る(財)介護労働安定センターに本事業を行わせることにより、実務上のニーズに的確
に対応した効率的な事業の運営がなされたものと考えられる。

（参考：平成１６年度実績）
○雇用管理に関する相談件数、情報提供件数 （件数）

平成 年度 平成 年度 平成 年度14 15 16
40,818 45,984 50,350相談援助
59,348 66.565 72,109情報提供

100,166 112,549 122,459合計

（財）介護労働安定センター （事業内容）
「介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律」に基づき、介護雇用管理助成金及



- 59 -

（事業名） び介護能力開発給付金の支給を行う （介護能力開発給付金については平成 年度で。 17
介護雇用管理支援助成金（平成 廃止）
年度より介護雇用管理助成金）18

（必要性、効率性、有効性等の分析）
４－２－Ⅰ 中小企業、新規・成 介護サービス分野へ進出する事業者等が増加している中で、介護労働者については離

長分野企業等における雇用機会を 職率が高く、また就労にかかる悩みや不安を抱いている者が多い等、必ずしもその雇
創出するとともに労働力の確保等 用管理は良好とは言いがたい状況にある。しかしながら、介護労働者の雇用管理の改
を図ること 善等を図るための措置は、直接収益に結びつくものではないこと、事業の開始時又は

拡充時には様々な初期投資費用を負担しなければならず財政的に厳しいこと等から、
自ら雇用管理の改善等に取り組む事業主は少ない。このため、雇用管理の改善等に関
心を有する事業主に対して必要な経費を助成することは、事業主が雇用管理の改善等
に取り組むきっかけを与えるものとして有効であったと考えられる。また、長年にわ
たり雇用管理の改善、能力の開発及び向上その他介護労働者の福祉の向上を図る観点
から介護労働対策を実施し、ノウハウが蓄積されている(財)介護労働安定センターに
本事業を行わせることにより、雇用管理に関する相談等ともあいまって効率的な事業
の運営がなされたものと考えられる。

（財）介護労働安定センター （事業内容）
急速な高齢化の進展に伴う介護サービス需要の増大に対応するため、(財)介護労働

（事業名） 安定センターにおいて、公共職業安定所長から受講指示を受けた離転職者等を対象に
ホームヘルパー養成研修等の介護サービス分野の教育訓練を実施する。介護労働者能力開発事業

５－２－Ⅱ 介護分野、環境分 （必要性、効率性、有効性等の分析）

野その他の新規・成長分野におけ 当該事業 急速な高齢化の進展に伴い要介護高齢者等が増加し、介護サービスは、
る職業能力開発を推進すること 需要も増大し多様化している中で、公共職業安定所長から受講指示を受けた離転職者

等を対象として訪問介護員養成研修２級課程等を実施することにより、早期再就職の
促進を図るとともに、介護労働力の確保を図るために実施するものである。

平成16年度における受講者数は14,974人で、そのうち98.7％の14,775人が講習を修
了している。また、修了者の76.5％が就職しており、介護労働者の能力発揮とともに
介護労働力の確保にも効果を上げているところである。

また、雇用管理改善等にかかる相談・指導を通じた地域の介護労働市場の状況や、
地域における介護事業所の現状、事業者のニーズに関する情報などについての詳細か
つ具体的なデータの蓄積を加味した訓練実施のノウハウを有する（財）介護労働安定
センターにおいて、本事業を行うことにより、効率的な事業の運営がなされたものと
考えられる。

（参考：平成１６年度実績）
○講習修了者のうち就職した者（講習終了後６ヶ月時点）の比率

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度

就職者 ％ ％ ％74.2 76.2 76.5
の比率

（財）介護労働安定センター （事業内容）
企業と看護師家政婦(夫)紹介所の団体が設置する介護クーポン運営協議会との提携

（事業名） により、当該企業の労働者及びその家族が介護等を必要とした場合に、協議会が発行
介護労働者需給サービス事業 する介護クーポンを利用し、より割安な費用で看護師家政婦(夫)紹介所に登録してい

るケア・ワーカーから介護等サービス（介護・育児・一時的な病気の際の看護）を受
４－２－Ⅰ 中小企業、新規・ けられるよう、当該看護師家政婦(夫)紹介所に対して助成を行うもの。
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成長分野企業等における雇用機会
を創出するとともに労働力の確保 （必要性、効率性、有効性等の分析）
等を図ること 本事業を通じて、在宅介護を行うケア・ワーカーの利用が促進されることにより、

ケア・ワーカーの雇用の安定に有効に機能したものと考えられる。また、企業に雇用
される労働者等がより割安な費用で介護等のサービスを受けられることから、当該労
働者の福祉の向上に資するという観点からも、本事業の必要性は高いものと考えられ
る。また、長年にわたり雇用管理の改善、能力の開発及び向上その他介護労働者の福
祉の向上を図る観点から介護労働対策を実施し、ノウハウが蓄積されている(財)介護
労働安定センターに本事業を行わせることにより、実務上のニーズに的確に対応した
効率的な事業の運営がなされたものと考えられる。

（参考：平成１６年度実績）
○助成措置の対象事業所数及びケア・ワーカー就労日数

平成 年度 平成 年度 平成 年度14 15 16
2,117 1,924 1,705事業所数（件）

173,758 157,065 141,124就労日数 人日（ ）

（財）介護労働安定センター （事業内容）
看護師家政婦(夫)紹介所の紹介によって在宅の要介護者等に雇用されるケア・ワーカ

（事業名） ーが、当該要介護者の在宅介護において介護支援ベッド・車いす等の介護労働補助器
紹介事業高度化推進事業 具を活用しようとする場合、看護師家政婦(夫)紹介所からの申込みに応じて、当該介

護労働補助器具を無償で貸与するもの。
４－２－Ⅰ 中小企業、新規・

成長分野企業等における雇用機会 （必要性、効率性、有効性等の分析）
を創出するとともに労働力の確保 介護業務については、身体介護として要介護者の入浴の介助や抱き起こし等の移動の
等を図ること 介助を行う等、肉体的な負担が大きい場合が多い。そのため、介護業務に携わるケア

・ワーカーの福祉の向上を図り雇用の安定に資する観点から、ケア・ワーカーが要介
護者に対し在宅介護を行う際に、介護労働補助器具を無償で貸与することにより負担
を軽減することの意義は大きく、本事業の必要性は高いものと考えられる。また、長
年にわたり雇用管理の改善、能力の開発及び向上その他介護労働者の福祉の向上を図
る観点から介護労働対策を実施し、ノウハウが蓄積されている(財)介護労働安定セン
ターに本事業を行わせることにより、実務上のニーズに的確に対応した効率的な事業
の運営がなされたものと考えられる。

（参考：平成１６年度実績）
○介護労働補助器具貸与実績（台数）

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度

1,600 1,418 958レンタル
台数

（財）介護労働安定センター （事業内容）
短時間・短期間の就労となることの多いケア・ワーカーの常用就労が促進されるよ

（事業名） う、家政婦(夫)紹介所がコンピューターによる登録・紹介システムを開発・整備する
介護労働力需給調整事業（平成 ことを支援するとともに、介護分野の職業紹介事業と介護保険サービス事業を行って
年度限りで廃止 ） いる家政婦(夫)紹介所が的確な雇用管理を行うことができるよう相談等を行うもの。17 ）

４－２－Ⅰ 中小企業、新規・ （必要性、効率性、有効性等の分析）
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成長分野企業等における雇用機会 本事業については、ケア・ワーカーの雇用の安定に一定の効果をもたらしたものと考
を創出するとともに労働力の確保 えられるが、実績が低調であること等から政策的な必要性が低いものと判断し、平成
等を図ること １７年度限りで廃止とした。

（財）予防接種リサーチセンター （事業内容）
本事業は （財）予防接種リサーチセンター（以下「財団」という ）が実施する①保 本事業は、国民の健康に大きな影響を及、 。

（事業名） 健福祉相談事業等（予防接種による健康被害者及びその保護者等に対する保健福祉相 ぼす感染症の発生及びまん延を防止するた
予防接種対策費等補助金 談、健康被害者家族等講習会、保健福祉相談員に対する講習会等）並びに②啓発普及 めに必要不可欠なものであることから、今

事業（ 予防接種ガイドライン」等の作成・配布による、予防接種従事者及び保護者等 後も継続して実施することとする。「
１－５－Ⅰ 結核等感染症の発生 に対する予防接種に関する正しい知識の啓発普及）に係る費用の支給を行うものであ また、本事業を効率的かつ効果的に実施

・まん延の防止を図ること る。 するため、引き続き、財団を通じて行うこ
とが適当である。

（必要性、効率性、有効性等の分析）
公衆衛生の向上及び増進のため、国は予防接種を勧奨しているが、予防接種に起因

する感染症の発生及びまん延を防止するためには、予防接種に関する正しい知識の普
及啓発を行うとともに、予防接種による健康被害者等に対する保健福祉の向上を図る

。 、 、ための検診や相談事業等を実施する必要がある また 予防接種法第１９条において
国民が正しい理解の下に予防接種を受けるよう、予防接種に関する知識の普及を図る
ことは国の責務とされている 。。

財団においては、予防接種を推進するための調査研究及び予防接種による健康被害
に関する因果関係の調査研究等を行っていることから、財団に本事業を委託し、事業
を効率的・効果的に実施しているところである。

（財）予防接種リサーチセンター （事業内容）
本事業は （財）予防接種リサーチセンター（以下「財団」という ）が実施する予防 本事業は、予防接種による事故を未然に、 。

（事業名） 接種従事者研修事業（予防接種を実施する医師、保健師及び看護師並びに実施主体で 防止するために必要不可欠なものであるこ
衛生関係指導者養成等委託費 ある都道府県・市町村の担当者に対する、予防接種に関する基礎知識の再教育及び最 とから、今後も継続して実施することとす

新知識等についての研修）に係る費用の支給を行うものである。 る。
１－５－Ⅰ 結核等感染症の発生 また、本事業を効率的かつ効果的に実施
・まん延の防止を図ること （必要性、効率性、有効性等の分析） するため、引き続き、財団を通じて行うこ

予防接種の実施に当たっては、関係者が十分に注意しても、極めてまれに健康被害が とが適当である。
発生することがある。予防接種に関する事故を未然に防止するためには、接種者及び
実施主体である市町村担当者に対して、予防接種に関する正しい知識の啓発普及を行
うことが必要である。また、予防接種法第１９条第２項において 「国は、予防接種に、
よる健康被害の発生を予防するため、予防接種事業に従事する者に対する研修会の実
施等必要な措置を講ずるものとする 」と国の責務が規定されており、予防接種による。
事故を未然に防ぐために、適切に対応する必要がある。

財団においては、予防接種を推進するための調査研究及び予防接種による健康被害
に関する因果関係の調査研究等を行っていることから、財団に本事業を委託し、事業
を効率的・効果的に実施しているところである。

※ 公益法人関連事業評価書（事後評価）については、平成１８年４月２８日及び９月１５日付けで総務省あて送付している。
※ 委託・推薦等に係る事務・事業１～６、第三者分配型補助金等 ～４及び補助金依存型公益法人の（財 「友愛福祉財団」については 「平成 年度政策評価等の実施状況及びこれらの1 17） 、

結果の政策への反映状況に関する報告 （総務省）に掲載済。」


